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札幌市議会第二部予算特別委員会記録（第５号） 

令和７年（2025年）３月11日（火曜日） 

 ――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――  

●議題 付託案件の審査 

●出席委員 32名（欠は欠席者） 

    委 員 長  か ん の 太  一       副 委 員 長  松  井  隆  文 

    委   員  高  橋  克  朋       委   員  こんどう  和  雄 

    委   員  細  川  正  人       委   員  よこやま  峰  子 

    委   員  北  村  光一郎       委   員  小  竹  ともこ 

    委   員  伴    良  隆       委   員  佐々木  みつこ 

    委   員  藤  田  稔  人       委   員  小須田  大  拓 

    委   員  山  田  一  郎       委   員  福  士    勝 

    委   員  村  上  ゆうこ       委   員  中  村  たけし 

    委   員  あおい  ひろみ       委   員  水  上  美  華 

    委   員  森    基誉則       委   員  篠  原  すみれ 

    委   員  福  田  浩太郎       委   員  丸  山  秀  樹 

    委   員  好  井  七  海       委   員  わたなべ  泰  行 

    委   員  森  山  由美子       委   員  田  中  啓  介 

  欠 委   員  池  田  由  美       委   員  長  屋  いずみ 

    委   員  佐  藤    綾       委   員  坂  元  みちたか 

    委   員  丸  岡  守  幸       委   員  山  口  かずさ 

    委   員  脇  元  繁  之 

 ――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――  

      開 議 午前10時 

    ―――――――――――――― 

●かんの太一委員長  ただいまから第二部予算

特別委員会を開会いたします。 

 報告事項でありますが、細川委員からは、遅参

する旨、また川田委員からは佐々木委員と、小形

委員からは田中委員と、荒井委員からは坂元委員

と交代する旨、それぞれ届出がございました。 

 議事に先立ちまして申し上げます。 

 未曽有の大災害となった東日本大震災から、本

日で14年を迎えるところであります。震災により

犠牲になられた方々に、改めて哀悼の意を表し、

ご冥福をお祈りするため、これより黙禱をささげ

たいと思います。 

 ご起立をお願いいたします。 

 （起立） 

●かんの太一委員長  黙禱。 

 （黙禱） 

●かんの太一委員長  黙禱を終わります。皆

様、ご着席願います。 

 （着席） 

    ―――――――――――――― 

●かんの太一委員長  それでは、議事に入りま

す。 

 最初に、第３款 保健福祉費 第３項 老人福

祉費、第10款 諸支出金 第２項 他会計繰出金

のうち関係分及び議案第７号 令和７年度札幌市

介護保険会計予算について、一括して質疑を行い

ます。 

●丸岡守幸委員  私からは２点質問させていた

だきます。 

 本日は、新年度予算案に係る審議であります
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が、新年度予算案には、敬老パスの見直しに係る

システム改修費と、敬老パスとは切り分けて整理

された健康アプリの事業開始に向けた予算が計上

されております。この間、札幌市が進めてきた検

討の経緯は、素案提示から１年半をかけて、意見

交換会、大規模アンケート、パブリックコメン

ト、様々な手段で幅広い市民の皆さんの意見を集

めて、丁寧に時間をかけて、熟議を重ねてきたも

のと認識をしております。 

 特に若い世代からも多くの意見を集めながら、

経過を進めてきた経緯に対して、我が会派として

高く評価させていただいているところでありま

す。 

 異なる立場で意見が違うことを、分断と捉える

向きもありますが、そういうことではなく、異な

る意見を互いに理解をした上で、着地点を見いだ

すことが重要であり、前回の厚生委員会における

私の質問で、そのことが明らかになったと考えて

おります。 

 先日の代表質問において、市長は、責任を持っ

て判断したというふうに述べられておりました

が、我が会派としましても、敬老パスについて

は、既に論点が出尽くしており、この間の市民意

見や、議会議論によって、実施案に基づく速やか

な見直しが必要であることは、明確になったと考

えております。当然ながら、利用者の方々に対し

ては、誠意ある説明が必要でありますし、いずれ

高齢者となる若い世代の方々に対しても、丁寧な

説明を求めたいと、強く要望いたします。 

 それでは、私から市が目指す健康寿命延伸に

とって、より重要となります健康アプリについて

伺います。国は健康日本21に、健康寿命延伸目標

を掲げておりますが、健康寿命の伸び縮みは、何

によって決まるのかという規定要因の研究も、盛

んに行われているところであります。大別すれ

ば、死亡要因と死亡以外の要因に分かれることは

間違いありませんが、健康アプリが担うのは、主

に死亡以外の要因、つまりは生活習慣病などの疾

病予防や、介護予防、社会参加といった健康上望

ましいと考える行動を支えていくことにあると理

解をしており、そのような要因分析については、

多くの有識者が、日夜関連する研究を行っており

ます。 

 札幌市では、新型コロナウイルス感染対応のと

き、市民の健康管理を目的として、こびまるとい

うアプリを開発し、効果的に運用をしてきた実績

とノウハウがあるわけでございますが、今回の健

康アプリの開発に当たっては、このこびまるの開

発に関わった有識者チームとの連携もしていると

伺っており、期待をしているところであります。 

 いずれにしましても、健康は様々な要因で成り

立っていると考えられる中、健康アプリにも専門

家の知見や、科学的な根拠、いわゆるエビデンス

を取り入れながら、取り組んでいくことが大切で

あると考えます。 

 そこで質問でございますが、健康アプリでは、

有識者の知見やエビデンスをどのように取り入れ

ていこうとしているのか、いかがか伺います。 

●西村高齢保健福祉部長  健康アプリへの知見

やエビデンスをどのように取り入れていくかとい

うご質問でございます。 

 健康アプリでどういった評価をしていくか、活

動を評価していくかといった点につきましては、

科学的な知見に基づくことが大切であると認識し

ております。令和５年度に開催いたしました専門

家による検討委員会におきまして、歩く、人と会

うなどの活動を充実させることで、健康寿命の延

伸につながるという研究結果や、様々な知見をお

示しいただいたことから、これらを踏まえたアプ

リの開発を進めてきたところでございます。 

 さらに、先ほど委員からもお話がありました、

こびまるを作成したメンバー、札幌医科大学、北

海道科学大学、北海道情報大学のメンバーとも連

携いたしまして、どのようなデータを収集すべき

か、助言をいただいており、例えば、日常的な健

康管理や、発熱などの体調の振り返りなどといっ

たものが、今示されているところでございます。 

 これらの専門家の方々とは、アプリのリリース
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後も連携しながら、データの分析・検証を続けて

いく考えでありまして、様々なエビデンスに基づ

いて、事業を推進してまいりたいと考えておりま

す。 

●丸岡守幸委員  健康アプリでは、様々な有識

者の協力を得ながら、開発を進めてきているとい

うことを今、確認させていただきました。 

 また今後も、そうした有識者に助言を得なが

ら、アプリで蓄積された情報も生かして、エビデ

ンスベースの施策を展開していくこと、そういっ

たことであり、しっかりと準備段階からエビデン

スを意識しながら、取り組まれていることを理解

いたしました。 

 続きまして、来年度、そうしたエビデンスを意

識した具体的な取組について伺います。さきの厚

生委員会では、私から健康アプリの今後の進め方

についてを伺い、モニターを募集して、意見を反

映し、よりよいものにしていきたいとの答弁をい

ただきました。モニターでは、実際に触った市民

の意見を得ていくことも、当然重要ではあります

が、健康アプリが初めて実地に試される機会とな

るので、そこから得られるデータも大変貴重なも

のになると考えております。 

 そこで質問でございますが、このモニター運用

でもデータの分析などを通して、エビデンスを得

る機会にもなり得ると認識をしておりますが、札

幌市としてどのようなお考えなのか、いかがか伺

います。 

●西村高齢保健福祉部長  健康アプリのモニ

ター運用におけるデータ分析についてでございま

す。 

 モニターの参加者には、一定期間アプリを活用

していただいて、そして、モニター運用で得られ

るデータを専門家の方とともに、分析したいと考

えております。ここで得られるエビデンスを効果

的なポイント設計にもつなげながら、令和８年度

の事業開始に向けて、検討を進めてまいりたいと

考えております。 

●丸岡守幸委員  健康アプリをよりよいものに

していくという意味では、モニターの意見を反映

して、市民の皆さんがより使いやすいアプリにし

ていくということも、もちろん大切ではございま

すが、このアプリが、健康寿命延伸につながるも

のとして、そして確かに機能するものとしていく

という意味では、積極的にエビデンスを集めなが

ら、実証的に進めていくことが重要であるという

ふうに考えます。 

 エビデンスといえば、先日、帝京大学の公衆衛

生学の専門家が、ラジオ体操により認知症リスク

を18％低下させるという研究成果を発表しており

まして、全国の65歳以上の１万1,219人を対象

に、平均５年、5.3年間の追跡調査をして、分析

をした結果が出ておりまして、ラジオ体操やその

ほかの体操で、認知症や要介護になるリスクに顕

著な差が認められたとの報告があり、２月18日付

の新聞にも、大きく掲載をされておりました。 

 健康アプリにおいては、ラジオ体操をその対象

とすることの有用性を裏づける重要なエビデンス

にもなり得ると考えております。昨年も代表質問

で、健康アプリでラジオ体操をポイント対象とす

ることについて、市長からも対象の一つと考えて

いるとのご答弁をいただいております。科学的に

も大きな効果があることが示されましたので、ぜ

ひとも前向きに、ご検討をいただくように求めま

す。 

 ちなみに、今日も最高気温が10度前後というこ

とで、春めいてきております。５月１日からは札

幌市内のおよそ50か所で、朝のラジオ体操が始ま

りますので、ぜひ皆様も認知症予防のため、そし

て健康寿命延伸のために、ぜひ参加されてみては

いかがでしょうか。週に１回でも、効果があるよ

うでございます。 

 以上で、私の質問を終わらせていただきます。 

●藤田稔人委員  毎朝ラジオ体操している藤田

でございます。私からは、老人クラブに対する支

援について、お伺いさせていただきます。 

 少子高齢化、人口減少が進み、団塊の世代全員

が75歳となる2025年を迎え、超高齢化社会へ本格
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的に向かっている状況であります。国において

は、令和６年孤独・孤立対策推進法や、認知症基

本法を施行するとともに、基本的かつ総合的な高

齢社会対策の指針である高齢社会対策大綱を、６

年ぶりに改定し、一人暮らしの高齢者の増加等の

環境変化に適切に対応し、多世代が共に安心して

暮らせる社会の構築などの考え方が示され、社会

全体として、超高齢化社会に向けて、取組を進め

ていくことが求められております。 

 こうした社会目標を実現するためには、行政の

施策はもちろんのこと、地域における様々な高齢

者団体の活動が重要となり、地域の高齢者が同じ

趣味やスポーツ活動などを通じて、仲間づくりや

生きがいを向上させる活動を行っております。ま

た、仲間づくりや生きがいの向上に加えて、地域

での支え合いやボランティア活動、地域交流など

多彩な地域活動も実施している老人クラブは、今

後もその役割が重要となることから、札幌市にお

いても、その活動を支援しているところです。 

 しかしながら、先の令和６年の決算特別委員会

で、老人クラブの課題について質問し、高齢者の

就業率の高まりや意識の変化から、高齢者像が変

化しており、老人クラブは、60代から70代の会員

や、新規加入者の不足、会員数の減少、組織の高

齢化などの課題を抱えているとの答弁がございま

した。 

 老人クラブの活動に、大変熱心に取り組んでい

る方々もたくさんいらっしゃいますが、コロナ禍

での活動の停滞も相まって、老人クラブそのもの

が、極端な表現をすると、衰退の一途たどってい

る危機的な状況にあるのではないかと、非常に危

惧しているところでございます。今の時代に即し

た持続可能な組織へと変革していくことが、求め

られているのではないかと考えております。 

 そこで質問ですが、札幌市では、令和７年度の

予算の中で、老人クラブへの補助の拡充を打ち出

しておりますが、今後、老人クラブが向かうべき

方向性について、どのようにお考えになり、提案

しているのか、お伺いさせていただきます。 

●西村高齢保健福祉部長  老人クラブの今後の

方向性についてのご質問でございます。 

 人生100年時代とも言われる中で、長くなる高

齢期を充実したものとしていくため、仕事を離れ

るなど、社会参加の機会が減少する高齢者が、地

域での交流、社会活動に参加しやすい環境を整え

ることが重要と認識しております。 

 そのような中で、老人クラブは、委員からご指

摘もございましたが、仲間づくりや生きがいの向

上に加えて、地域での支え合い、ボランティア活

動など、多彩な地域活動を実施しておりまして、

その役割への期待は、今後ますます高まっている

と考えております。 

 一方で、これまで主に地縁によるつながりに基

づいて組織されてきた老人クラブは地域でのつな

がりの希薄化、インターネットの普及、また、高

齢者就業率の高まりなど、いろんなことを背景と

いたしまして、高齢者像も変化しており、会員数

の減少、様々な困難に直面しております。 

 このようなことから、様々な地域の高齢者や多

様な世代が参加しやすい枠組みを構築するととも

に、補助金の拡充によって、安定的な組織運営

や、活動の活性化を図り、持続可能な老人クラブ

へと変革させていく、そういったことを目的に、

このたびの予算を提案させていただいたところで

ございます。 

●藤田稔人委員  老人クラブの活動をしっかり

と後押しし、高齢者像の変化に合わせて、老人ク

ラブを変革させていくことを目指した予算である

ということでございました。 

 次の質問ですが、拡充される老人クラブ活動費

補助について、これまでの補助内容が、具体的に

どのように拡充されるのか、お伺いさせていただ

きます。 

●西村高齢保健福祉部長  具体的な補助内容に

ついてのお問合せでございます。 

 変更点が３点ほどございまして、まず１点目

は、会員の区分に応じて、交付する基本額という

ものがございますが、30人から49人という区分
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と、50人から79人という区分で、金額に今までの

２倍以上の差がございました。これを是正するた

め、39人から49人の区分の月額を、3,000円から

4,000円とまず増額するものでございます。 

 ２点目は、ボランティア等の地域貢献活動の加

算額でございますが、会員１人当たりに換算し

て、２回、３回と複数回実施したら、それに応じ

て増額できるというような仕組みを取り入れまし

た。 

 それから３点目、世代間交流活動加算といった

ものを新設いたしまして、他の世代と一体になっ

て行う活動に対して、１回当たり2,000円、年間

最大５回まで補助を行うことといたしておりま

す。これらの拡充によりまして、クラブ活動の活

性化につなげまして、多様な世代との交流も後押

しし、地域における支えの一助となるような支援

を行ってまいります。 

●藤田稔人委員  地域において、ボランティア

活動などの地域貢献活動への補助の拡充や、多世

代での活動に対する補助の新設が盛り込まれるな

ど、クラブの社会貢献活動や、世代間交流を促進

させ、地域住民の相互理解、支えを促進していき

たいということでございました。 

 この補助の拡充により、老人クラブは活動の活

性化が期待されるところですが、先の決算特別委

員会において、地域には様々な高齢者団体が存在

しており、自主的に地域貢献活動を実施している

ものもあり、こういった団体への支援も必要と指

摘させていただいております。 

 そこで質問ですが、老人クラブの補助金交付の

対象となっていない高齢者団体を、どのように支

援していくおつもりか、お伺いさせていただきま

す。 

●西村高齢保健福祉部長  老人クラブ以外の高

齢者団体の支援ということについてのご質問でご

ざいます。 

 地域の高齢者の団体の中には、自主的に健康づ

くり、交流活動、地域貢献といった活動を行う団

体も存在しておりまして、そのような活動につい

て、しっかり後押ししていく必要があると考えて

おります。こういった団体も、老人クラブの枠組

みを広げることで支援することにより、高齢者の

健康寿命の延伸につなげていきたいと考えている

ところでございます。 

●藤田稔人委員  今後様々な高齢者団体が老人

クラブの枠組みを活用し、支援が受けられるとの

ことであり、これにより、地域におけるボラン

ティア活動などの地域貢献活動が活性化されるこ

とを期待しております。 

 今年、令和７年から、定年が65歳まで引き上げ

られるなど、働く期間も長くなり、平均寿命も延

び、高齢者の体力的な若返りが期待されていると

ころです。 

 このような中、基本的に60歳以上が対象となる

老人クラブでありますが、この老人という響きに

違和感を覚える方もいらっしゃり、実際私の地元

の老人クラブは、老人クラブという言葉を使わな

いで、ただし、老人クラブ登録しているというこ

とでございます。 

 実際にそういった現状がある中で、この老人ク

ラブに対するイメージを変えていくことも、様々

な世代に参画してもらうためには、必要ではない

かと考えております。 

 そこで質問ですが、老人クラブの名称につい

て、何か工夫が必要と考えておりますが、市の認

識をお伺いさせていただきます。 

●西村高齢保健福祉部長  老人クラブの名称に

ついてでございます。 

 委員のご指摘がただいまございましたが、高齢

者像が変化する中、老人という呼び方について、

ネガティブに受け止める方もいらっしゃると認識

しておりまして、また昨年、老人クラブを対象に

実施したアンケートでも、同様の声を頂戴してお

ります。 

 老人クラブへの補助は、国の財政支援を受けて

行っているものであることから、札幌市と国との

関係では、名称変更というのは、ちょっと難しい

ところではございますが、各クラブが使用する名
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称ということでは、札幌市独自に愛称を設定する

ことができますので、来年度、令和７年度に、広

く愛称を募集したいと考えているところでござい

ます。 

●藤田稔人委員  老人クラブのイメージを変え

るために、愛称を募集し、幅広い世代が参画しや

すい工夫をするということでございました。 

 老人クラブや、地域で自主的に活動している高

齢者団体の存在は、今後高齢化社会がますます進

む中で、より重要なものになってくると考えてお

ります。今後も地域貢献活動や健康づくり、交流

活動への支援は、高齢者団体のニーズなども把握

しながら、さらなる支援を続けていくことが必要

であると思いますので、どうかよろしくお願いい

たします。 

●あおいひろみ委員  私からは、健康寿命延伸

に向けた取組について、２点質問いたします。 

 １点目は、実施案の周知についてです。健康寿

命延伸に向けた取組については、昨年９月、我が

会派が主張してきましたように、敬老パスと健康

アプリを分けて整理し、敬老パスについては、対

象年齢、利用上限額、自己負担額を見直して存続

させ、健康アプリは敬老パス問題から切り離し、

40歳以上に対象を拡大して、別に取り組んでいく

という実施案が提示されました。 

 この実施案に対するパブリックコメントについ

て、秋元市長は、さきの代表質問において、幅広

い世代の市民から実施案に賛同する意見が寄せら

れたことを踏まえ、実施案のとおり進めていく考

えを明らかにしたところです。 

 2026年度に実施案のとおり見直しを行うという

ことであれば、市民周知の期間は、2025年度の１

年間だけです。経過措置も講じられますが、なる

べく早い段階に、丁寧に周知するべきです。例え

ば、今回の実施案では、既に敬老パスを持ってい

る方は75歳未満であっても、返却する必要はな

く、そのまま敬老パスを使い続けることができま

すが、そうしたことも分かりやすく説明する必要

があります。 

 そこで質問ですが、実施案で進めていくことと

なった場合、事前の市民周知は、どのように行っ

ていくことと考えているのか伺います。 

●西村高齢保健福祉部長  今回の見直しの事前

の市民周知について、どのように行うかというご

質問でございます。 

 現在、敬老パスを利用されている方につきまし

ては、よくある質問といったものも盛り込みまし

た周知文を作成しまして、速やかに送付すること

を考えております。また、広報さっぽろ等を活用

し、制度の変更内容、経過措置などを発信すると

ともに、専用コールセンターも設置いたしまし

て、制度改正に関するお問合せに対応してまいり

ます。加えて、今後も積極的に地域に足を運ばせ

ていただいて、出前講座など、丁寧な説明に努め

てまいりたいと考えているところでございます。 

●あおいひろみ委員  なかなか今まで使ってい

たものが変わるとなると、受け入れがたいものも

ありますし、丁寧な周知が必要かと思いますの

で、出前講座など引き続き頑張っていただきたい

と思います。 

 今回の実施案では、特に敬老パスを利用する方

には、制度が大きく変わることから、対象者全員

に情報がしっかりと行き渡るよう、万全を期して

いただきたいと思います。 

 次に、健康アプリのモニターについて伺いま

す。健康アプリについては、現在開発中の新しい

仕組みであり、どういう仕組みなのか、実際に触

れてみないことには、なかなか実感を持てない方

が多いと思います。本市は、来年度に市民モニ

ターを実施するとして、さきの厚生委員会におい

て、来年度早い段階に取り組みたいと説明を行っ

ており、その具体像を市民に示す必要があると考

えます。 

 そこで質問ですが、来年度予定している健康ア

プリの市民モニターは、具体的にどのように実施

しようとしているのか伺います。 

●西村高齢保健福祉部長 市民モニターの具体的

な実施方法についてでございます。 
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 市民モニターは、来年度上半期に100名程度の

規模で実施することを想定しておりまして、制度

の対象となる市民の方から公募を行うとともに、

介護予防教室など、実際に介護予防活動に取り組

む当事者にも、参加を募ってまいりたいと考えて

います。 

 参加いただいたモニターの方には、実際に一定

期間、アプリをご利用いただき、使い勝手、あ

と、ポイントのたまり方といったことを実感して

いただくとともに、利用者目線でのフィードバッ

クをいただいて、アプリでございますとか、操作

マニュアルでございますとか、そういったものに

反映していきたいと考えております。 

●あおいひろみ委員  これだけ話題になりまし

た敬老パス、それから健康アプリですので、多く

の方がやってみたいと思っていると思います。ぜ

ひ、市民周知をしながら、モニターによって、よ

りよいものを作っていただきたいと思います。 

 公募市民や介護予防教室の関係者など、100名

以上の市民を対象に、上半期のうちに実施を予定

するとのことでありました。そして、参加者から

使い勝手や実際のポイントのたまり方も確認し、

マニュアルなどにも反映していくとのことであり

ました。健康アプリの対象は40歳以上となります

が、非常に幅広い世代で、人数も多くなります。

市民モニターは100名以上とのことでしたが、で

きる限り多くの市民、幅広い世代に参加してもら

えるよう、取り組んでいただくことを求めます。 

 また、今回のアプリでは、活動に対するインセ

ンティブとして、ポイントが付与されますが、た

まったポイントは電子マネーなどに交換すること

で、様々な用途に使えるものです。電子マネーに

も様々なものがあり、複数の選択肢から選べるよ

うにするとは聞いておりますが、実際の交換の手

続が分かりやすく、スムーズに実現できるのか、

セキュリティーもしっかりしているかなどという

検証も重要かと思います。 

 そこで質問ですが、来年度予定しているモニ

ター運用の中で、参加者はたまったポイントを電

子マネーに交換することまで体験できるのかどう

か伺います。 

●西村高齢保健福祉部長  モニター運用中、た

まったポイントを実際電子マネーに交換できるか

ということのお問合せでございます。 

 参加者が実際のポイント交換手続の際に、どの

ような手順を難しいと考えるか、また、どうすれ

ば解消できるかといったことの検証が必要だと考

えております。加えて、ポイントによるインセン

ティブが、実際の活動にどういった効果をもたら

すかということも確認したいと考えております。 

 こうしたことから、モニター運用の中で、アプ

リで獲得したポイントを、実際に電子マネーに交

換するまで、一連の流れとして体験していただく

ということを考えているところでございます。 

●あおいひろみ委員  一度そういったことがで

きると分かれば、とても簡単なものであります

し、自分のポイントが、稼いだポイントが、何か

に使えるとなると、これはまたわくわくすること

でもあると思うので、しっかりとそのようなこと

を簡単にできるということが、伝わるといいなと

思います。 

 モニター運用によって、実際に触れてみて、ポ

イントをためてみて、そして電子マネーに交換で

きるということまで、全体を通して試してみるこ

とで、初めてイメージが湧くと思います。しっか

りと事前周知も行って、一人でも多くの参加者

が、健康アプリがどういうものか実感を得られる

ように、取り組んでいくことを求めます。 

 モニター運用を通して得られる意見も踏まえ

て、よりよい仕組みにしていくことが大切です

が、最終的なポイント設計や、具体的な交換メ

ニューがどうなるのか、制度を開始前にしっかり

と市民や議会に対して示すことも重要です。 

 そこで最後の質問ですが、2026年度の制度開始

時における具体的なポイント付与や、交換のメ

ニューは、いつ頃どのように決定しようとしてい

るのか伺います。 

●西村高齢保健福祉部長  ポイント設計、交換
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メニューの決定時期についてのご質問でございま

す。 

 健康アプリにおいて、どのような活動に対し

て、どの程度のポイントを付与すれば、事業の実

効性を高められるかという点は、極めて重要な要

素でございまして、市民の関心も高いものと認識

しております。限られた期間と人数でのモニター

運用とはなりますが、データ分析の出発地点とし

て、実際の活動状況、アプリから得られたデータ

等も踏まえて、秋頃までには、ポイントの内容や

交換メニューの詳細についてお示しできるよう、

検討を進めてまいりたいと考えております。 

●あおいひろみ委員  様々な議論を繰り返し

て、ここまで至ったわけですので、しっかりとこ

の先もよいものになるようにしていってほしいな

と思います。 

 モニター運用の結果も踏まえて、秋までに具体

的なポイントの詳細や、交換メニューを示すとの

ことでありますが、当然ながら議会でも、議論が

必要になってきます。議会としてしっかりとした

議論ができるよう、遅くとも今年の第３回定例市

議会までには、示していただくことを求め、私の

質問を終わります。 

●わたなべ泰行委員  私からは地域包括支援セ

ンターについて、２点伺います。 

 初めに、地域包括支援センターのマネジメント

機能強化について伺います。札幌市の高齢化率は

令和７年で28.8％、これは令和７年１月１日現在

の住民基本台帳ベースでございます。団塊ジュニ

ア世代が全て65歳以上となる令和22年には、４割

に迫ることが見込まれております。 

 また、一人暮らしの高齢者や高齢夫婦世帯、認

知症高齢者が増加することも見込まれており、介

護するご家族の負担が増加するなど、様々な課題

への対応が求められているところでございます。 

 そのため、高齢者や家族の相談を受け、地域の

支援体制づくりを行うなど、地域包括ケア体制構

築の中核的な役割を担う地域包括支援センターの

機能は、極めて重要と感じております。私たち

も、高齢者ご本人やご家族等からのご相談に、地

域包括支援センターを度々ご紹介をさせていただ

いており、そのご対応に感謝をしているところで

す。 

 また、要介護状態とならないよう、フレイルが

疑われる段階から、早期に介入するフレイル改善

マネジャーや、認知症の方や家族と支援者をニー

ズに応じてつなぐオレンジコーディネーターを配

置するなど、取組を強化していることは評価をさ

せていただきます。 

 さて、これまで札幌市におきましては、国の基

準を踏まえ、高齢者人口6,000人に対して、保健

師、社会福祉士、主任介護支援専門員の専門職

を、それぞれ１名配置しており、6,000人を超え

る場合には、2,000人に対して１名の専門職を追

加し、地域包括支援センターの人員体制を整備し

ていると認識をしております。 

 一方で、高齢者人口の増加に伴い、職員を増員

することで、地域包括支援センターが大規模化

し、人員や業務全般の管理及び人材育成といった

マネジメント業務に、センター長が十分に取り組

むことができず、組織力が低下し、その結果とし

て、複雑困難な高齢者のニーズに、適切に対応で

きなくなることが懸念をされております。 

 そこで質問ですが、今後、大規模化する地域包

括支援センターにおけるマネジメント機能の強化

に努めていく必要があると考えますが、いかがか

伺います。 

●阿部地域包括ケア推進担当部長  地域包括支

援センターのマネジメント機能の強化についてお

答えさせていただきます。 

 委員がご指摘のとおり、今後の高齢者人口の増

加に伴い、専門職が増えることで、地域包括支援

センターが大規模化し、センター長等の管理職に

よるマネジメント機能が低下するというふうに懸

念しているところでございます。マネジメント機

能の強化につきましては、地域包括支援センター

の増設や支所の開設などが考えられますが、その

判断に当たりましては、高齢者人口のほか、地域
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住民との関係性、支援の継続性、担い手となる法

人の存在など、様々な点を考慮する必要がござい

ます。 

 そのような中、令和７年度につきましては、市

内で最も職員数の多い北区第２地域包括支援セン

ターにおいて、拓北・あいの里地区に支所を設置

するとともに、支所長を配置することで、マネジ

メント機能の強化を図ることといたしました。 

●わたなべ泰行委員  ただいま答弁に、セン

ター長等の管理職によるマネジメント機能が低下

するなど、懸念をしている中ですけど、やはり高

齢者人口、今後の推移、また地域住民との関係

性、支援の継続性、担い手となる法人の存在と、

様々な点を考慮しなければならない。こういった

ことでございますが、そういった中ではあります

けども、令和７年度につきましては、北区の第２

地域包括支援センター、拓北・あいの里地区に支

所を設置し、支所長を配置するということで、マ

ネジメント機能の強化を図るといった答弁でござ

いました。なかなか大変な状況ではございます

が、一歩ずつ前進をされているということは評価

をさせていただきたいと思っております。 

 次に、地域包括支援センターの業務負担軽減に

ついて質問いたします。令和４年度に札幌市が実

施しました介護保険サービス提供事業者調査にお

ける地域包括支援センターを対象とした調査で

は、職員を取り巻く状況の変化につきまして、

「１人当たりの仕事量が増えている」が96％と最

も多く、次いで、「業務遂行に必要な人材が不足

している」が73％、「過労ぎみの職員が増えてい

る」が65％という結果であることから、地域包括

支援センターにおける職員への負担は、増大して

いるものと思われます。加えて、高齢化の進展に

伴い、介護福祉人材の需要が拡大し、地域包括支

援センターにおきまして、人材確保に苦慮してい

るという声も、現場からは伺うところでございま

す。 

 札幌市におきまして、人口減少の局面を迎え、

生産年齢人口が減少していることから、今後、人

材確保は容易ではない。そういうことを考えます

と、地域包括支援センターの職員１人当たりの業

務量が、ますます増加をすることで、市民サービ

スへの低下を招くことが懸念をされ、地域包括支

援センターの業務負担の軽減に、積極的に取り組

む必要があると考えております。 

 そこで質問ですが、地域包括支援センターの業

務負担を、今後どのように軽減をしていくのかを

伺います。 

●阿部地域包括ケア推進担当部長  地域包括支

援センターの業務負担の軽減について、お答えさ

せていただきます。 

 札幌市では今後、専門職の人材が恒常的に不足

することを想定し、令和７年度から、複数の非常

勤職員の勤務時間を合算して、常勤職員の勤務に

みなす、いわゆる常勤換算方法を人員配置基準に

導入し、人材確保の一助といたします。 

 また、新たにタブレット端末を活用した相談時

の記録作成の効率化や、オンライン会議の開催を

進めるなど、ＩＣＴの導入を積極的に支援するこ

とで、業務負担の軽減を図ってまいります。 

 今後も複雑多様化する高齢者のニーズに、適切

に応えられるよう、引き続き地域包括支援セン

ターの業務負担の軽減に努め、機能強化を図って

まいります。 

●わたなべ泰行委員  ただいまの答弁で、令和

７年度から複数の非常勤職員の勤務時間を合算し

て、常勤職員の勤務にみなす、いわゆる常勤換算

方法、これを人員配置基準に導入する、こういっ

た人材の確保の一助にしていきたい。また、タブ

レット端末やオンライン会議等のＩＣＴの導入、

こちらのほうを積極的に支援をしていくというこ

とで、業務負担の軽減を図っていくという答弁で

ございました。 

 改めて引き続き、地域包括支援センターの業務

負担の軽減に努めていただき、機能強化に取り組

んでいただきたいということを求めます。 

 最後に要望です。人口構造や世帯構成の変化に

伴い、介護の在り方、家族介護者についても多様
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化してきております。高齢化の進展に伴う老老介

護、また8050問題、仕事をしながら介護に従事を

しているビジネスケアラー、そして、子育てと介

護を同時に行っているダブルケアラー等の存在

が、顕在化をしてきており、社会問題ともなって

きていると思います。それぞれの介護者の置かれ

ている状況を理解して、支援をする必要がありま

す。相談窓口の充実強化が、一層求められると考

えております。 

 そうした中、このたび札幌市におきましても、

地域包括支援センターに、夜間休日のメール相

談、こちらのほうを導入したと伺っているところ

ではございますけれども、受付はしますけども、

回答はセンターの業務時間以内になるというふう

に伺っております。相談をされる方の思いは、そ

のときに聞きたい、話をしたいと思って、相手に

アクセスをしたときに、相手とつながることが大

変重要である、こういったことも思いますので、

今後はチャットボットの導入など、ＩＣＴを活用

して、人員体制の強化と、介護者の声にしっかり

と対応できる相談体制の整備を求めまして、私の

質問を終わります。 

●佐藤 綾委員  私からは、（仮称）健康アプ

リと敬老パスについて質問いたします。 

 まず、（仮称）健康アプリについて伺います。

2023年に健康寿命延伸のための施策について話し

合われた高齢者健康寿命延伸検討委員会では、有

識者などで構成された委員から、高齢期になって

初めて健康寿命の延伸に対する対策をするのでは

なく、全世代で取り組むということがいいのでは

ないかという意見が、全体での流れでした。 

 また、検討委員会の中で、敬老パスのことは、

札幌市の高齢者施策の一つとして紹介されました

が、健康寿命延伸との関連性は触れられませんで

した。そして健康活動取組のインセンティブとし

て、他都市で行われている健康活動等でのポイン

ト制度は、5,000円程度など紹介もされ、アプリ

を利用する方向性について、デジタルディバイ

ド、スマホなどを持たない人、また持っていても

使えないというところも考えなければならない

旨、意見が出ていました。 

 このときの検討を基に、市は当初の敬老健康パ

スを発案しましたが、市民の反発を受け、敬老パ

スと別々とした健康寿命延伸のための取組とし

て、スマホのみで利用する（仮称）健康アプリが

提案されたものです。 

 他自治体では、既に同様の健康ポイント事業な

どが行われております。その中では、市内の店舗

を利用するための工夫など、市内で循環するよう

にしているものも多数見受けられます。財源は税

金ですから、健康活動推進を通して、市内活性化

にも合わせて取り組んでいるものです。 

 そして、本市の敬老パスでは、市内交通機関に

循環しています。事務費などを除くと100％地下

鉄・バス・市電に、市税である事業費が回る仕組

みとなっております。 

 そこでお聞きいたしますが、単にポイントを付

与するだけではなく、どう札幌市内に事業効果を

循環させるかという点について、検討があったの

か、また65歳以上のみ高額の電子マネーに交換で

きるポイント制とした理由と、他都市のように市

内の店舗などで、財源となる市税を循環できるよ

うな仕組みなどにされていない理由を伺います。 

●西村高齢保健福祉部長  まず、ポイントをど

う札幌市内に循環させるかの検討でございますと

か、市内の店舗での循環できる仕組みを取り入れ

ていないことの理由ということについてでござい

ますが、健康アプリのポイントは、市内に循環さ

せるということを一次的な目的とするものではな

く、健康行動に対するインセンティブとして付与

することによって、多くの方々に参加していただ

くということを目的としておりますので、そのこ

とを理由とするところでございます。 

 次に、ポイントが65歳以上のみ高額なのではな

いかというところについてのご質問でございま

す。当初ご提示していた素案におきましては、敬

老パスを全面的に健康ポイント制度に置き換える

ことを想定し、利用者の平均的な給付水準を考慮
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して、２万円上限のポイントとして提示していた

ところ、実施案におきましては、敬老パスとの選

択制としたところでございまして、多くの方に参

加していただくためのインセンティブとして、当

初の素案と同程度の水準で進めていくものでござ

います。 

 なお、40から64歳までの方も対象となるのです

が、早期から健康管理の習慣化は必要でございま

すが、自然と社会生活の中で、通勤で歩いたり、

職場で人と会う機会もございますことから、ポイ

ント交換によるインセンティブ付与までは、必要

としないという考えによるものでございます。 

●佐藤 綾委員  インセンティブのために高額

の電子マネーにしたと。また、敬老パスとの兼ね

合いということで、２万円の敬老健康パスの提案

があったために、そうしたということだと思いま

すけれども、他自治体の事例を見ますと、さいた

ま市健康マイレージは、スマホのアプリで18歳以

上が対象です。ポイントをため、抽せんに参加

し、地元の推奨お土産品などが景品です。これに

よって登録数がどれほど増えたかなどの検証もさ

れていて、景品による行動を促すための動機づ

け、インセンティブになっていると評価をされて

おります。 

 また、高齢者向けとして、さいたま市健康マイ

レージでは、このアプリと連携している65歳以上

が対象のさいたま市シルバーポイント制度、長寿

応援ポイントがあります。これは健康マイレージ

でためたポイントを、長寿応援ポイントに交換で

き、デジタル地域通貨5,000円分を上限にしてお

ります。 

 一方で、２万円以上という高額の換金を想定

し、上限がないという本市のような健康活動のポ

イント制度は、他の自治体に見られません。これ

自体、行動を促す動機づけの枠を超えて、貢献や

努力を奨励するために支給される金銭という意味

合いとして捉えられ、健康づくりには似つかわし

くなく、また市内経済への循環への位置づけも薄

いと言えます。 

 敬老パスを削減し、その分健康アプリに振り分

け、敬老パスと同額ほどのポイントが付与される

旨の説明をされてきておりますので、健康活動等

へのインセンティブよりも、敬老パスを健康アプ

リに置き換えていこうという狙いとの兼ね合いが

あったのではないかと感じております。 

 次に、（仮称）健康アプリの介護ボランティア

の部分についてお聞きをいたします。札幌市では

65歳以上の介護ボランティアが対象の介護サポー

トポイント事業があります。2013年度から始まっ

ており、社会福祉協議会によりますと、現在は介

護デイサービスや老健施設、特養ホーム、小規模

多機能施設、グループホームなど、約250施設ほ

どが受入施設となっており、１時間１ポイント、

１日最大２ポイントまでためられて、１ポイント

100円と換金できるもので、紙の手帳を利用して

います。 

 他都市の例を見ると、高齢者向けの介護ボラン

ティアのポイント事業では、さいたま市で5,000

円、高額なところでも神戸市の8,000円分など、

上限があるものばかりです。ボランティアは自主

性、無償性、公共性、先駆性という四つの性格が

あることから、自発的な報酬を求めない活動とい

う側面からではないかと思います。そして、現在

の変更案、（仮称）健康アプリには、介護ボラン

ティアのポイント付与があります。 

 そこでお聞きをいたしますが、現在の介護サ

ポートポイント事業では、5,000円が上限です

が、（仮称）健康アプリでは、上限なしとしてお

ります。上限をなくした理由を伺います。また、

現在の介護サポートポイント事業は、（仮称）健

康アプリに統合されることにより、これまでの事

業を廃止、つまり、なくなるということなのか伺

います。 

●西村高齢保健福祉部長  介護サポートポイン

ト事業、今、お話のあった5,000円相当を上限と

するということでございますが、どうして上限な

くとしたのかということと、それから現在の紙の

ものがなくなるのかという２点についてのご質問
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でございます。 

 今、紙で実施している介護サポートポイント事

業でございますが、社会福祉協議会から毎年郵送

される紙のポイント手帳を、ボランティア活動先

に持参して、スタンプを押していただくと。１年

間活動を終えましたら、その時点で手帳を社会福

祉協議会に提出、その手帳のスタンプと、実際に

行ったかどうかを施設との間で、人の手で照合

し、内容の審査を受けた後、活動実績に応じた金

銭を指定の口座に振り込むという、極めて手続を

いっぱい踏んでおりまして、これらの事務に係る

経費が、今、予算の大半を占めているという状況

でございます。 

 これがデジタル技術活用ということによりまし

て、人を介したやり取りというものを、かなり取

ることができまして、また、ポイント付与、交換

する仕組みも、既にアプリに備えているというこ

とになりますので、低コストでこの事業というも

のを運営することが可能となります。そういった

ことから、上限撤廃などにより、多くのボラン

ティアの方に参加いただけるようにして、人材不

足に悩む介護施設を支えていくといった機能も果

たしていきたいというものです。 

 なお、スマートフォンに不慣れであるとか、健

康アプリをなかなか利用できないという方もい

らっしゃると想定されますので、当面の間は従来

どおりの手作業による事業も継続していくという

つもりでございます。 

●佐藤 綾委員  今のご答弁で、ちょっと確認

したいんですけれども、紙の手帳でも行うという

ことは、これは敬老パスを選択した場合でも、現

在と同様に、介護サポートポイント事業との併用

ができるということでしょうか。そして、介護サ

ポートポイント事業のポイントについては、限度

額は変わらないんでしょうか。伺います。 

●西村高齢保健福祉部長  敬老パスと、まず介

護サポートポイント事業の紙のものの関係性です

が、あくまでもこの機能というのは、アプリの機

能というふうになりますので、アプリを選んだ方

が、このアプリの機能を使える。それで、敬老パ

スを選んだ方は、紙で当面の間継続していただく

と、そういう形になります。 

 それからもう一つ、紙の場合の上限は、今と同

じ形になります。ですので、アプリのほうを選択

いただいた場合は、今ご説明いたしましたとお

り、事務の手間等もかなり省略できますので、上

限ない形で。ただ、紙のほうは、当面の間継続す

るとはいえ、上限のある形で続けていくと、そう

いう形でございます。 

●佐藤 綾委員  それでは同じことをしていて

も、介護サポートポイント事業では、5,000円が

上限ですけれども、アプリではポイントに上限が

ないと。同じことをしていても差があるというこ

とになるということで、矛盾を感じるところで

す。 

 また、現在実施している介護サポートポイント

事業では、約1,670人から1,680人が登録していま

すが、事業評価調書によりますと、実際活動され

ている方が、昨年度182人ということです。 

 そこでお聞きいたしますが、健康アプリのポイ

ントの対象となる介護ボランティアでは、対象施

設は、介護サポートポイント事業と同じ施設に限

られるのか、伺います。また、全施設合わせて、

何人のボランティアを受入れが可能なのか、伺い

ます。 

●西村高齢保健福祉部長  今回の健康アプリの

ポイント対象となる介護ボランティアの対象施

設、それから、どれぐらいのボランティア受入れ

が可能なのかということのご質問でございます。 

 まず、対象施設でございますが、先ほど委員か

らご説明もいただいたとおり、６種類、特養、老

健、グループホームのほか、小規模多機能型居宅

介護、看護小規模多機能型居宅介護、認知症カ

フェ、６種類ということで、全部で673施設ほど

ございまして、その対象ということは、健康アプ

リでも当然変わらないです。 

 ただ、今現在、実際にボランティア受入れをい

ただいているのは224施設。しかも、その中で稼
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働しているのは、66施設という状況にとどまって

いるという状況でございます。 

 ボランティア受入れ可能人数ということでござ

いますが、ただいまご説明申し上げたとおり、か

なりまだまだボランティア受入れを広げる余地と

いうのは、数多く残されていると考えているとこ

ろでございます。新型コロナウイルス感染症拡大

前は、令和元年ですが、活動していた方も690人

いらっしゃったところが、今182人という、令和

５年度で182人ということがございますので、こ

の人数を増やしていきたいと、そういうふうに考

えているところでございます。 

●佐藤 綾委員  対象となる施設はあるんです

けれども、登録されている施設が、まだ224施設

ということなんですね。 

 では、なかなか受け入れる人数というのが、今

後広げていくということもしていくのかなと思い

ますけれども、敬老パスと同じように、健康アプ

リで２万円ほどとなると聞いてきましたけれど

も、どれぐらいの人数の方が、２万ポイントに到

達するのだろうかと思っております。 

 これまで厚生委員会等の説明で、健康活動での

ポイント取得には、ポイント数の限度があります

が、健康アプリでは日々歩くことで年3,000ポイ

ント。１日１回アプリに健康チェックデータを入

力し、年１回健診を受け4,000ポイント。１週間

に３日から４日、人の集まるイベントなどへ参加

して、4,000ポイント。民間主催のイベントやボ

ランティアに週１回参加で、3,000ポイントなど

の年間のイメージを説明されています。これらを

フルで全て活動して、年２万2,000ポイントほど

となります。そんなには無理だと思いますし、そ

の半分くらいと見ても、１万ポイントほどです。 

 そのほかアプリでは、介護ボランティアでは上

限がなく、月２回で年１万2,000ポイントという

イメージです。介護ボランティア活動をしていな

ければ、２万ポイントに到達するのは、現実的に

難しいのではないでしょうか。 

 ということは、市としては、介護ボランティア

の枠を広げ、増やすことを目指すということを考

えるということではないかと思うんですけれど

も、そこで、事業費の関係でお聞きいたしますけ

れども、健康アプリが実施された場合の予算予測

では、事業費が12億7,700万円であり、そのうち

一般財源が10億9,300万円。そして介護保険予防

事業として、介護保険会計から１億8,400万円の

予定です。介護ボランティアや介護予防教室など

の部分で、介護保険会計からの拠出となるとお聞

きをしております。 

 そこで質問しますが、（仮称）健康アプリが導

入された場合、その後、介護保険会計からの拠出

が増える可能性はあるのか、伺います。 

●西村高齢保健福祉部長  健康アプリが導入さ

れた後、介護保険会計からの拠出が増える可能性

ということでございます。 

 健康アプリでは、今委員からもお話があったと

おり、介護保険会計からの拠出分というものも想

定しておりまして、介護保険事業の目的に沿う形

で、介護サポートポイント事業、介護予防教室、

チームオレンジなどをポイント付与の対象とする

ことで検討しております。市としましては、健康

アプリと組み合わせることで、健康寿命の延伸

と、介護予防の推進につながる相乗効果といった

ものを期待しております。 

 介護保険法では、地域支援事業というものが定

められておりまして、当然ご存じだと思います

が、これは要介護状態等となることの予防、要介

護状態等の軽減、悪化の防止及び地域における自

立した日常生活の支援のための施策を、総合的か

つ一体的に行う目的として実施されるものとして

おり、先ほどお話がありました特別会計１億

8,400万円というのは、そこからというものにな

ります。 

 ただいまご説明した三つの事業は、この目的に

一定の効果というものが見込まれると考えている

ものでございますので、地域支援事業の枠と、目

的の範囲内で、財源を有効に活用していくという

ことを検討してまいりたいと考えております。 
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●佐藤 綾委員  それでは、例えば来年度予算

では、この特別会計の一般介護予防事業費は、６

億5,800万円ほどですけれども、そのうち、例え

ば１億8,400万円が計上されるということになる

のか、それともこの６億円が、例えば再来年度、

これに増えるということになるのか、伺います。 

●西村高齢保健福祉部長  今の予定では、来年

度予算ということですので、これから予算を組ん

でいく過程の中で考えていくのですが、今ある枠

の中の一部をこちらに充てるという、そういうこ

とで考えているということでございます。 

 ただ、枠自体、計算上はもう少し幅がございま

すので、その枠の中でしっかりやっていくという

ことでございます。 

●佐藤 綾委員  それでは、増える場合は、介

護保険料に影響ないのかということも、ちょっと

懸念をしております。介護保険会計では、健康ア

プリと介護サポート事業を合わせると、２億円余

りになると思うんですね。介護保険料やほかの介

護事業の施策への影響を懸念しますけれども、影

響はないのか、その辺のことを伺いたいと思いま

すが、いかがでしょうか。 

●西村高齢保健福祉部長  介護保険会計への影

響ということでございます。もちろん、その枠を

広げた場合については、当然直接といいますか、

最終的には、介護保険のほうにも関係していくと

いうのは、当然のことだと考えてますが、ただい

まご説明した介護サポートポイント事業、介護予

防教室、チームオレンジなどは、やはり介護予防

の推進という観点で、とても重要な事業だと考え

ておりますので、その推進のためという範囲内

で、きちんと考えていくということでございま

す。 

●佐藤 綾委員  これは介護保険事業会計から

出ますけれども、ポイントということになります

ので、ちょっとその辺のところが、大変心配とい

うふうに思っています。 

 次に、敬老パスについて伺います。敬老パスが

現行制度から自己負担50％、年齢は75歳へ引き上

げ、金額は２万円へと大きく削られることに、現

行制度存続を望む陳情や請願、署名が今なお寄せ

られております。札幌市は内部の検討に終始した

という批判も出ています。私は２月14日の厚生委

員会と、20日の代表質問で取り上げ、パブコメ終

了後、決定までがあまりにも短期間であることを

指摘し、市民は納得していないということも述べ

てまいりました。厚生委員会では、１月20日のパ

ブコメ終了後、少なくとも21日には市長に報告し

たと答弁がありました。 

 そこでお聞きいたしますが、パブコメ終了後か

ら中３日で現行の変更案が、札幌市方針と新聞報

道がありましたが、庁内でどなたが、いつの段階

で、どれくらいの時間をかけて検討し、いつの段

階で現行変更案のままで行くという方針となった

のか、伺います。 

●西村高齢保健福祉部長  今回の実施案で行く

ということについて、どれぐらい時間をかけて検

討してきたかということのご質問でございます。 

 まず、ご指摘の新聞報道につきましては、市の

公表ではございませんが、今回のパブリックコメ

ントにつきましては、昨年12月16日から本年１月

20日の実施期間中、届いた意見を随時確認しなが

ら、分析作業を進めていたものでございます。市

民からのご意見は、パブリックコメント開始直後

から、幅広い世代から寄せられてきておりまし

て、このような状況は随時、経営層へ報告しなが

ら進めてまいりました。その上で、パブリックコ

メント終了後に速やかに結果を整え、市長に報告

したところでございまして、１月27日の市長記者

会見では、これまでの経過報告を踏まえて判断

し、お答えしたものと認識しているところでござ

います。 

●佐藤 綾委員  今お聞きしたのは、どのくら

いの時間でということで、市長に報告したのが21

日、そして27日の記者会見ではあったと。ここま

で数えても、１週間しかないわけですよね。あま

りにも短いのではないかと。こうした大きなこと

を、市民の影響が大きいことを検討するには、大
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変短い、検討が十分じゃないのではないかという

ふうにも思っております。 

 現役世代と高齢世代の双方から、一定の理解を

得たということを、現行案とおり実施するとした

理由ということですけれども、寄せられた457件

のうち、現行制度を維持という意見が209件で、

最も多い意見でした。だから、それぞれの数を公

表することを恣意的に行わなかったのだろうと、

市民は捉えると思います。対して、新制度への賛

成は141件という結果ですから、それをもって理

解を得たというには苦しいものがあります。 

 また、代表質問で市長は、１年半の間、真摯に

議論をしてきたと話されました。しかし、９月12

日に変更案が出されて、僅か半年です。市長と語

ろう！敬老パスなどのイベントはありましたが、

これまでの議論で結論が出るものでしょうか。変

更案ありきで進められてきた、市民の意見からも

理解されているとは、決して言えません。市民の

声を受け止めて、市民と相談し、再考することが

必要であると申し上げまして、私の質問を終わり

ます。 

●中村たけし委員  先ほど藤田委員のほうから

もありましたけれど、私からも老人福祉費の老人

クラブ活動補助金について、質問をさせていただ

きます。 

 老人クラブ活動補助金は、前年度予算2,900万

円から、来年度予算案では4,900万円というふう

に拡充をされております。この点については、先

ほど西村部長からお話があったとおりでございま

す。 

 ここで老人クラブ活動補助金は拡充されている

んですけれど、このことについては、札幌市が

行ってきた高齢福祉バス事業の問題と、密接に関

連をしているということがありますので、2,000

万円増えたから、よかったよかったという単純な

話ではないというふうに思います。これまでの経

緯について、ちょっといろいろ分からないと、拡

充についての話が分かりませんので、傍聴者の皆

さんであったり、インターネットで今視聴されて

いる、ライブ中継を視聴されている皆さんにも分

かるように、ちょっと手短に経緯を説明していき

たいなというふうに思います。 

 高齢者団体の活動支援の一つとして、地域貢献

活動や健康づくり交流活動を行う際に、団体が使

用する貸切りバス、このバス代の一部を補助する

という高齢福祉バス事業というものが、札幌市で

行われてきました。一昨年の話ですけれど、一昨

年の12月に、私は厚生委員会に所属していたとい

うこともありまして、今年度のこの高齢福祉バス

事業を続けていくということが、運転手さんの不

足ということが大きな理由ですけれど、困難な状

況に今あるんだという説明を受けました。それ

で、去年の第１回の定例市議会の予算特別委員会

で、何とかやり方を工夫して、この高齢福祉バス

事業を続けてほしいということで、質疑をしたわ

けであります。それで今年度の予算では、そのや

り方を工夫していただいて、委託は札幌市の社会

福祉協議会に委託しているんですけど、それで旅

行代理店を使うなどして、実施はできたというこ

とであります。 

 しかしながら、バスの運転手さんが不足してい

るという状況は、改善されませんので、いろいろ

今市内でも各路線バスで、減便がされているとい

う状況があって、本当に厳しい状況が続いており

ます。 

 ということで、去年の第３回の定例市議会の決

算特別委員会で、今の状況はどうなっているのか

ということを質問して、その中の質疑でも、厳し

い状況だということが明らかになりました。利用

団体が申し込んで、決定するまでに時間がかかっ

て、その利用団体が予定を立てられないというの

が大きな一つです。 

 それともう一つは、これは令和５年の10月に国

のほうで、制度改正ということで、これまで貸切

りバスの上限と下限を届け出ていたんですけれ

ど、その上限の届出が不要になるという令和５年

度10月の制度改正によって、これまでこの高齢福

祉バス事業のバス料金の最高額は、令和５年度で
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は、１台当たり10万5,000円ほどだったものが、

令和６年には、22万4,000円にもう跳ね上がっ

て、もう大変な高額になって、利用団体も使うの

が難しいという状況があるということが分かりま

した。難しい状況は分かりますから、このバス事

業を中止するということにしても、別のやり方で

こういった高齢団体に活動の支援を増やしてほし

いということで、要望を申し上げたわけでござい

ます。 

 それで、この事業自体はどうなったのかと申し

上げますと、先月、２月12日の時点で、委託をし

ている札幌市社会福祉協議会のほうから、各利用

団体の皆さんに、この事業については、中止をさ

せていただきますということで、文書が出されま

した。その理由は、先ほど申し上げた使うことが

なかなか難しい、確定するまでに日にちがかかっ

てしまって、予定が立てられない。それと先ほど

の上限規制の届出の不要によって、高額になって

いるということが、理由として示されているわけ

であります。 

 ということで、この高齢福祉バス事業はなくな

るわけなんですけれど、それでこの老人福祉、老

人クラブ活動補助金のほうにお金が移るような形

になっていて、2,900万円だったのが4,900万円に

なるわけですけれど、この高齢福祉バス事業の予

算規模としては、毎年2,000万円だったわけであ

りますから、このまま2,900万円を2,000万円を増

やして、4,900万円にしたということで、この令

和７年度の予算の概要、これはインターネットで

ご覧になっている皆さんは、札幌市のホームペー

ジにありますので、アップロードされていますの

で、見ていただければいいかなと思いますけれ

ど、この７ページにも、この老人クラブ活動補助

拡充ということで、大きく出ているんですけれ

ど、これは拡充って言っていますけれど、これは

世間一般的には付け替えだと、私は思います。お

金に色はついていませんから、どれをどうすると

かいうことはありますけれど、こういったちょっ

といかにも2,900万円から4,900万円に、もう

2,000万円拡充されたんだという言い方は、

ちょっとまやかし的な感じがするので、どうかな

というふうに思います。 

 というわけで、来年度予算案では、老人クラブ

活動補助金の拡充が盛り込まれたということであ

ります。そして、補助が適用される要件が、緩和

されるというふうにも聞いております。この要件

緩和によって、これまで当該補助金の対象でな

かった高齢者団体が、支援の対象になる。先ほど

の質疑でも、拡充していくという話が、西村部長

のほうからありました。そのことで活動を後押し

していくということにつながりますので、いいこ

とだとは思っております。 

 そこで質問ですけれど、この老人クラブ活動補

助金の補助要件について、このたびの要件緩和に

よって、どのように変更されたのか伺います。 

●西村高齢保健福祉部長  老人クラブ活動費補

助金の補助要件の具体的な変更内容についてでご

ざいます。 

 老人クラブの補助は、これまで地域要件を、連

合町内会単位、対象年齢をおおむね60歳以上の方

といたしまして、ボランティア活動などの地域を

豊かにする社会活動の実施といったものを要件と

してきたところでございます。 

 一方、これは先ほどのご答弁でもお話ししまし

たところですが、インターネットの普及や高齢者

就業率の高まり、高齢者の体力的な若返りなど、

高齢者像の変化に伴って、地域を越えて共通の趣

味やスポーツ等を通じた様々な高齢者団体も活動

していると、そのように認識しているところで

す。 

 このような高齢者の活動範囲の広がりへの対応

ということのために、地域要件については、区単

位に拡大すると。その上で会員のうちの２割につ

いては、区外であるとか、60歳未満の方について

も認めると、そういった変更をするものでござい

まして、これによって、老人クラブに登録してい

なかった高齢者団体も、社会貢献活動への補助を

受けられるようになると、そのように考えている
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ところでございます。 

●中村たけし委員  今の答弁で、補助要件につ

いて、地域要件や年齢要件について、大きく緩和

されるということで、区単位に広げるということ

でありました。そういったことで、年齢について

もその割合は制限されますけれど、広がるという

ことでありますので、しっかりとこの活動につい

て、充実を図ってほしいというふうに思っており

ます。 

 それで、この老人クラブとして、補助を受けて

いくためには、ボランティア活動等の社会貢献活

動が必須であるということもあるわけであります

けれど、この要件に合致して、支援を受けるとい

うことができれば、その団体の活動が活性化され

るということですので、大いに期待できるという

ふうに思います。 

 また、高齢者団体が活動しやすい制度設計とし

て、広く事業が団体に活用されていくべきだとい

うふうに考えます。また、老人クラブ数や会員数

の減少の課題、先ほどの質疑でもありましたけれ

ど、懸念がある中で、新たに老人クラブとして活

動するということになれば、その課題への解決に

もつながって、老人クラブの活動も広がりを見せ

て、活動の活性化が図られるのだということで、

期待もできるというふうに思います。 

 そのためにも、このたびの老人クラブの補助の

拡充というものが図られるわけですから、しっか

りとこの高齢者団体に、情報を提供していくとい

うことが重要だというふうに思います。 

 そこで質問ですけれど、令和７年度、2025年度

からの老人クラブ活動補助金の制度の変更につい

て、どのように周知していくのか伺います。 

●西村高齢保健福祉部長  今回の変更の周知に

ついてのご質問でございます。 

 まず、既存の老人クラブにつきましては、札幌

市老人クラブ連合会の理事会や、区ごとの説明会

を開催いたしまして、制度変更について周知を進

めているところでございます。また、これまで高

齢者福祉バス事業を利用していた高齢者団体の中

に、地域貢献活動などを行っている団体も含まれ

ていることから、高齢者福祉バス事業の終了と合

わせて、この制度について、書面で通知している

ほか、３月下旬、今月下旬には、説明会も開催し

たいと考えております。加えて、広報さっぽろ、

ホームページ等も活用して、丁寧に周知してまい

りたいと考えております。 

●中村たけし委員  しっかり周知していただき

たいというふうに思います。 

 この高齢福祉バス事業については、これまでバ

スに限定されていたわけですから、老人クラブと

いうことで登録されれば、仮にバスを借りたとし

ても、借りることが運よくできたとしても、その

ほうにお金を使っていける、そういう補助にも使

えるということでありますので、札幌市が今、高

齢者の健康寿命を延伸していくんだということ

で、強く打ち出しているわけでありますから、こ

ういった老人クラブの活動というのは、いろんな

ところに行って、例えば老人クラブでフルーツ狩

りに行ったら、その行ったところで歩きますし、

そこでお話をするということもあります。パーク

ゴルフをすれば、一緒に回った人とも話します

し、歩くということは当然ですから、こういった

ところの活動を、札幌市が保健福祉局として、

しっかりと高齢保健福祉部としても、応援してい

くということを、この活動は補助を通してしっか

り行っていただきたいということをお伝えして、

質問を終わります。 

●森山由美子委員  私からは認知症の方と家族

を支える地域づくりについて、３点質問をいたし

ます。 

 最初に、チームオレンジの取組状況についてで

す。令和６年１月１日に施行された共生社会の実

現を推進するための認知症基本法に基づき作成を

する認知症施策推進基本計画が、令和６年12月３

日に閣議決定されました。この計画は認知症に

なってからも、希望を持って自分らしく暮らし続

けることができるという新しい認知症観に立って

取り組むことが重要とされております。 
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 札幌市においては、国の計画に先駆けて作成を

した札幌市認知症施策推進計画の中で、様々な認

知症施策の取組を行っているところですが、認知

症の方やご家族と、認知症サポーターを中心とし

た支援者をつなぐチームオレンジの取組は、まさ

に認知症になってからも、希望を持って自分らし

く生活するための要となる施策であると認識をし

ております。 

 我が会派では、令和６年決算特別委員会にて、

五つの区でモデル実施をしているチームオレンジ

の取組を評価し、早期の全市展開につなげていく

ことを、強く要望をしているところです。 

 そこで質問ですが、令和６年度から新たに実施

しているチームオレンジの取組について、１年が

経過をするところですが、現在の取組状況につい

て、お伺いいたします。 

●阿部地域包括ケア推進担当部長  チームオレ

ンジの取組状況について、お答えさせていただき

ます。 

 令和６年４月から、モデル実施しております

チームオレンジは、市内５区18か所に常設の拠点

を設置し、12月までの９か月で、活動回数は延べ

370回、参加人数は1,188人となっており、このう

ち認知症のご本人とご家族は、延べ267人という

ふうになっております。 

 参加者のおよそ４割が、認知症に関する専門的

な研修を受講した支援者であるオレンジサポー

ターで、２割が認知症のご本人とご家族、そのほ

か地域住民や医療や介護の関係者など、様々な立

場の方も参加してくださっており、地域に根差し

た活動が始まっているというふうに考えておりま

す。 

 また、常設拠点での活動に加えまして、既存の

認知症カフェや地域の事業者の協力の下、商業施

設や飲食店で行った活動が延べ42回、認知症の方

と、支援者をつなぐ外出支援などの個別マッチン

グが、延べ18回というふうになっております。 

●森山由美子委員  チームオレンジでは、認知

症の方やご家族と、支援者であるオレンジサポー

ターの方々の参加が進んでいるとのことですが、

関係機関との連携も図られ、地域に根差した活動

が始まっているということでございました。 

 さて一方で、国の認知症施策推進基本計画の中

では、認知症の方とご家族の声を起点として、各

種施策を進めることが理念として掲げられてお

り、肝腎なのは、どのように認知症の方ご本人と

ご家族の声を、具体的な活動に反映させていくの

かということが、非常に重要と考えております。

認知症と診断されて、不安を抱えるご本人にとっ

て、チームオレンジの活動を通じて、社会につな

がることは、自信の回復や希望を持って暮らす

きっかけになり、ご家族にとっても、介護に対す

る不安や負担感の軽減に有効と考えております。 

 そこで質問ですが、札幌市のチームオレンジで

は、認知症のご本人やご家族の声を、どのように

反映させているのか、また、その効果をどのよう

に認識をしているのか、お伺いいたします。 

●阿部地域包括ケア推進担当部長  認知症の方

とご家族の声を反映した活動と、その効果につい

てお答えさせていただきます。 

 チームオレンジの活動は、認知症の方やご家族

の希望や、やりたいことを聞き出し、その実現に

向けて、ご本人と支援者が一緒に話し合うこと、

そこから始めています。 

 一例としましては、以前大工として活躍した方

の大工仕事で役に立ちたいという声から、雪が解

けたら、支援者の自宅の修繕を実施するという計

画の下、現在、写真や図面を見ながら、相談を重

ねているということがあり、支える側と支えられ

る側の垣根を越えた活動が、少しずつではありま

すが、展開されているというふうに認識していま

す。 

 チームオレンジの活動前は、閉じ籠もりで、意

欲もあまり見られず、孤独感を抱えていました

が、チームオレンジで活動することで、新たなこ

とに挑戦する機会にもなっていますというふうに

話している認知症の方もおり、チームオレンジは

認知症の形の心身の活性化や、生きる意欲の向上
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などにつながると実感しています。 

 また、チームオレンジの活動の中で、認知症の

方のふだんの生活では見ることができなかった表

情や言動に触れて、介護に対する気持ちが変化し

ましたというふうに話すご家族もおり、認知症の

方のみならず、介護者支援にも、チームオレンジ

は極めて有効というふうに考えています。 

 加えまして、支援者のオレンジサポーターから

は、認知症になっても、やりたいことやできるこ

とがある。自分が認知症になっても、やりたいこ

とをやって、変わらない生活を送りたいという声

も聞かれており、新しい認知症観、これがチーム

オレンジの活動を通じ、少しずつですが、地域に

広がっているというふうに認識しております。 

●森山由美子委員  元職人の大工の方のエピ

ソード、とてもよいなというふうに思いました。

チームオレンジの活動が、認知症の方やご家族、

そしてオレンジサポーターなど、周囲の方々に対

しても有効だということが分かりました。今後も

着実に、地域に浸透していくことが必要だと思い

ます。 

 しかしながら、チームオレンジもモデル的に活

動を開始したところであり、札幌市においては、

認知症の方が社会参画できるという機会は、必ず

しも十分とは言えず、何かの役に立ちたい、病気

になっても、まだできることがあるといったご本

人の声に、しっかりと耳を傾け、偏見なく受け入

れる場をつくり、認知症になっても暮らしやすい

地域づくりを進めていくことが、極めて重要で

す。そのためにも、チームオレンジの効果をモデ

ル区以外にも早期に拡大をし、10区展開すること

を重ねて要望いたします。 

 チームオレンジの活動は、拠点にとどまらず、

個人宅や商店、イベントの会場など、多岐で展開

されており、協力していただける関係機関も、

徐々に増えていると思います。令和６年１月１日

に施行された認知症基本法では、金融機関や小売

業者、その他の日常生活及び社会生活を営む基盤

となるサービスを提供する事業者は、市町村等が

実施する認知症施策に協力をするとともに、その

サービスを提供するに当たっては、認知症の方に

対して、必要かつ合理的な配慮をするよう、努め

なければならないと明記をされております。 

 札幌市においても、認知症に対する理解の推進

のため、認知症の方にもやさしいまちづくり協力

宣言を行う店舗や、事業所を登録し、ステッカー

を掲示してもらう取組を開始しております。 

 この協力宣言の内容は三つあり、認知症サポー

ター養成講座の受講時、認知症について理解を深

めるよう努める。認知症の方への対応の心得を意

識し、優しくゆっくり丁寧に対応する。認知症の

方が安心して暮らすことができる地域づくりの取

組を、可能な限り推進するとなっているところで

す。この認知症の方にもやさしいまちづくり協力

宣言を行う店舗や事業所に、チームオレンジの活

動への協力を積極的に働きかけることにより、認

知症の方の社会参加を広げるきっかけにすること

ができるのではないかと考えます。 

 そこで質問ですが、認知症の方にもやさしいお

店・事業所登録事業の実施状況と、今後の展望に

ついて、どのように考えているかお伺いいたしま

す。 

●阿部地域包括ケア推進担当部長  認知症の方

にもやさしいお店・事業所登録事業の実施状況と

今後の展望についてお答えさせていただきます。 

 認知症の方にもやさしいお店・事業所の登録件

数は、スーパー136件、金融機関227件、医療機関

９件、その他、認知症カフェ、理美容室など39件

で、事業開始の令和６年12月から、令和７年２月

末時点までで、計411件というふうになっており

ます。この登録申請を通じまして、チームオレン

ジなど、認知症に関する取組や、相談先が分かっ

たというふうにおっしゃっていただける事業者も

多く、また、従業員の対応力向上のため、認知症

サポーター養成講座の受講を希望する事業者の方

も一定数おり、本事業が地域における認知症の理

解促進に寄与しているというふうに考えていると

ころでございます。 
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 今後も生活を支える多くの事業者に協力してい

ただけるよう、情報発信を進めるとともに、どこ

に登録事業所があるのか、認知症の方やご家族に

伝わるような情報提供や、札幌市の認知症施策へ

の協力の在り方等についても検討し、認知症に

なっても安心して暮らし続ける地域づくりを進め

てまいります。 

●森山由美子委員  最後に要望でございます。 

 認知症の方は、感情すなわち気持ちは健常者と

何ら変わりありません。認知症だから何を言って

も分からないだろうという間違った認識での関わ

り方は、何より当事者の今までできていたことが

できないという不安や戸惑い、怒りなどを増長さ

せます。認知症の方自身も失われていく記憶や能

力に対し、不安や悲しみを感じ、葛藤の最中、さ

らに周りの人に否定されたり、怒られると落ち込

んでしまいます。また、間違った関わり方は、周

りの方との信頼関係をなかなか築けず、当事者の

孤独感や病を、さらに進行させることにもつなが

りかねません。 

 認知症のことや、認知症の方への関わり方につ

いて、地域や周りのご家族も含め、正しく理解を

していくことは、非常に大事なことです。認知症

の方とご家族を支えるネットワークが、モデル区

だけでなく、市全体に広がるよう、一日も早い

チームオレンジの全区展開を、切に願いまして、

私の質問を終わります。 

●田中啓介委員  私からは、地域包括支援セン

ターの職員の処遇について質問をさせていただき

ます。 

 少子高齢化の進展により、医療介護の複合ニー

ズを抱えることの多い高齢者の割合が高まってま

いり、介護サービス利用などに係る相談が増えて

まいります。先ほどわたなべ委員の質疑の中で

も、この地域包括支援センターのことがありまし

た。その相談の最初に対応するのが、地域包括支

援センターでありますが、今現在でも、業務範囲

が極めて広く、多忙で、それが今後さらに業務が

増えていくことになっていきます。そのため、地

域包括支援センターの職員体制の充実、職員の定

着や人材確保・育成が重要になってまいります。 

 昨年の決算特別委員会で、私から地域包括支援

センターの今後より実務的な業務改善について、

この質問に対して、地域包括支援センターの声を

踏まえて、作成様式の簡素化、タブレットの導入

によるＩＣＴの活用支援など、これを具体的に検

討してまいりたいと、お答えをいただいておりま

す。 

 昨年８月にセンター職員を対象に行った地域包

括支援センター実態調査の業務の負担軽減化の方

策として、タブレット端末等の活用が有効との意

見が挙げられておりましたが、一方で、そのセン

ターとしては、タブレット端末を導入できない理

由として、コストが高いことが挙げられておりま

した。 

 そこで伺います。センターの声に応えて、業務

負担軽減のために、ＩＣＴの活用のための支援が

必要だと思いますが、今後、具体的にどんな支援

を行っていくのか伺います。 

●阿部地域包括ケア推進担当部長  地域包括支

援センターにおけるＩＣＴの活用について、お答

えさせていただきます。 

 委員ご指摘のとおり、ＩＣＴの活用は、地域包

括支援センターからの要望もあり、業務軽減の方

策として、極めて有用であるというふうに認識し

ています。そのため次年度は、まず、活用を希望

する地域包括支援センターと、セキュリティー面

の調整を行い、最も負担の大きい総合相談業務

や、介護予防ケアマネジメント業務における記録

の作成に、タブレット端末などを導入し、作業時

間の短縮を図ることを検討しているところでござ

います。 

 今後もＩＣＴ活用後の業務実態について把握す

るとともに、国の動きも注視してまいりながら、

地域包括支援センターにおけるＩＣＴの活用を後

押しできるよう、引き続き検討を進めてまいりま

す。 

●田中啓介委員  センターの声に応えて、タブ
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レット端末等の購入支援に取り組むということで

ありました。 

 これからもセンターで働いている職員の声を受

けて、その声に応えて、業務の負担の軽減のため

に、引き続き、財政的な問題も含めて、支援をし

ていただきたいというふうに思います。 

 そのＩＣＴ活用による業務負担の軽減と併せ

て、センター職員の人材確保・定着をさせていく

ためには、その業務内容や業務の負担感、経験値

やスキルに応じて、昇給していくなどの処遇改善

として、賃金が見合ったものになっているのかと

いうことも、重要だというふうに思っておりま

す。 

 本市が行った直近の介護保険サービス提供事業

者調査において、地域包括支援センターの職員の

給与に対する考えについては、「仕事の負担に対

し、職員は給与が若干不足していると感じる」が

53.8％、「仕事の負担に対し、職員は十分な給与

が得られていない」が23％、合わせて76.9％が仕

事の負担に対し、給与が得られていないと回答し

ております。そして、地域包括支援センターで、

過去１年間の職員の主な離職理由として最も多

かったのが、給与と答えております。この問題解

決には、賃金の引上げ、そのための処遇改善が必

要です。 

 しかし、この地域包括支援センターの専門職員

の賃金引上げをするというふうになっていくと、

国、北海道、札幌市、そして１号保険料、それぞ

れの財源構成、これが決められているために、介

護保険料の引上げにつながっていき、利用者負担

が増えるという介護保険制度の構造的な問題が一

つございます。また、居宅介護、通所介護、訪問

介護をする事業者の場合は、国で統一の介護報酬

単価があって、その事業者で働く介護職員への処

遇改善加算というものがありますが、また、今年

度の途中からは、その事業所の中で、介護職員以

外の職員にも、加算を振り分けてもいいというふ

うにもなっております。しかし、地域包括支援セ

ンターは、介護福祉などの専門家の配置が義務づ

けられている同じ介護福祉分野でありながら、国

統一の処遇改善の加算の仕組みがなく、各自治体

の裁量に任されております。 

 本市はこれまで、自立支援・重度化防止につな

がる取組を実施し、その達成状況に応じて得られ

る国のインセンティブ交付金や、また介護給付費

準備基金などを活用して、それを工夫して、地域

包括支援センターの職員の人件費、保険料をでき

るだけ上げないようにして、実施をしてきており

ます。そして昨年度、2023年度からは、専門職員

１人当たり50万円の処遇改善費を、給与等に上乗

せをすることを実施しております。 

 そこで伺います。本市が行った地域包括支援セ

ンターにおける人件費を増額してきたことによ

り、その専門職員の定着にどう反映されてきてい

るのか伺います。 

●阿部地域包括ケア推進担当部長  地域包括支

援センターにおける人件費増額について、どのよ

うに反映されてきたのかということについて、お

答えさせていただきます。 

 令和５年度における地域包括支援センターの専

門職の離職者数は、31名でございましたが、令和

６年度は、この後年度末に若干増加する可能性は

ございますが、12月時点では、11名というふうに

なっております。 

 また、退職理由につきましては、これまで「給

与が低いため」というふうに回答された方が最も

多かったのですが、令和６年12月末時点では、給

与が低いという回答はなく、一定の効果はあった

ものというふうに考えています。 

 ただ一方で、業務過多を退職理由に挙げた方も

多く、これはＩＣＴの活用など、今後も業務負担

の軽減に努めてまいりたい、それが課題だという

ふうに認識しているところでございます。 

●田中啓介委員  やはり処遇改善としての給与

を上乗せしたとか、今回はその退職理由の中に

は、その給与が低いというものがなかったという

ことと、最初に質問したＩＣＴの活用含めて、そ

の業務負担の軽減は今後一つの課題で、また取り
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組んでいかなければいけないということだという

ふうに思います。 

 ただ、やはり一番効果の強かったその人件費を

増やしていくということは、実際札幌市が行って

いるアンケート調査、自由意見の中でも、職員の

昇給に伴い、給与も上がるが、それが委託費が変

わっていないために、法人の持ち出しが増えてい

る。職員の給与に見合った委託費を設定してほし

いというような意見も、札幌市のほうにセンター

職員から寄せられてきております。 

 本市は27か所ある地域包括支援センター事業、

その実施・運営については、全て委託をしている

と。その委託費の地域包括支援センター専門職員

の人件費についてなんですが、地域包括支援セン

ターには、保健師、社会福祉士、主任ケアマネ

ジャーを配置することになっております。それぞ

れの専門職としての業務内容は違ってまいりま

す。また、勤続年数など、経験値やスキルなども

変わってまいります。 

 そこで伺います。人件費の策定に当たって、専

門職の資格に対する加算、管理職などの業務への

加算、そして経験やスキルなどの勤続年数等に応

じた昇給などについては、どう算定されているの

か伺います。 

●阿部地域包括ケア推進担当部長  地域包括支

援センターにおける人件費について、お答えさせ

ていただきます。 

 地域包括支援センターの専門職の委託料積算上

の人件費は、資格によらず、地域包括支援セン

ターでは同じ業務を行っておりますため、国で実

施しております、介護従事者処遇状況等調査、こ

の結果における各専門職の平均給与額等を参考

に、一律とさせていただいているところでござい

ます。 

 引き続き、札幌市における地域包括支援セン

ターの人件費につきましては、他都市の水準や制

度の在り方等について、しっかりと注視していく

必要があるというふうに考えているところでござ

います。 

●田中啓介委員  保健師、社会福祉士、主任ケ

アマネジャーの専門職として、また、勤続年数な

どに応じた算定はしていないと。国の厚労省の介

護従事者処遇状況等調査で、一律にということで

ありました。 

 それと同時に、先ほど部長のほうで、他都市の

こともということを言っておりました。私自身、

他の政令市の地域包括支援センター職員の処遇に

ついて調べさせていただいたんですが、名古屋市

では保健師が602万円、そして社会福祉士と主任

ケアマネジャーが約570万円、それぞれ専門職ご

とに算定をしております。 

 また、浜松市では、センター長が約740万円

と、その他の専門職員が530万円というような区

分にする算定も行っていると。 

 また、仙台市や川崎市など、複数の政令市で

は、基本給のほかに、各種マネジメント加算、ま

た、休日夜間対応した場合の加算をする仕組みに

もなっております。 

 横浜市については、受託した法人が人件費の単

価、こちらを横浜市に提案をして、そしてそれに

見合った委託費を、横浜市がその受託法人に委託

費として、払っているというようなこともありま

す。 

 部長の答弁でもありましたので、ぜひこの他都

市の地域包括支援センター職員の処遇なども参考

にしていただいて、本市のセンター職員の賃金な

ど、その処遇を検討して、定着を図っていただき

たいというふうに思います。 

 そして、定着だけではなくて、やはりその人材

の確保も重要です。今回はこの点については質問

いたしませんが、実際札幌市が行っている実態調

査で、センター職員の世代構成は50代が35％と最

も多くて、次いで60歳以上が27％、６割以上が50

代以上を占めており、一方で、30代は15％、30歳

未満は４％となっております。 

 ある地域包括支援センターでは、職員が定年退

職するということで、採用募集をかけましたが、

応募がなくて、その退職する職員に復職をお願い
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しなければ、人材を確保できなかったということ

も起きております。そのセンター職員の定着とと

もに、今後のセンター職員の人材確保・育成も重

要であります。 

 今後、少子高齢化の進展により、地域の高齢者

の健康づくり、高齢者の権利を守ること、暮らし

やすい地域づくりの拠点となる地域包括支援セン

ターの重要性は、ますます高まってまいります。

それに伴ってセンター職員の業務量は増え、負担

が増えてまいります。さらなるセンター職員の人

材確保、処遇改善が必要であります。そのために

も、国に対して、地域包括支援センターも処遇改

善の対象にすること、また、介護制度の構造的な

課題解決を強く求めていただきたい。地域包括支

援センターで働く職員の声を聞いて、その声に応

える取組を引き続き行っていただくよう申し上げ

て、質問を終わります。 

●村上ゆうこ委員  私からは、来年度秋に運用

開始予定の介護認定事務センターについて、伺い

ます。 

 まず、介護認定申請の状況と課題についてお聞

きします。札幌市は高齢化が進行し、本年１月１

日現在の65歳以上の高齢者数は、およそ56万

3,000人であり、高齢化率は28.8％です。今後も

高齢化率は上昇し、団塊ジュニア世代が65歳以上

となる2040年には、高齢者数はおよそ67万人、高

齢化率は36.2％と推計されているところです。 

 加えて、高齢者に占める75歳以上、いわゆる後

期高齢者の割合も併せて上昇し、本年１月１日現

在の高齢者の中で、後期高齢者が占める割合は

54.9％、2040年には57.6％に上昇すると言われて

おり、医療や介護を必要とする高齢者が、さらに

増加すると見込まれています。 

 医療と介護は命と暮らしに大きく関わってくる

ものです。これらを支える仕組みの一つである介

護保険制度を、持続可能なものとしていくこと

が、極めて重要になります。介護保険制度では、

介護が必要になった場合、適切なサービスを受け

ることができますが、どのくらい介護が必要なの

かという、介護度を客観的に判定しなければなり

ません。そのため、介護サービスを受給したい市

民の方は、介護度を判定してもらうために、お住

まいの区の保健福祉課の窓口で、介護保険申請を

して、後日認定調査を受けるとともに、主治医か

らの意見書も、必ず必要となります。 

 また、介護認定事務を担っている各区保健福祉

課の職員は、認定結果を通知するまでに、医療機

関をはじめとし、様々な機関と調整しながら事務

を進めており、その作業には、手間と時間がかか

ると聞いています。 

 そこで質問ですが、介護認定申請の状況と、そ

れに係る課題についてお伺いいたします。 

●阿部地域包括ケア推進担当部長  介護認定申

請の状況と課題について、お答えさせていただき

ます。 

 札幌市における介護認定の申請件数は、令和６

年度はおよそ８万4,000件の見込みですが、令和

７年度は９万5,000件、令和８年度には10万8,000

件と、大きく増加する傾向にございます。 

 また、介護認定申請に係る課題につきまして

は、申請から原則30日以内とされている認定結果

が出るまでの審査期間が、令和６年度は平均42.5

日というふうに、長期化しているということが挙

げられます。 

 全国の平均審査期間が39.7日でありますことか

ら、全国に比べ、時間を要しており、申請した

が、結果がなかなか送られてこないという市民や

介護事業者からの声が聞かれている現状がござい

ます。 

●村上ゆうこ委員  ただいまのお話では、介護

認定申請の件数は、今後大きく増加する見込みで

あり、介護認定の審査期間が全国に比べて、長期

化しているという課題があることが分かりまし

た。 

 介護認定申請の件数の増加に伴い、各区保健福

祉課の職員の業務負担も増大し、介護認定の審査

期間がさらに長期化することで、必要なサービス

を必要なときに利用できないという不安を抱える
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市民もいるのではないかということで、危惧をす

るところです。 

 そういう中、このたび、2025年度予算案で、新

規事業として、介護認定事務センター運営費、約

４億9,900万円が計上されており、区役所職員が

行っている介護認定事務のうち、一部のバック

ヤード業務を集約・委託する介護認定事務セン

ターを、今年の11月から設置をする予定と伺って

おります。 

 そこで質問ですが、新たに介護認定事務セン

ターを設置する狙いについて伺います。 

●阿部地域包括ケア推進担当部長  介護認定事

務センターを設置する狙いについて、お答えさせ

ていただきます。 

 今後の人口減少や少子高齢化を踏まえ、札幌市

におきましても、財源や人材などが限られる中、

持続可能な介護保険制度の運営体制を構築するこ

とは、極めて重要と認識しているところでござい

ます。そのため、各区役所で介護認定事務におけ

る定型的な事務を、介護認定事務センター１か

所、こちらに集約し、作業ごとに班体制を組み、

専任で担うことにより、事務の効率化を図るとい

う狙いがございます。 

 加えて、認定調査の際、調査内容をその場で入

力できるタブレット端末を導入し、調査票作成の

手間を軽減し、事務の迅速化も図ります。 

 これら介護認定事務センターの設置及びタブ

レット端末の導入により、長期化している介護認

定の審査期間の短縮を図り、市民サービスの向上

を目指してまいります。 

●村上ゆうこ委員  続きまして、介護認定事務

センターの運営体制について、お伺いをしていき

ます。 

 今後介護認定を必要とする高齢者が増加する反

面、生産年齢人口は減少し、事務作業を担う十分

な職員数が恒常的に確保されるという保証がない

中、介護認定のチームを集約・委託し、効率化を

図る重要性については理解をできるところです。

市民が安心して安定的に、介護保険制度を利用す

ることができるよう、介護認定事務センターが果

たす役割は大きいものと考え、その設置に尽力さ

れた市の姿勢は、一定の評価をしたいと思いま

す。 

 一方で、介護認定に係る事務量は膨大で、多岐

にわたるだけではなく、心身の状態や医療の情報

を基に進めるものであることから、単に効率化を

図ればいいというものではなく、専門性や正確性

等を担保することが重要と考えます。 

 そこで質問です。介護認定事務センターの運営

体制をどのように確保していくのか、お伺いをい

たします。 

●阿部地域包括ケア推進担当部長  介護認定事

務センターの運営体制について、お答えさせてい

ただきます。 

 介護認定事務センターには、介護度を判定する

介護認定審査会の資料作成、申請者への認定決定

通知書の郵送等の定型的な業務を中心に委託する

ことというふうにしております。加えまして、認

定調査票や主治医意見書の点検業務も委託します

が、委員ご指摘のとおり、当該業務には専門性が

求められますことから、業務に精通する人材の確

保をはじめとし、履行できるための人材体制が

しっかりと整っていること、これをセンター選定

の条件というふうにしたところでございます。 

 今後は札幌市といたしましても、介護認定事務

センターの開設に向け、受託者への研修を実施

し、確実な運営体制の確保に努めてまいります。 

●村上ゆうこ委員  受託業者が既に経験や実績

を積んでいるところであったとしましても、セン

ターで働く人たちのほとんどが、新しく採用され

る方たちばかりだと思いますので、研修を十分過

ぎるほど、ぜひ行っていただきたいと思います。

そして11月の開始時には、混乱なくスタートでき

るようにということで、お願いをしたいと思いま

す。 

 このたびの介護認定事務を、委託・集約化する

ことで、これまで認定業務に携わっていた保健福

祉課職員の業務負担の軽減が図られるとともに、
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要介護認定にかかる期間を、本来の原則30日以内

に近づけていくことも、可能だと私は思っており

ますので、介護保険サービスを必要とする市民に

とりましても、当然資する内容であると思いま

す。 

 今後ますます介護認定申請件数も増えていくこ

とが予想されますので、介護分野におけますＤＸ

を積極的に推進していくことを求めまして、私か

らの質問を終わります。 

●かんの太一委員長  ここでおよそ１時間委員

会を休憩いたします。 

    ―――――――――――――― 

      休 憩 午前11時58分 

      再 開 午後１時00分 

    ―――――――――――――― 

●松井隆文副委員長  委員会を再開いたしま

す。 

 休憩前に引き続き、質疑を行います。 

●福田浩太郎委員  私からは高齢者施設への冷

房設備設置に係る支援について、お尋ねをしたい

というふうに思います。 

 ここ数年、札幌市内における猛暑の影響が、災

害レベルであります。熱中症による緊急搬送数は

上昇の経過をたどっております。とりわけ高齢者

の搬送件数が、著しく増えておりまして、令和元

年度から５年度にかけて、約2.7倍も上昇してい

るところであります。 

 我が会派では、もう一昨年から、熱中症対策に

ついて問題提起をしております。とりわけ高齢者

施設への対応については、直近の令和６年３定決

算特別委員会でも、対策の必要性を訴えていると

ころであります。冬も終わり、春となります。次

の夏を快適に過ごしていただくためにも、高齢者

施設への支援について、期待するところであり、

進捗状況について注視をしているところでありま

す。 

 そこで質問ですが、高齢者施設に係る冷房設備

整備の取組について、お尋ねをいたします。 

●西村高齢保健福祉部長  高齢者施設への冷房

設備設置に係る取組ということでございます。 

 まず、市有施設、指定管理として運営しており

ますが、こちらにつきましては、共用部の設置を

完了したところでございます。また、先日、国が

北海道を対象として、冷房設備設置を支援するた

め、介護施設等環境改善事業といったものを行う

こととしましたことから、札幌市としてもこれを

受けて、補正予算で介護施設等に冷房設備を設置

するための補助金を提案し、可決いただいたとこ

ろでございます。 

●福田浩太郎委員  ご答弁によりますと、介護

施設等環境改善事業として、介護施設などに対す

る熱中症防止対策を目的とした冷房設備設置に係

る費用の補助を実施するということ、理解をいた

しました。我が会派で必要性を訴えてきたことで

ありまして、今回実現をし、広く整備を進めてい

くということであり、一歩前進と評価いたしま

す。 

 ただ、冷房設備の設置場所についてですけれど

も、生活の場である居室をはじめ、全館に冷房設

備を設置し、通所の方でも涼しく過ごすことがで

きるよう要望していたなど、費用補助の対象範囲

が気になるところであります。 

 そこで質問ですが、冷房設備整備の対象施設

は、入所・通所を問わないのか、また、整備箇所

は共用部限定かについて、お尋ねをいたします。 

●西村高齢保健福祉部長  冷房設備整備の対象

施設が、入所・通所を問わないものなのか、ま

た、整備箇所について、共用部限定かということ

でございます。 

 今回の事業は国の制度上、入所系の施設を対象

としているものでございます。また、設置場所に

ついては、特に指定はされていないところでござ

います。札幌市といたしましては、札幌市老人福

祉施設協議会が令和５年９月に行った調査で、居

室の冷房設備が未設置の施設が、７割以上である

という現状を踏まえまして、設置の必要性を国に

要望しているところでございまして、今回の国の

支援を受け、居室への補助も含めて、進めてまい
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りたいと考えております。 

●福田浩太郎委員  今回の補助事業について

は、入所系の施設のみ対象ということで、また、

居室への補助も行うということを理解いたしまし

た。補助対象の範囲が居室の整備まで適用という

ことで、共用部に限らないことについては、安心

をするところであります。 

 ただ、今回の国の補助は、あくまで補正予算に

係るものであります。冷房設備設置工事となれ

ば、ある程度の準備期間が必要であり、事業者側

がすぐに対応できるか、不安があるところであり

ます。 

 そこで最後の質問ですが、今年度の整備事業終

了後、申請が間に合わなかった事業者について、

どのように考えるのか、お尋ねをいたします。 

●西村高齢保健福祉部長  申請が間に合わな

かった場合ということでのご質問でございます。 

 今回の補助を実施するに当たりまして、特養、

老健をはじめとする介護保険施設に対しまして、

より多くの施設から応募いただきたいということ

から、国から発出された実施要綱の案を、まずは

先に送付させていただきまして、検討のほうを依

頼しているところでございまして、まずは補助を

活用するための申請を、促してまいりたいと思っ

ているところでございます。 

 しかしながら、事業者負担分の工面、工事期間

中の入所者対応、事業者として検討すべき項目も

数多くあろうかと思っています。その準備期間が

必要であり、申請に至ることができない事業者も

出てくることは想像されます。そのようなことも

踏まえまして、今後も国に対しましては、当該補

助の継続を要望してまいりたいと、そういうふう

に考えておるところでございます。 

●福田浩太郎委員  状況の分析、そのとおりだ

と思います。申請を促すとのことでありますが、

やはりすぐに決められるところ、そうでないとこ

ろがあるのかなと思います。そうしたことから、

今後もこうした補助制度の継続を、国に求めてい

くということでありました。 

 先日発表された長期予報では、暖かい空気に覆

われやすいため、夏の気温は高い可能性が高いと

いうことでありました。健康に影響を及ぼしかね

ない方々に対しては、冷房設備を適切に整備して

いくことが、今後ますます求められるところであ

ります。厳しい北海道札幌の現状を具体的に伝

え、補助事業が継続できるよう、強く国・道に求

めていただくことを求め、質問を終わります。 

●脇元繁之委員  私からは、敬老パス制度の見

直しについて、質問させていただきます。 

 まずは、敬老パス制度の見直しをめぐるこれま

での経緯について、お尋ねをいたします。敬老パ

ス制度見直しの経緯を、改めて振り返ってみます

と、令和５年11月に、健康寿命の延伸に向け、敬

老優待乗車証をよりよい制度へと銘打ち、現行の

敬老パスの廃止、そしてスマホを利用した敬老健

康アプリにより、ＪＲやタクシーでも利用できる

ようにするとしながら、利用額の上限を、ポイン

ト制の２万円まで引き下げ、スマホでポイントを

ためて、公共交通機関などを利用できるようにす

るというものでした。 

 ところが、唐突とも言えるこの大きな制度変更

に、市民から不満や反対の声が噴出しておりま

す。私もこれまで議会で、この（仮称）健康アプ

リの導入について、こちらの健康寿命延伸への取

組については、大いに賛同しているものの、この

敬老パス制度の廃止には、反対の立場を示し、利

用上限額や利用者負担の見直しをしてでも、現行

制度の存続をすべきと訴えてまいりました。 

 そのほか、市民意見や議会議論により、昨年９

月に敬老パスについては、現在の利用上限７万円

を段階的に引き下げて、令和11年度には４万円に

するとともに、利用者負担額も段階的に引き上げ

ていく内容で、その利用対象を、現在の70歳から

75歳に引き上げようとするものの、存続する形と

なり、再度の見直し案が示されました。 

 （仮称）健康アプリについては、私も議会の中

で指摘・提案させていただいたように、獲得ポイ

ントを電子マネーに交換できないものの、40歳か
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ら利用できる仕組みに変更し、若いうちから健康

寿命延伸への取組と、健康への関心を市民に促す

ことができるようになったことについては、大い

に評価をしているところであります。 

 また、獲得可能なポイントに上限は設定されて

いないものの、日常的な取組で、約２万ポイント

の獲得とし、そのポイントは電子マネーに交換で

き、65歳からＪＲやタクシーのほか、買物などに

も利用できるようにしようとする内容でありまし

た。 

 限度額や負担額、対象年齢の引上げなど、課題

はまだ残るものの、当初の見直し案から敬老パス

そのものを存続するなど、市民の声に耳を傾けた

ことについては、評価をしているところでありま

す。 

 ただ、これまで利用者からの不満や反対意見か

ら、中には存続への陳情や署名活動、市長との意

見交換会の模様の一部を、各マスコミが報道し、

世代間の分断とも取れる状況に発展するなど、混

乱を招いたのも事実であります。 

 このような経過を踏まえて、まず２点お伺いし

ます。一つは、このような目まぐるしいとも言え

る見直し案の提示で、市民の間に混乱を招いたこ

とを、どう受け止めているのか。もう一つは、敬

老パスの支給対象を、70歳から75歳まで引き上げ

る一方で、健康アプリによるポイント交換を65歳

からとしているが、なぜ、このような差を設けた

のか、改めてご説明をお願いします。 

●西村高齢保健福祉部長  まず１点目の見直し

案提示までの経過の受け止めについてというとこ

ろでございますが、令和５年11月に素案をお示し

いたしまして、素案に対して寄せられた5,000件

以上の市民意見や、議会での議論によって、論点

が整理され、昨年９月に公表した実施案に反映す

ることができました。素案から実施案に至るま

で、意見交換会などで多くの意見をいただき、

様々な角度で報道される期間が、10か月以上続い

たところでございまして、この間、市としてなか

なかまとまった説明ができなかったという面はご

ざいます。 

 しかしながらこういった過程は、結果的には議

論を進め、論点を整理していく上で必要なもので

あったと認識しているところでございます。 

 次に、２点目の敬老パスと健康アプリの対象年

齢の違いについてでございます。敬老パスについ

ては、50年前の制度開始時には、市民の20人に１

人が高齢者であったものが、現在３人に１人近く

まで増加し、平均寿命も10年ほど伸びているな

ど、高齢者像が変化している中で、20歳以上の市

民１人当たりの負担も考慮して提案したものでご

ざいます。 

 健康アプリにつきましては、70歳から始めるよ

りも早くから取り組むべきとの意見が、市民から

も寄せられ、同様の意見が議会でも議論されてき

たところ、これを踏まえて、アプリの対象を40歳

以上に拡大しつつ、ポイントの電子マネー交換に

ついては、定年など日常の活動量が低下すること

なども考慮して、65歳以上と設定したものでござ

います。 

●脇元繁之委員  市民に混乱を招いたことへの

受け止めについては、また後ほど関連して、

ちょっとお話をさせていただきたいと思います。 

 また75歳敬老パス、そして65歳健康アプリと、

この差を設けた理由については、高齢者像や高齢

者の皆さんの市民負担の変化、こちらのほうと市

民の意見や議会議論を踏まえたものだということ

でありますが、多くはやはり75歳以上の設定は、

やはり変えないでほしいというのが大半だったと

思います。 

 続きまして、（仮称）健康アプリと敬老パスに

ついてお伺いいたします。（仮称）健康アプリ

は、スマホでポイントをためて、地下鉄や路面電

車、バスのほか、ＪＲやタクシーなどでも使える

ようにするとのことですが、歩いたり、介護ボラ

ンティアなどに従事することによって、ポイント

がたまるといっても、よく分からないという市民

も多くいらっしゃいます。 

 そこで質問です。どのような行動でポイントが
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たまるのか、ポイント制の具体的な中身を改めて

教えてほしい。また、ここ、特になんですけど、

足腰が不自由だとか、施設に入所している方な

ど、そんな方、外出できない人、こちらの方に

は、どのようなポイントが付与されるのかどう

か、含めて教えてください。 

●西村高齢保健福祉部長  どのような活動で、

ポイントがたまるのかを改めてということと、外

出できない人のポイントの付与についてというこ

との２点でございます。 

 まず、最初のどのような活動でというところで

ございますが、健康アプリでは人と会う、健康管

理、歩くなど、健康につながる活動への参加で、

ポイントを獲得としております。人と会うにつき

ましては、市内で開催されるイベントや介護ボラ

ンティア等に参加いただき、会場のＱＲコードを

読み取ることで、ポイントを獲得できる形です。 

 健康管理では、体重や血圧、日々の体調の記録

のほか、フレイル予防のためのチェック機能の入

力などで、ポイント獲得といたしております。 

 歩くことにつきましては、歩けば歩くほどポイ

ントがたまるという仕組みではなく、歩くことを

習慣化することを目的といたしまして、毎日コツ

コツと適度な歩数を積み重ねていただくと、ポイ

ントがたまっていくというものでございます。 

 外出が難しい方へのポイントにつきましては、

敬老パスでは、地下鉄や停留所まで歩けなくなる

と、制度を利用できなくなるという声もございま

すが、アプリのほうでは、日々の健康管理や人と

会うなどの取組で、ポイントをためていただける

と、そういった形になってございます。 

●脇元繁之委員  特に外出の難しい方、人と会

うとかでポイントがたまるということであります

が、これをしっかりと明確に、誰と会えばポイン

トがたまるとか、人と会えばたまると言っても、

誰と会えばたまるんだというところもありますの

で、そこら辺はちょっと明確なところを、しっか

りと今後出していただかないと、なかなかちょっ

と難しいのかなというふうに思いますので、ぜひ

よろしくお願いをいたします。 

 併せてこの（仮称）健康アプリ、これは歩くだ

けでなく、様々な方法でポイントをためることが

でき、活動が難しい方についても、一定のポイン

ト付与を検討しているということでありました

が、またポイントの上限については、当初素案で

は、２万ポイントとされていましたが、実施案で

は一律上限を撤廃するということになっておりま

す。 

 先ほども、ほかの委員からも質問があったとは

思うんですけども、もし、当初素案の上限以上獲

得した人には、どのような利点があるのか、こう

いったポイントで公共交通機関も利用できるの

か、公共交通機関もできるとした場合、その負担

は一般会計が負うことになるか、改めてお聞きし

ます。 

●西村高齢保健福祉部長  ２万ポイント以上を

獲得した場合、超えたポイントで、公共交通機関

等も利用できるのかであるとか、その場合一般会

計が負担することになるかということの改めての

ご質問ということでございます。 

 ２万ポイントに満たない分と、超過した分の使

い道ということに関しましては、素案のときには

２万ポイントを超えたら、抽せんとかというご説

明もしていたところなんですが、実施案以降はポ

イントの使い方という面では、一切違いはなく、

ポイントは電子マネーで交換できるほか、モバイ

ルＳｕｉｃａへの交換で、公共交通機関での利用

も可能となっております。 

 ポイントの原資につきましては、先ほども

ちょっとご答弁したところと重なるんですが、一

般会計だけではなく、介護保険会計、あと、民間

企業との連携や協賛をいただく。 

 また、例えば市の他事業での健康アプリの活用

等があれば、そういったところの予算委託など、

様々に連携して進めることも幅広く考えておりま

す。例えば、介護保険会計では、先ほどご答弁の

あったチームオレンジ事業のポイントなども対象

としていまして、この事業を支援する人、される
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人の垣根を越えたチームをつくるという特徴に合

わせて、認知症のご本人も含めて、ポイントの付

与の対象とすることも検討しており、そういった

介護保険制度の目的に沿う効果も、期待できるも

のと考えております。 

●脇元繁之委員  ２万ポイント以上獲得した人

にとっても、これはポイントを超えても使い方に

は違いがないということでありました。また、こ

の原資となるもの、これが一般会計だけではなく

て、介護保険会計の活用や、あと民間企業との連

携ということでありましたけれども、それは

ちょっとうんと思ったんですけど、これはポイン

トの原資、一般会計だけでなく、介護保険会計や

民間企業からの協賛、あるいは、他部局からの予

算委託も想定されているというふうに聞いており

ます。 

 だとすると、20歳以上の市民１人当たりの事業

費負担の金額、これを20年前とほぼ同じ水準に抑

制したいとする市の方針と、ちょっと矛盾してい

るんじゃないかなというふうに思うんですね。一

般会計だけの話で言うと。要は、民間からもお金

が来る、介護保険会計からも来る、様々なところ

からお金が来るわけですから。だとすると、これ

は２万ポイント以上ためるケースは、そんなに多

くないと見ているんでしょうか。いかがでしょう

か。 

●西村高齢保健福祉部長  まず、一般会計から

の歳出ではないということの意味合いと、それほ

ど多くないと考えているかどうかということでご

ざいまして、例えば、介護保険会計であるとか、

それからあと、今お話のあった民間企業の協賛と

いう点に関しますと、例えば、民間で何らかの事

業を行ったときに、そこにＱＲコードを設置し

て、そこに集まっていただいた方にポイントを出

す。その代わり、その分のポイント費用は、民間

のほうからご協賛いただくみたいな形でやってい

こうと考えていますので、そういった面では、一

般会計の影響というものは、与えないように進め

られる側面があるんじゃないかなと思っていまし

て、そういう面で矛盾するものではないと考えて

います。 

 したがって、行政、民間、様々な事業に取り組

んだ結果として、２万ポイント以上獲得するよう

な形でも、少ない人数でなく、ぜひ多くの市民に

ご参加いただきたいと考えているところでござい

ます。 

●脇元繁之委員  今のお話だと、簡単に言う

と、基準が２万ポイントで、それ以上の場合は、

例えば民間だとかというような考え方なのかなと

いうふうに、ちょっと思いましたけれども、でな

いと、予算ってあまり一般会計の予算のところと

いうのは、同じ水準に抑制するとか、しないとか

というところが、やっぱり計算がうまく成り立た

ないんじゃないかなって、僕は感じたんですけれ

どね、今ね。 

 そもそも私、この20歳以上の市民の１人当たり

の事業費負担という観点自体が適切でないと思う

んです。今後市の財政状況が厳しさを増していく

と思われる中で、この20歳以上の市民１人当たり

の負担額という物差し、この福祉に係る事業の見

直しでも、今後も使われるんでしょうか。お伺い

します。 

●西村高齢保健福祉部長  20歳以上の市民１人

当たりの事業費負担という基準についてのご質問

でございます。 

 行政のほうでやる様々な事業には、義務的事業

もあれば、住民ニーズを踏まえた事業、将来見据

えた事業など、多様なものがあり、その際、その

事業の必要性の判断基準というものは、一様なも

のではないと認識しております。 

 敬老パス制度に関して申し上げると、高齢者を

敬愛する敬老の制度として始まったものの、制度

開始から50年を経て、平均寿命も延び、高齢者も

大幅に増加、働く世代が減るという人口構造が変

化していった中で、市民１人当たりの負担が、ど

の程度になるのかということを明らかにすること

が、必要ということでお示ししたものです。 

 こういう前提でお示ししていますので、今回の
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20歳以上の市民１人当たりの負担という基準が、

無条件に他の福祉事業にも適用されると、そうい

うふうには考えていないというところでございま

す。 

●脇元繁之委員  改めて後ほど、ちょっとそこ

の件をお話しさせていただきたいと思います。 

 続きまして、（仮称）健康アプリと敬老パスの

併用制についてお伺いします。新たに示された敬

老パス制度の見直し案では、地下鉄、バスなどの

公共交通機関の利用について、（仮称）健康アプ

リでは、上限は設定されていないものの、約２万

ポイントの獲得とし、当面存続させるとする敬老

パスの上限は、最終的に４万円としているところ

であります。 

 今の敬老パスの利用実態や、将来にわたる財政

負担を考慮してのことと思いますが、本年２月14

日に私どもが行った市長への緊急要望の中でも申

し上げたように、札幌市内においては、公共交通

網の整備が一様でないため、居住する地域によっ

ては、交通費負担に大きな差異があるのも事実で

あります。 

 例えば、私が選挙区としております南区では、

定山渓沿線は路線バスしか運行していない上に、

定山渓車庫前から都心の札幌駅前までは、バスを

利用すると片道790円もかかる実態にあります。

往復すれば1,580円でございます。また、清田区

や手稲区などの郊外部でも、バス単独や路線バス

と地下鉄の乗り継ぎで都心まで行くとすると、片

道400円から500円の負担となるケースもありま

す。保健福祉局の調査によりますと、敬老パスの

利用は、中央区にお住まいの方の利用が多いとの

ことですけれども、地下鉄やバスなどの公共交通

網が整備されていて、しかもバスであれば、240

円、地下鉄であれば250円程度で移動できる交通

の利便性の高い場所であります。そんな中央区に

住む人と、南区などに住む人とでは、公共交通機

関の利便性もさることながら、利用の際の負担に

大きな差が出てきます。 

 したがって、上限額の７万円から４万円までの

引下げでは、敬老パスが目指すところの外出機会

の抑制につながり、医療機関に通いづらくなった

り、ボランティア活動に参加しにくくなるといっ

た事態も、十分考えられるところであります。 

 札幌市議会の場では、外出支援策として、敬老

パスと健康寿命の延伸を目指す健康アプリとは、

切り離して考えるべきだというのが、大多数の意

見であります。 

 そこで質問であります。であるならば、敬老パ

スと（仮称）健康アプリを選択制とするのではな

く、敬老パスの利用上限額４万円に加え、歩くな

どの自己努力により獲得したアプリのポイント数

に応じて、公共交通機関も使える併用制にすれ

ば、居住地域によって交通費負担に大きな差異が

なくなる、そういう問題の解消にもつながると考

えますが、いかがでしょうか。 

●西村高齢保健福祉部長  敬老パスと健康アプ

リの併用制を取れるのかどうかということと、そ

のことが居住地域による差の解消になるのではな

いかということのご質問であるかと思います。 

 まず、併用につきましては、前回の決算特別委

員会でも、ご答弁させていただいたところなんで

すが、今回見直しを行う敬老パスと健康アプリ

を、両方の給付を重複する形で併用した場合、同

年初年度となる2026年度では、全体で90億円程度

かかってしまい、市民１人当たりの負担は軽減さ

れず、3,900円程度に上がると推計しておりま

す。 

 したがって、委員ご指摘の併用制では、市民１

人当たりの負担を、70歳が現役だった2005年の見

直しと同水準に抑えるということは、できなくな

るのではと考えております。 

 また、敬老パス制度、健康アプリ、いずれの制

度も、年齢を基準として制度の対象としておりま

して、居住地域による交通費負担の違いの解消に

は、なかなか役立っていかないのかなと考えてい

るところでございます。 

●脇元繁之委員  今、併用制では、市民１人当

たりの負担を、2005年の見直しと同水準に抑える
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ことができないというご答弁でありましたけど、

これは部長、確かに金額で言うと、そういうこと

になるんですけど、割合になると、そういうこと

ではないですよね。 

 例えば、平成17年、2005年、こちらの一般会計

予算がおよそ8,000億です。そのうちの、敬老パ

スの予算というのは、43億3,000万です。これを

計算すると、割合としては0.54％なんです。それ

で今回、今年、2025年の数字として、一般会計予

算は１兆2,600億強です。けど、敬老パスは68億

です。計算すると0.53％なんですよ。割合でいく

と0.1％低いんですよ。予算割合でいくと。金額

で、確かに大きいですけれども、極端な話です

よ、103万円の壁じゃないですけれども、平成17

年の北海道の最低賃金って641円です。2025年の

最低賃金って、1,010円なんですよ。36％違う。

要は、割合で計算すると、そういう話にはならな

いということであります。 

 であるから、そういうふうに考えると、その負

担額の金額を出すのというのは、あまり意味のな

いことなのかなと思いながら、また併せて、これ

だけ出すと、金額だけ出すと、これは札幌市の都

合のいい数字だけを並べているんじゃないかとい

うふうに、市民に見られるんですよ。ぜひ、こ

こ、今回はこういうふうに負担額と言いますけ

ど、そこを気をつけていただきたいなと思いま

す。割合でいくとそうなりますから。よろしくお

願いをいたします。 

 続きまして、新たな交通費助成制度の検討につ

いてお尋ねします。敬老パスと（仮称）健康アプ

リの併用制を提案しましたが、財政負担の問題が

あって、これは無理だということでありましたけ

れども、やはり居住地域によって、交通費負担に

大きな差が出るという実態、少しでも解消しなけ

ればならないと、そういうふうに思います。 

 ぜひお願いしたいところなんですが、敬老パ

ス、交通費助成ではないという、皆さん理事者側

はおっしゃいますが、利用者にとって、バス、地

下鉄、市電と、札幌の公共交通のみにしか利用で

きないわけですから、これは利用者にとっては、

明らかに交通費の助成制度なんです。であるなら

ば、市民に対して一様に、そしてまた、不公平感

なく適用されるのが、本来の姿だと思います。 

 先ほどもお話ししたとおり、南区の定山渓沿

線、地形的に細長い上に、都心から遠く離れた場

所に位置し、運賃の負担も相当なものがありま

す。清田区や手稲区の郊外にお住まいの方にとっ

ても、同じ交通費負担の問題があります。今後、

バス路線の廃止や減便などにより、市内の郊外で

は、都心へ向かう便を、地下鉄駅止まりにする

フィーダー化などが、これからも進むことが予想

されます。実質賃金と物価高に追いつかない状況

の中、年金だけで暮らす高齢者にとっては、公共

交通という足の確保は、本当に死活問題なわけで

あります。 

 そうしたことを踏まえると、現状の見直し案で

は、利用限度額も少なく、費用負担が多くなるた

め、（仮称）健康アプリと敬老パスの併用制を、

提案させていただいたところであります。 

 ただ、もし、その併用制が無理とするならば、

高齢福祉だけではなく、全市的に取り組むべく、

交通費助成制度や高齢者運賃制度など、将来的に

新たな制度を検討すべきだと思っております。 

 提案させていただきますと、利用上限額４万円

の敬老パスのほかに、ＳＡＰＩＣＡなどへの

チャージにより、年間１万ないし２万円分を助成

するという制度であります。対象者は、最寄りの

バス停、または地下鉄駅から都心までの交通費

が、一定額を超える人などとし、保険証やマイナ

ンバーカードなどの提示による申請方式にすると

いうものであります。 

 また、もう一つ提案させていただきますと、子

ども運賃と同じ料金で、公共交通の利用ができる

ようにする高齢者運賃制度を導入することも、視

野においてはいかがかと、そんなふうに思いま

す。導入するとしても、様々な課題があることは

承知しておりますが、双方とも将来的には、敬老

パスも含めて、健康アプリに統合することが可能



 

- 144 - 

ですし、近い将来、アプリを使いこなせる世代が

利用者になれば、申請も利用も容易にできると思

います。 

 ただ、こうした敬老パスの見直しに伴う要交通

支援者対策や高齢者運賃制度については、一保健

福祉局での対応というより、交通政策を担当する

まちづくり政策局、さらには交通局や財政局を含

め、オール市役所で対応しなければ、実現しない

と思っているところであります。 

 そこで、本日は秋元市長がいらっしゃらないと

いうところもありますけれども、ぜひ町田副市長

に、私からこの提案させていただいた交通費助成

制度などへのご見解をいただければと思います。 

●町田隆敏副市長  札幌市といたしましては、

高齢者の健康寿命延伸、さらにウェルネスの推

進、これを極めて重要な政策課題と捉えていると

ころでございます。この問題に関しましては、１

年半にわたり時間をかけて、いろいろ整理をして

まいりまして、健康アプリの取組によって、こう

した政策課題の解決につなげていきたいという気

持ちを、強く持っているところでございますが、

このたび脇元委員からいろいろご提案いただきま

した公共交通をいかに維持していくかということ

に対してのご提言と捉えて、伺っていたところで

ございます。 

 札幌市公共交通につきましては、第２次札幌市

まちづくり戦略ビジョンにおきまして、郊外住宅

地では、おおむね良好な居住環境が維持・形成さ

れてきましたが、人口動態や年齢構成が地域ごと

に異なり、公共交通利用者数の減少や、運転手不

足等により、バスの運行便数が減少するなど、各

地域が抱える課題も多様化していることを課題と

捉えまして、公共交通を軸とした持続可能でシー

ムレスな交通ネットワークの確立を目指す姿とし

て定め、札幌市全体で取組を進めているところで

ございます。 

 今回、委員の立場からご提案として伺わせてい

ただきましたご意見として、しっかり承ってまい

りたいと考えてございます。 

●脇元繁之委員  ぜひ、この提案を含めて、

様々な形で高齢者の皆さんの足の確保、しっかり

していただいて、逆にそうすることで、健康寿命

の延伸、これが伸びるような取組をしていただき

たいと、切に切にお願いをいたします。 

 制度というものは、市民に対して、一様に、そ

してまた不公平感なく適用されるのが、本来の姿

だと思います。そうしたことを踏まえた上で、

（仮称）健康アプリと敬老パスの併用制を提案さ

せていただきました。 

 そして、もしその併用制が無理とするなら、新

たな交通費助成制度をオール市役所で検討すべき

とも言わせていただきました。さらには、子ども

運賃と同じ料金で、公共交通の利用ができるよう

にする高齢者運賃制度の導入についても、検討し

ていただくようお願いをいたしました。長いやり

取りになってしまいましたが、敬老パス制度の見

直しに当たっては、札幌、どこに住んでも安心し

て健康的に暮らせるまちという秋元市長の理念に

沿う施策を講じていただきたく、そのことを強く

求めて、私の質問を終わります。 

●松井隆文副委員長  以上で、第３項 老人福

祉費及び介護保険会計等の質疑を終了いたしま

す。 

 次に、議案第５号 令和７年度札幌市国民健康

保険会計予算、第10款 諸支出金 第２項 他会

計繰出金のうち関係分及び議案第24号 札幌市国

民健康保険条例の一部を改正する条例案につい

て、一括して質疑を行います。 

●わたなべ泰行委員  私からは、保健事業プラ

ン2024に基づく特定健診の取組について、２点質

問をさせていただきます。 

 初めに、健康状態不明層の縮減に向けました特

定健診の取組について伺います。札幌市国民健康

保険では、国保加入者の生活の質の維持・向上を

狙いとして、令和６年度からの６年間を計画期間

とするこの保健事業プラン2024を策定いたしまし

た。プラン策定に当たり、一昨年の予算特別委員

会におきまして、我が会派より、札幌市の国保加
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入者の健康課題について質問したところ、健康状

態不明層が、全国に比べて多いことが課題であ

り、その縮減に努めていくとの答弁でございまし

た。 

 保健事業プラン2024では、生活習慣病で医療機

関にかかっておらず、かつ特定健診を受診してい

ないために、自らの健康状態を把握できていない

方々を、健康状態不明層と定義をし、その縮減を

重点取組項目としております。国保加入者の健康

状態不明層の割合につきましては、全国が31％に

対して、札幌市が36％と５ポイント高くなってお

ります。この層には生活習慣病の発症や、重症化

等の潜在的なリスクをお持ちの方が含まれている

ものと考えます。 

 このような健康状態不明層に対して、自らが気

づかないうちに、健康状態が悪化してしまうこと

のないよう、まずは特定健診を受診していただ

き、自らの健康状態を把握してもらうことが重要

であると考えております。 

 プランを見ますと、令和４年度に札幌市が実施

したアンケートで、過去３年間、健康受診歴のな

い方に、受診しない理由を尋ねており、その回答

として、「健康に不安がないから」が最も多く、

44.9％。「受診するのが面倒だから」が続いて

33.6％となっております。つまり、ご自身の健康

状態を十分にご存じない方が、何となく健康に自

信をお持ちになったりと、健康に不安があって

も、受診が煩わしかったりするなどの理由で、将

来の生活習慣病や、重症化リスクを抱えたまま生

活している可能性があり、大変危惧をしていると

ころでございます。 

 特に若い方の受診率は、40歳代で12.8％と低

く、健康に関心を持ってもらうとともに、健診を

受けやすい環境を整備することが重要と考えま

す。 

 そこで質問ですが、健康状態不明層の縮減に向

け、現在どのような取組を行っているのか、伺い

ます。 

●小野寺保険医療部長  札幌市国保におきます

健康状態不明層の縮減の取組についてのご質問で

ございました。 

 健康状態不明層の縮減に向けましては、委員ご

指摘のとおり、特定健診を受診することが重要で

ありまして、今年度からは原則として、健康状態

不明層の方、約5万3,000人全員にダイレクトメー

ルをお送りし、受診勧奨を行っているところであ

ります。 

 この結果、健康状態不明層の受診者数は、２月

時点の速報値の比較ではありますが、昨年度は約

1,300人、今年度は約1,600人と24％の増となって

おりまして、受診勧奨の効果が見られていると考

えております。 

 また、健康状態不明層の方に対しては、健診の

受けやすさも重要と考えておりまして、利便性の

高い都心部のカナモトホールで、夜間も含めた健

診を実施しているところです。令和５年度実績で

すが、全健診受診者に占める健康状態不明層の割

合が12.3％であるところ、カナモトホールの分だ

けで言いますと、17.9％でありまして、健康状態

不明層の方に、多く利用いただける会場であるこ

とが分かりました。 

 そこで、同会場での実施回数を年１回から年３

回に拡充したところ、令和６年12月に実施した際

には、２日間で600名を超える方に受診していた

だけるなど、好評になっております。 

 また、その際のアンケートでも、過去の受診歴

について、約半数の方が、初めて受診したと回答

するなど、健康状態不明層の縮減に、高い効果が

あると考えているところであります。 

●わたなべ泰行委員  ただいまの答弁で、健康

状態不明層５万3,000人に、まずダイレクトメー

ルを出されたり、若い世代の方たち、不明層の方

たちが多い、この方たちが、街中というんでしょ

うかね、カナモトホールのほうで、夜間であると

か、また回数を増やすであるとか、こういった現

在の状況に合わせた工夫をされて、受診率が上

がったという答弁でございました。この努力され

たことには、評価をさせていただきたいと思いま
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す。 

 次に、今後の取組に対して、質問をさせていた

だきます。保健事業プランは計画期間が今年度か

らのため、具体的な成果が明らかになるのは、次

年度以降になると伺っております。ほかに同プラ

ンの推進に当たり、データ分析による裏づけを行

い、より重要度の高い事業に優先して取り組んで

いくこととしております。 

 これまで実施されてきた取組も、しっかりと検

証していただき、効果的な事業については積極的

に継続、拡充についても検討することで、健康状

態不明層の縮減に確実に結びつけることは重要な

視点であると考えております。 

 そこで質問ですが、これまでの取組を踏まえ、

今後どのように取り組んでいくのかを伺います。 

●小野寺保険医療部長  今後の取組についての

ご質問でございました。 

 先ほどご答弁いたしましたとおり、カナモト

ホールでの健診は、高い効果が確認できましたこ

とから、来年度はさらに２回増やしまして、計５

回の実施を予定しているところです。また、今後

は都心部以外でも、市民が訪れやすい商業施設等

で実施できないか、検討を続けてまいりたいと考

えております。 

 また、より多くの方に受診していただくため、

これまで40歳の方の自己負担額を無料としてまい

りましたが、40歳の方の受診率は40歳代全体の平

均に比べますと、約５ポイント上回っておりまし

て、受診の促進効果が認められるところでありま

す。そこで来年度からは、節目の年齢であります

50歳、60歳、70歳の方も、無料化することとした

いと考えております。 

 こうした取組を通じまして、受診率全体の底上

げを図り、健康状態不明層の縮減につなげてまい

る所存であります。 

●わたなべ泰行委員  これまでカナモトホー

ル、結果が出てきた、効果があるといったところ

から、またさらに商業施設、こちらのほうも受診

会場を検討していただける、そして、また50歳、

60歳、70歳の節目のときにも、負担額が無料とな

る、こういった取組もされていくとのことでござ

いました。 

 最後に要望です。生活習慣病は自覚症状がない

うちに進行してしまい、ある日突然深刻な状態に

なること、そういった可能性もあるため、特定健

診により早期発見することが、とても大事なこと

だと思っております。また、病気やその兆候が発

見された場合には、速やかに特定保健指導や重症

化予防の取組へとつなげていくことが必要でござ

います。 

 この一連の流れが、国保加入者の健康の維持・

向上にとって、とても重要であることから、まず

はその入り口となります特定健診の受診をさらに

促していただき、健康状態不明層をできる限り縮

減されるよう、積極的に取り組んでいただくこと

を要望いたしまして、私の質問を終わります。 

●長屋いずみ委員  私からは、議案第24号 札

幌市国民健康保険条例の一部改正に関わり２点を

質問いたします。 

 国民健康保険制度は年金生活者、非正規雇用

者、無職の方などが加入している公的医療保険の

一つでありますが、自営業者や年金生活者、非正

規雇用の労働者など、低所得者の加入が多く、ま

た、ほかの医療保険にはない世帯の人数に応じて

かかる均等割などの仕組みもあることから、不公

平で大変重い負担を強いる制度です。前の質疑

で、特定健診の受診について、質疑がありまし

た。健診を受けやすい環境をつくるためにも、保

険料は払えるものにしなければならないと思いま

す。 

 保険料の賦課限度額の引上げ、保険料の軽減判

定所得基準の拡大について、まず伺います。昨年

の予算特別委員会の私の質疑において、政令によ

る賦課限度額の改正は、札幌市の判断により、政

令で決められた範囲内で、引上げだけではなく、

引上げを行わないことや、これを下回る限度額を

設定することは可能とご答弁されました。 

 そこで質問ですが、今回国が政令を改正した趣
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旨と、その政令どおりに引き上げた札幌市の判断

について伺います。また、札幌市の国保加入世帯

の平均所得と、所得別による保険料収納率のそれ

ぞれの傾向についてお示しください。 

●小野寺保険医療部長  ただいま２点ご質問い

ただきました。 

 １点目の国が政令を改正した趣旨と、札幌市が

政令どおりに改正した理由についてでございます

が、国におきましては、負担感が強いとされてい

る中間所得層の負担を和らげることを目的とし

て、限度額の引上げを行ったところでありまし

て、札幌市も法定の上限額まで引き上げることが

適切と判断したことによるものであります。 

 ２点目の札幌市の国保加入世帯の平均所得と、

所得別による収納率のそれぞれの傾向についてで

ございます。過去５年間の１世帯当たりの平均所

得は、70万円から75万円の間で推移しておりまし

て、ほぼ横ばいの状況が続いております。また、

過去５年間の所得別の収納率ですが、所得33万円

以下では、93％前後、中間所得層に当たる300万

から400万円の世帯では96％前後、さらに賦課限

度額が適用される世帯が含まれる700万円以上の

世帯では、99％前後で推移しておりまして、所得

が増えるにつれ、収納率が高くなる傾向にござい

ます。 

●長屋いずみ委員  賦課限度額の引上げで、中

間層への負担軽減なのだということです。また、

本市の平均所得は、70万から75万ということでし

た。政令市でトップのほうは、140万ですから、

そこの約半分で、政令市でも一番低いというよう

な所得の状況です。そして、低所得ほど保険料の

収納率が低いとのことです。つまり、賦課限度額

の引上げで、中間層の負担軽減を行っても、中間

層より所得が低い層、いただいた説明資料では、

影響のない世帯としている12万8,800世帯のとこ

ろで、保険料が納められない事態が起きているの

ですから、これらの世帯への軽減がされなけれ

ば、負担軽減にはなりません。 

 国が税金を投入せず、賦課限度額を引き上げ

て、中間層の軽減を行っても、国保加入者の中だ

けで解決するやり方、これが間違っていると指摘

します。全国知事会などは、国保加入者の多く

は、低所得者であることから、高齢者や低所得者

への配慮を求めていました。政令は、こうした自

治体の要望に全く向き合うものではなく、抜本的

な見直しが必要であると言わざるを得ません。 

 次に、賦課割合の変更及びこれに伴う保険料の

激変緩和措置について伺います。国の法改正によ

り、2018年度から国民健康保険の運営主体が都道

府県に移管されました。北海道は国保運営方針に

おいて、2030年、令和12年度に全道統一保険料率

とすることを目標としています。札幌市が単独で

運営してきた国保財政を、北海道との共同運営に

変え、原則として同じ世帯構成、所得であれば、

全道どこに住んでいても同じ保険料になります。

2030年、令和12年の統一化に向け、札幌市も国民

健康保険運営協議会に諮り、了承を得たとされた

案であります。 

 質問ですが、2030年度、令和12年度に全道保険

料率が統一された場合、札幌市の平均保険料は、

どのようになると見込んでいるのか伺います。ま

た、札幌市が統一保険料率に移行するに当たり、

札幌市国保の運営課題等の審議機関である札幌市

国民健康保険運営協議会で、どのような意見が

あったのか伺います。その上で、道内統一の賦課

割合を、本市独自の賦課割合にすることができな

いのか伺います。 

●小野寺保険医療部長  ３点ほどご質問いただ

きました。 

 まず１点目の保険料統一後の札幌市の平均保険

料の見込みについてですが、今後の医療費の自然

増や制度改正等による影響を除きますと、１世帯

当たりの平均保険料は、現行水準と大きく変わら

ないと見込んでいるところであります。 

 ２点目の札幌市国民健康保険運営協議会におけ

る意見についてですが、全道統一保険料率とする

ためには、札幌市における所得割、均等割、平等

割、この賦課割合の配分を見直す必要がございま
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すが、賦課割合を一度に変更してしまった場合、

低所得世帯や多人数世帯にとっては、保険料が急

激に増加することになるため、当初、令和７年度

から12年度までの６年間をかけて、均等に変更し

ていくという方法を提案していたところです。 

 この案に対しまして、運営協議会におきまして

は、移行期間中の６年間トータルの負担が多く

なってしまうことへの懸念や、低所得世帯や多人

数世帯の負担増を、できるだけ緩和する措置が必

要との意見をいただいたところです。 

 こうした意見を受けまして、６年間で均等に変

更していく方法を見直し、初年度は小幅な変更に

とどめ、徐々に目標に近づけていくことで、トー

タルの負担増を低減する方法に改めました。 

 また、負担増となる世帯への影響をできる限り

抑制するため、令和７年度は活用可能な基金1.3

億円を投入することとしまして、本案によりまし

て、運営協議会の了承を得たところであります。 

 ３点目の道内統一の賦課割合を、札幌市の現行

賦課割合することができないのかという点につい

てでございますが、この賦課割合を決めるに当た

り、北海道は道内市町村の現状を勘案した上で、

道議会での審議も経て、北海道国保運営方針にお

いて、道内統一のものとして決定したものであり

ます。この決定に至る考え方やプロセスは、理に

かなった公正なものであると考えておりまして、

札幌市としても適切であると判断しているところ

であります。 

●長屋いずみ委員  全道保険料の統一化がされ

るけれども、保険料は現行水準と変わらないとの

ご答弁でした。中間層から高所得の単身世帯は、

若干安くなっていきますが、低所得世帯や多子世

帯では、負担が重くなっていきます。 

 札幌市は低所得世帯や多子世帯、多人数世帯の

負担が重くならないように、賦課割合を設定して

きました。しかし、統一化によって、賦課割合も

同一になりますから、本市が配慮してきた低所得

者や多子世帯の保険料の負担が大きくなるので

す。そのため、基金を今回１億3,000万円活用し

て、負担軽減していこう、こういった提案であり

ます。 

 国保の都道府県化は、国保料を独自に軽減して

きた自治体の努力をやめさせ、都道府県内で統一

化することで保険料を引き上げ、一方で、さらに

国の責任と財政支出を抑える仕組みです。実際、

札幌市の１世帯当たりの平均保険料は、2022年、

13万8,898円、23年、14万3,790円、24年、15万

1,241円、25年、今回の提案は15万2,207円と、毎

年引き上がっています。 

 都道府県化については、全国知事会などが求め

るように、新制度の運用状況を鑑み、不断の検証

を行いながら必要な見直しを行うこと、また、国

庫負担の引上げなど財政基盤強化が必要だと申し

上げて、私の質疑を終わります。 

●松井隆文副委員長  以上で、国民健康保険会

計等の質疑を終了いたします。 

 次に、議案第６号 令和７年度札幌市後期高齢

者医療会計予算及び第10款 諸支出金 第２項 

他会計繰出金のうち関係分について、一括して質

疑を行いますが、通告がありませんので、質疑を

終了いたします。 

 ここで、理事者交代のため、委員会を暫時休憩

いたします。 

    ―――――――――――――― 

      休 憩 午後１時57分 

      再 開 午後１時59分 

    ―――――――――――――― 

●松井隆文副委員長  委員会を再開いたしま

す。 

 最後に、第３款 保健福祉費 第５項 健康衛

生費、議案第22号 札幌市墓地条例の一部を改正

する条例案及び議案第23号 札幌市火葬場条例の

一部を改正する条例案について、一括して質疑を

行います。 

●好井七海委員  私からは、帯状疱疹ワクチン

の定期接種について、３点質問いたします。 

 初めに、定期接種の開始時期と接種体制につい

てです。帯状疱疹ワクチンは、これまで任意接種
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であり、全額自己負担での接種となっておりまし

たが、昨年12月に国が定期接種化の方針を決めた

ことにより、令和７年度から帯状疱疹ワクチンが

定期接種化されることとなります。対象となる方

は接種費用の一部を公費負担で接種できるように

なりました。私の周りでも、帯状疱疹ワクチンは

市民の関心が非常に高く、期待する声が多く届い

ているため、定期接種の開始に向けて、希望する

市民が接種しやすい環境を整えていただきたいと

思います。 

 そこで質問ですが、札幌市ではいつから定期接

種を開始し、どのような接種体制で実施するの

か、お伺いいたします。 

●前木感染症担当部長  帯状疱疹ワクチンの定

期接種の開始時期と、接種体制についてのご質問

でございます。 

 帯状疱疹ワクチンの定期接種は、４月１日から

高齢者を対象とするインフルエンザワクチンや、

肺炎球菌ワクチンと同じく、市民の利便性を考慮

し、かかりつけ医を中心とした医療機関での個別

接種で、実施する予定でございます。市内の約

630の医療機関で、接種を実施する予定となって

おり、希望される方が円滑に接種できるよう、札

幌市医師会とも連携し、準備を進めてまいりま

す。 

●好井七海委員  接種は４月１日からというこ

とで、630医療機関で個別接種するというような

ご答弁でありました。 

 次に、２種類のワクチンの違いについて、お伺

いいたします。帯状疱疹ワクチンには、生ワクチ

ンと組換えワクチン、不活化ワクチンとも言われ

ておりますけれども、２種類あり、現在は全額自

己負担での接種ですので、生ワクチンは約8,000

円から9,000円、そして２回接種が必要な組換え

ワクチンは、１回当たり約２万2,000円で、２回

接種で約４万4,000円の費用がかかると伺ってお

ります。定期接種になることにより、接種費用の

一部を公費で負担するため、自己負担額は下がる

ことになりますが、それでも価格には差があり、

さらに、接種方法や効果などの特徴も異なること

から、どちらのワクチンをどのように選べばよい

のか、悩む方も少なくないと思われます。 

 そこで質問ですが、生ワクチンと組換えワクチ

ンの２種類について、具体的にどのような違いが

あるのか、お伺いいたします。 

●前木感染症担当部長  ２種類の帯状疱疹ワク

チンの違いについてのご質問でございます。 

 生ワクチンは１回で接種を完了でき、組換えワ

クチンに比べて接種費用が安く、接種後の副反応

は少ないとされていますが、病気や治療により免

疫の機能が低下している方は、接種することがで

きないワクチンでございます。 

 一方、組換えワクチンは２か月以上の間隔を空

けて、２回の接種を必要とし、生ワクチンに比べ

て、予防効果が長く持続することが報告されてお

りますが、副反応の頻度は高いとされており、接

種費用も高くなっているところでございます。 

 それぞれのワクチンの特徴の詳細は、厚生労働

省や札幌市のホームページにも掲載しており、そ

れらを参考に、医師とも相談の上、選択いただく

ことになりますが、いずれのワクチンも帯状疱疹

及びその合併症に対する予防効果が認められてい

るものでございます。 

●好井七海委員  生ワクチンは１回接種という

ことで、安く済むんですけれども、びっくりする

のは、免疫機能が低下していると打てないんです

ね。組換えワクチンのほうは２回接種で、副作用

が大きいという、ちょっと欠点はありますけれど

も、持続が長いという特徴があるということで

す。 

 最後に自己負担額についてですけれども、私自

身も帯状疱疹を経験しており、本当につらい病気

でした。早期に治療したため、幸い合併症にはな

りませんでしたが、しばらく続いた強烈な痛み

で、夜も眠れない日々が非常に続きました。この

ような思いをする人が一人でも減るように、定期

接種化を機に、ぜひとも一人でも多くの方に接種

していただきたいと考えております。 
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 そこで最後の質問ですが、札幌市では帯状疱疹

ワクチンの定期接種の自己負担額は、どのような

考え方で、幾らにするのかお伺いいたします。 

●前木感染症担当部長  帯状疱疹ワクチンの自

己負担額についてのご質問でございます。 

 帯状疱疹ワクチンのうち、生ワクチンの自己負

担額は、高齢者インフルエンザワクチン等の自己

負担額を参考に、ワクチン代相当とし、4,500円

と設定いたしました。 

 一方、組換えワクチンについては、他のワクチ

ンと比較しても、ワクチン代が高額であり、２回

接種が必要なものであることに加えて、病気や治

療により、免疫機能が低下している方は、組換え

ワクチンしか選択できないものでございます。 

 帯状疱疹は80歳までに３人に１人が発症し、発

症した人の約２割が、合併症である帯状疱疹後神

経痛となる疾病であり、ふだんの生活も困難にな

るほど影響を及ぼす場合もあることから、定期接

種化を機に、多くの方に接種を検討いただきたい

と考え、組換えワクチンの１回当たりの自己負担

額を、接種費用の半額相当の１万800円と設定い

たしました。 

●好井七海委員  両方のワクチンの自己負担額

が、約半額になるとのご答弁でありましたけれど

も、特に組換えワクチンのほう、１万800円とい

うことで、他の政令市に比べますと、かなり努力

してくれた金額だと思いますけれども、やはり１

回１万800円と２回で２万円以上するということ

で、金額に大きな差がありますので、迷う方も多

くいるかと思いますので、この辺をしっかりと副

作用だとか、また、予防効果などをしっかりと丁

寧に、周知していただくことを要望いたしまし

て、私からの質問を終わります。 

●佐藤 綾委員  私からは、議案第23号 札幌

市火葬場の一部を改正する条例案に関わり、質問

をいたします。 

 今回提案された条例改正の内容は、現在無料で

ある市民の火葬料を有料化し、１万6,000円に、

市外の方は４万9,000円が５万4,000円に、特別控

室は２万3,000円から、市民は5,000円、市外の方

は２万3,000円という、大きくは市民の火葬を有

料化するというものです。 

 これまでの経緯を見ますと、火葬場や霊園の在

り方を考える検討委員会を設置し、2023年には運

営方針策定で、火葬料金の有料化を検討する方針

としました。またこれまで市民アンケート、パネ

ル展、オープンハウス、シンポジウムなどを開催

し、厚生委員会での議論が行われてきました。市

民向けのパネル展や厚生委員会で、札幌市と他の

政令市との比較などを示されてきました。また、

近隣の市町村から火葬場利用もあり、近隣市町村

はどういう考えなのかなども、もちろん検討の内

容になるかと考えます。厚生委員会の答弁でも、

有料化検討に当たっては、ほかの自治体を参考に

するとのことでした。 

 政令市で市民を有料化している17市の平均は、

約１万円、無料は本市を含め３市あります。また

隣接する自治体を見ますと、江別市は無料、北広

島市は8,000円、石狩市は5,000円、小樽市は１万

1,000円です。しかし、今回の提案では１万6,000

円という、他の自治体を参考にしたとは考えられ

ない内容となっております。 

 そこでお聞きいたしますが、これまでの検討の

際、他都市や隣接する市町村など、他自治体の考

え方について、どういう点を参考とされたのか伺

います。 

●金綱施設担当部長  火葬場条例の改正につい

て、他都市や近隣市町村の考え方などを参考とし

たのかというご質問にお答えいたします。 

 市民の火葬場の使用料金については、自治体に

よって考え方や負担の割合は様々でありますが、

負担の対象となる経費につきましては、施設の建

設経費は対象外とし、運営経費の一部を市民に負

担いただくこととしている都市が、ほとんどでご

ざいました。 

 具体的な料金水準としましては、市民の火葬の

使用料につきましては、政令市の場合、5,000円

から２万円、道内の主要自治体の場合、１万
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1,000円から１万8,000円、さっぽろ連携中枢都市

圏11市町村の場合は、5,000円から１万7,000円と

なっております。 

 また、控室の使用料につきましては、政令市の

場合、3,000円から6,000円でございました。こう

した考え方や料金水準を参考としつつ、受益者負

担の考え方も踏まえまして、このたびの使用料の

見直しを検討したところでございます。 

●佐藤 綾委員  私も、この辺の料金は、ほぼ

調べましたけれども、やはりその中でも札幌市の

無料から１万6,000円というのは、大変高いと感

じております。昨年１月、火葬場などに関する市

民意見把握のために行った市民アンケートでは、

18歳以上の市民500名に送付して153の返送があり

ました。その中で火葬料金をどれくらいまでなら

負担してよいと思うかに対し、１万円以内が

40.5％、無料のままがよいが17％、合わせて１万

円以下が57.5％という結果でした。 

 また、12月に行われた、火葬場に係る料金制度

の考え方のパブリックコメントの結果報告により

ますと、14人の方から26件のご意見が寄せられま

した。火葬料金そのものについては、13件の意見

があり、そのうち６件は無料にというご意見で、

１万6,000円では参考料金としても納得できない

という意見が１件、賛成が３件でした。 

 また、市外の方の料金について、毎年燃料費等

を反映させた料金にすべき、払ってきた税金に

よって火葬料に差異があってもよい、非課税世帯

は無料にという意見が、１件ずつありました。市

民の理解を得られたとは、到底言えないと考えま

す。 

 また、パブリックコメントに突如として、この

たびの条例提案と同じ内容の市民の火葬料１万

6,000円などを、参考例として提示をしました。 

 パブコメやパネル展、シンポジウムなどでは、

そもそもなぜ無料としてきたのかなどの経緯は、

市民に説明のないままでした。維持管理費や、老

朽化で建て替えとなる運営費が上昇している上、

特別控室の利用が減り、収入が減っている。ロ

ビーが混雑するから、その利用を増やすために特

別控室は、使用料を引き下げて受益者負担とし

て、火葬料金を有料化するという説明でした。 

 そこでお聞きいたしますけれども、火葬料金の

ランニングコスト、運営費の半額ほどを市民の負

担とし、市民以外は全額負担とする有料化の考え

方ですが、根拠について伺います。 

●金綱施設担当部長  市民と市民以外の負担の

考え方、根拠についてのご質問でございますが、

公の施設の使用料は、利用者１人当たりの原価を

算出しつつ、国や他都市、類似施設との均衡等を

考慮しながら、サービスの性質に応じて、受益者

負担の水準を設定しております。市民の火葬場使

用料につきましても、このような考え方を踏まえ

つつ、火葬場の持続可能な運営を確保しますとと

もに、市民にとって過度な負担とならないよう、

他都市の事例も参考に検討しました結果、ランニ

ングコストのおおむね50％を、ご負担いただくこ

ととしたところでございます。 

 また、札幌市の火葬場は、札幌市の予算により

整備した施設であることから、市民以外の火葬場

使用料につきましては、これまでどおり、建設費

も含めた火葬場に係る全てのコストをご負担いた

だく考えでございます。 

●佐藤 綾委員  私が聞いた質問とちょっと

ニュアンスが違ったかなというふうに思うんです

けれども、この運営費の半額ほどを、市民の負担

とするという根拠は、どこにあるのかとまず思っ

たんですね。それで今のお答えでは、市のコスト

の関係とか、そういうことで、なぜ半額ほどを市

民負担にしたのか。全額というのは、市民以外は

税負担がないということで分かりますけれども、

市民のほうは、半額ほどを市民の負担とするとい

うこの運営費のコストの面では、なぜ半額とする

のかという根拠なんですけれども、それについて

はいかがですか。 

●金綱施設担当部長  なぜ、ランニングコスト

の半額としたのかということでございますが、繰

り返しになりますけれども、火葬場の持続可能な
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運営を確保しますとともに、市民にとって過度な

負担とならないように考えてまいりました。その

中で他都市の事例も参考に検討しまして、今回の

料金の水準としているものでございます。 

●佐藤 綾委員  前段のご答弁でも、受益者負

担という言葉が出ました。今はもう、その負担と

いうのは、受益者負担の考え方に基づいていると

いうふうに思いますけれども、都市計画法第75条

では、国、都道府県又は市町村は、都市計画事業

によって著しく利益を受ける者があるときは、そ

の利益を受ける限度において、当該事業に要する

費用の一部を当該利益を受ける者に負担をさせる

ことができるとあります。それに沿って、例え

ば、本市の1970年、昭和45年から採用している下

水道事業受益者負担金制度では、受益者負担につ

いて、道路や公園といった一般の公共施設と異な

り、整備が完了した区域に、生活環境の改善や土

地の利便性が増したことによる資産価値の上昇と

いった利益をもたらすと定義をしております。要

するに、下水道の整備によって、土地の持ち主の

利益となる土地の利便性と資産価値の上昇という

のが、著しい利益と読み取ることができます。 

 そこでお聞きいたしますけれども、火葬は誰の

受益となり、どういう利益があるとお考えか、伺

います。 

●金綱施設担当部長  火葬場の受益者につい

て、誰の受益になり、どういう利益があるのかと

のご質問でございますが、火葬場を使用する方が

受益者であり、火葬という行政サービスを受ける

ことが利益であると考えております。 

●佐藤 綾委員  今のお答えでは、火葬場を使

用する方というのは、亡くなられた方なんでしょ

うか。お聞きいたします。 

●金綱施設担当部長  火葬場を使用する方とは

誰かというご質問でございました。 

 先ほど答弁申し上げました受益者につきまして

は、亡くなった方ではなく、火葬場を使用し、火

葬という行政サービスを受ける方が受益者と考え

ております。 

●佐藤 綾委員  火葬場は市民に不可欠な施設

です。墓地、埋葬等に関する法律においては、火

葬は火葬場以外の場所で行ってはならないこと、

日本における火葬率は99％であることを踏まえれ

ば、火葬場は一生のうちで、ほぼ利用する施設で

あり、高度の公共性を有していると、国も定義を

しております。受益者負担という考えを反映され

る施設かどうか、公共性の高さについて審議をす

る必要があると考えます。 

 そこで、他自治体の受益者負担の考え方につい

て調べてみました。東京都23区では、公営の火葬

場で、20年前に7,200円だった火葬料に、受益者

負担の考えが取り入れられ、年々引き上げられた

結果、現在５万9,600円などと高騰しており、社

会問題化しています。 

 その東京都の中で、市民は火葬を無料としてい

る八王子市では、受益者負担の適正化に関する基

本方針があり、2024年６月に改定されておりま

す。その方針の中で、受益者負担の負担割合につ

いて四つに区分し、大半の市民が必要とし、民間

では提供が困難な施設について、受益者負担を

０％とし、公益負担を100％という考えに基づ

き、火葬料金を無料としています。 

 本市に隣接する江別市では、使用料・手数料の

見直し方針が作成されており、使用料の性質別負

担割合を定義し、サービスの分類により四つに分

けています。そのうち、市民生活上、ほとんどの

人が必要とするサービスを、必需的サービスと位

置づけて、火葬については受益者負担０％、公益

負担を100％としています。火葬場の公益性につ

いて、性質による施設の分類で、非市場的、必需

的として、道路や河川、学校や図書館と同様に、

基本的に公費で負担する施設と分類して、市民は

無料としているのです。 

 そこでお聞きいたしますが、火葬場の公益性に

ついて、どのように認識しておられるのか伺いま

す。 

●金綱施設担当部長  火葬場の公益性について

の認識についてのご質問でございます。火葬場は
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市民生活に欠かせない施設であり、公衆衛生の確

保などの観点からも、公益性の高い施設であると

認識しております。 

●佐藤 綾委員  本市は、里塚斎場ができたと

きに、特別な控室での受益者負担があると言っ

て、特別控室の利用料２万円に、山口斎場ができ

ると２万3,000円に値上げをしました。受益者負

担の考えでの特別控室を、利用が減ったという理

由で料金を安く設定するということには、受益者

負担の考え方にも矛盾を感じます。 

 また、特別控室の利用料引き下げた分を、火葬

料金に転嫁するということで、火葬そのものに受

益者負担があると突然持ち出しています。受益者

負担のあるという特別控室を減額し、火葬料を高

額で有料化することに根拠が見いだせません。受

益者負担の在り方から言っても、火葬の公益性の

高さから、受益者負担ということはふさわしくあ

りませんが、受益者負担そのものがどうあるべき

かの検討もありません。 

 火葬場は市民が納めた税金で運営をされてお

り、そのコストが上昇した場合でも、市民が納め

た税金で賄うことは、ほぼ全ての市民が利用する

施設として、公益性が市有施設の中でも断トツに

高く、市民に十分理解を得られるものでありま

す。公益性を重視する考えに立つべきであり、市

民の火葬の有料化は反対であることを申し上げ、

私の質問を終わります。 

●坂元みちたか委員  私から１点だけ、犬猫食

禁止に関わるルールの制定について質問をいたし

ます。犬猫食と言っても、ちょっとぴんとこない

と思うんですけど、いぬねこ食と書く犬猫食禁止

に係るルールの制定についての質問でございま

す。 

 コロナの流行も落ち着きまして、札幌市を訪れ

る外国人観光客は、順調に回復をしております。

直近のさっぽろ雪まつりにも、海外から200万人

以上の観光客が訪れたところであります。一言で

200万人と言いましても、本市の人口が200万人で

ございますので、１人に対して１人お招きしたぐ

らいの大変たくさんの方が訪れてくださっており

ます。 

 200万人の市民の民意も、いろんな民意がある

と同様に、海外から200万人がお越しになられま

したら、本当にたくさんいろんな方がいらっしゃ

るわけであります。 

 ところで本市は多様な価値観を、積極的に受け

入れる方針を打ち出しているわけですが、一方、

世界では、犬猫を食べる対象とも見る伝統文化を

持つ国もあり、場合によっては、日本の伝統文化

や価値観とは、相入れないこともあると思われま

す。本市を訪れてくださった観光客や定住者の広

く多様な価値観を損なわないようにすることは、

大切なことではありますが、一方で、日本の伝統

文化を守ることも必要であり、札幌を訪れる外国

の方々を迎えるに当たり、前もって、我が国の伝

統文化にのっとったルールを示すことも必要であ

ると考えます。 

 そこで質問ですが、人と動物が幸せに暮らせる

まちをうたっている札幌市であるからこそ、犬猫

を食することを禁止するルール、これをつくるべ

きと考えますが、いかがか伺います。 

●吉津生活衛生担当部長  犬猫を食することを

禁止するルールをつくってはどうかというお尋ね

について、お答えいたします。 

 海外には犬や猫を食する習慣のある方もいると

いうことを聞いております。一方、札幌を含む日

本国内において、犬や猫は主に癒やしや幸福をも

たらしてくれるペットとして飼われているものと

認識しております。このことから、現時点におい

て、犬や猫を食することを禁止する条例等を制定

する必要性があるとは考えておりません。 

●坂元みちたか委員  実は、令和６年の12月、

去年の年末なんですけども、衆議院におきまし

て、犬猫食を禁止する法整備を進めるべきとの質

問主意書が、実は提出されました。残念ながら政

府からは、現時点において、法整備をして食用を

禁止すべきとは考えていないという回答があった

ところです。私としては、国においても引き続き
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検討が行われることを期待しておりますし、国が

そういうような方向ですと、なかなか市としても

踏み込んでいくのは難しいのかなというところ

は、ちょっと理解するところでございます。 

 犬猫食の習慣は、実は世界中にあるわけではな

くて、主には、韓国、中国をはじめ、ベトナム、

インドネシア、カンボジアなど、東南アジアを中

心に見られる食文化であります。そして、実はこ

れらの国々では、先に韓国で成立した犬猫食禁止

法を受けて、動物愛護団体などのいろいろな働き

かけがあって、同様の法律を求める動きが、非常

に実は顕著なんです。 

 本日、札幌で犬猫食を食することを禁止する

ルールに触れたのは、ちょっととっぴな印象を持

たれた方も多いと思われますが、しかし現在札幌

は、かつてない人数の方々が観光にお越しになっ

ています。そして札幌の場合は、その８割がアジ

アからのお客様となっております。観光の目的と

いいますのは、自分の住んでいるところではでき

ないことを見たり、体験したり、経験すること、

これが観光の醍醐味でございます。となれば、自

国で不可能になったからこそ、犬を食すこと、猫

を食すことを、他国で実現しようというニーズ

は、一定数予想されるところであります。 

 特に本市では、今まさにこの裏の委員会のほう

で、多様な多文化と共生していくことを、高らか

に宣言する条例をつくるべきか否かということ

が、討議されております。そういう状況もありま

すので、本市の場合は、あらかじめルールで禁止

をする必要があるかなと思い至ったわけでありま

す。 

 本市のホームページで調べたところ、令和６年

３月31日現在、犬は登録制度がありますので、匹

数がはっきり分かるんですね。８万3,311頭の登

録されている犬が、札幌市にいます。 

 そして猫は登録制度がないので、はっきりした

数字は分からないんですが、全国的な傾向とし

て、犬よりは猫のほうが多い。1.2倍から1.4倍

じゃないかというデータがありますので、恐らく

猫のほうは、12万頭ぐらい、少なくても見ても10

万頭。合わせると、約20万頭の犬や猫が、この札

幌に住んでおります。200万の札幌市に約20万頭

いらっしゃいます。いらっしゃいますというの

も、ちょっと変かもしれません、います、おりま

す。それで、20万頭の犬猫がいれば、その犬猫を

家族だと思っている方々が、恐らくその3倍ぐら

い60万人ぐらいいらっしゃるわけであります。こ

れは、決して札幌市の中で少ない人数、ボリュー

ムではないかなと感ずるところであります。 

 本市においては、今後もますます外国からの旅

行者や定住者が増えていくことが見込まれますの

で、国の動向なんかもしっかり見据えながら、動

物愛護の観点からも、犬や猫が食べられたりする

ことのないように、60万人の札幌市民が、がっか

りするとか、ショックを受けることがないよう

に、犬猫食の禁止について、ぜひ検討していただ

きたいなという要望を述べまして、私の質問を終

わります。ありがとうございます。 

●丸岡守幸委員  私からは、現在全国的に大変

猛威を振るっておりますノロウイルスによる食中

毒の防止対策について伺います。 

 いつの時代も、市民の衣食住の安全や安心を確

保することは大事なことであり、その中でも食品

の安全確保は、地味な活動ではありますが、札幌

市における大変大きな役割であると考えておりま

す。 

 さて、食中毒は夏に起こりやすいという認識が

ございますが、全国の過去10年間の月別の発生状

況を確認しますと、近年は夏のピーク時以外に

も、冬のノロウイルスによる食中毒が多発してい

る傾向が、見てとることができました。我が国の

ノロウイルス食中毒の発生の状況を見てみます

と、１年を通じて発生は見られますが、11月くら

いから発生件数は増加をし始め、翌年２月から３

月が発生のピークになる傾向がございます。 

 またこの傾向は、札幌市でも同様であり、近年

は主に冬場に発生するノロウイルス食中毒が増加

して、昨年、令和６年札幌市では、このウイルス



 

- 155 - 

食中毒の患者が非常に多い状況にありました。実

際のところ、札幌市において令和６年には、飲食

店で４月に、患者86人と50人のものが２件発生し

ており、５月には患者数50人のものが１件と、立

て続けに大規模なノロウイルスによる食中毒が発

生したところであります。 

 また、記憶の新しいところでは、年末にも飲食

店で患者数49名の食中毒が発生いたしました。さ

らに今年に入って１月28日には、２店の飲食店に

おいて、２件同時に発生しまして、今後もノロウ

イルスによる食中毒の発生が懸念されるというこ

とで、札幌市では、ノロウイルス食中毒警報を発

令して、注意を呼びかけておりました。冬から春

にかけて注意しなければならない食中毒であり、

先月２月10日の市長記者会見でも、市長自らが発

信をされておりました。 

 そこで質問でございますが、まずは、ノロウイ

ルスによる食中毒の主な原因には、どのようなも

のがあるのか、いかがか伺います。 

●西尾食の安全担当部長  ノロウイルスの食中

毒について、主な発生原因についてお答えいたし

ます。 

 ノロウイルスは感染性胃腸炎の原因となるウイ

ルスでございまして、少量のウイルスでも発症す

る場合があります。調理従事者がノロウイルスに

感染していると、手などを介し、食品がウイルス

に汚染され、その食品を食することにより、食中

毒が発生いたします。 

 また、ノロウイルスが取り込まれたカキなどの

二枚貝を、生または加熱不十分な状態で食するこ

とにより、食中毒が発生する場合もございます。 

 実際のところ、全国的に調理従事者を介して汚

染された食品を原因とする事例の割合が、高い状

況にございます。 

●丸岡守幸委員  ノロウイルスの食中毒の原因

が、調理従事者にも由来することがあるというこ

とを、今お聞きいたしまして、実際以前に比べま

すと、事業者も札幌市民の皆さんも、食の安全衛

生に対する対応は、格段に進歩していると実感を

しております。 

 それでも、札幌市の令和５年、６年の食中毒の

発生状況を見てみますと、令和５年が年間で21

件、患者数は101名、令和６年が年間で20件、患

者数は299人となっており、全体の患者数が299人

で、このうちノロウイルスの患者さんが、277人

となっており、実にノロウイルスによるものが９

割以上を占めております。 

 そこで二つ目の質問でございますが、このよう

に、近年、猛威を振るっているノロウイルスの食

中毒を予防するために、札幌市では事業者に対し

て、どのような取組を行っているのか、いかがか

伺います。 

●西尾食の安全担当部長  ノロウイルス食中毒

の発生防止の取組についてお答えいたします。 

 ノロウイルス食中毒の予防の主な対策としまし

ては、調理従事者が就業前に自らの健康状態を確

認し、記録すること。体調不良者は調理を行わな

いこと。手洗いを徹底すること。食材は十分に加

熱すること。このようなことが重要であります。

また、客がノロウイルスに感染していることも想

定して、日頃から施設内を適切に消毒するなどの

予防対策を実施することも重要でございます。 

 これらのことを事業者に対し周知するため、講

習会やホームページなどにより啓発するほか、施

設への立入検査の機会を通じ、指導を行っており

ます。特に食材の流通量が増加する年末において

は、食品衛生監視指導計画に基づいて、多くの施

設に立ち入りまして、重点的に注意喚起を実施し

ております。 

●丸岡守幸委員  札幌市がこれまで様々な取組

を実施してきたということを今、改めて確認させ

ていただきました。食中毒の予防の取組は、これ

は本当に大切なことであると考えますし、食の安

全確保の対策には、これをやればよいという即効

薬、即効性の薬のようなものではなく、日頃から

地道に実施することは重要であり、今後も継続し

て普及啓発に取り組んでいくことを切望いたしま

す。 
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 今し方答弁にもございましたように、ノロウイ

ルスは食品を介して発生する食中毒としてだけで

なく、人から人へ感染する感染症の側面からも、

注意が必要であります。ノロウイルスのような、

食中毒と感染症の両面を持つような、対応が難し

く、また規模も大きくなるような健康被害の事案

への対応として、発生した場合を想定した日頃か

らの模擬訓練といったものを実施していくこと

が、とても有効であると考えております。実際に

事件が起こってからでは、対応がうまくいかない

こともありますので、やはり平常時からの危機管

理体制というものを整備しておく必要があると考

えます。 

 今年度、札幌市では、第３次安全・安心な食の

まち・さっぽろ推進計画を策定しているところ

で、現在市民向けのパブリックコメントが終わっ

たところとお聞きしております。今回その計画案

の中に、健康危機管理対策として、シミュレー

ション訓練を実施していくという内容が盛り込ま

れておりました。 

 そこで質問でございますが、大規模な食中毒が

発生した場合を想定して、健康危機管理対策とし

て、シミュレーション訓練を実施していくとのこ

とでございますが、具体的にはどのような取組を

行っていくのか、いかがか伺います。 

●西尾食の安全担当部長  健康危機管理シミュ

レーション訓練についてお答えいたします。 

 この取組の目的は、札幌市内で食中毒や感染症

による大規模な健康被害が発生した場合を想定

し、行政と事業者が合同の模擬訓練を実施するこ

とで、双方の危機管理能力の向上を図ることでご

ざいます。例えば、ホテルや避難所、大型イベン

トにおいて、健康被害が発生したと想定し、情報

を探知した際の初動体制や、迅速な情報共有、被

害拡大の防止のための対応訓練を、グループワー

ク形式で行うことを予定しております。また、実

施に当たっては、対面型の訓練だけではなく、オ

ンライン型訓練の実施も検討するなど、参加しや

すい環境を整備し、人数の拡充を図ってまいりた

いと考えております。 

●丸岡守幸委員  札幌市が考えている取組の内

容について、確認させていただき、理解いたしま

した。 

 最後に要望でございます。食は私たちの生命や

健康を支える基盤として、毎日の暮らしに必要不

可欠なものでございまして、食の安全が確保さ

れ、市民の皆さんが安心して食を楽しめること

は、極めて重要なことであると考えます。 

 特に、これからの季節は、歓送迎会などの多く

の方々が飲食店で懇親会を行います。楽しい宴会

の後に食中毒になってしまった。それでは、お客

さんも、飲食店側も、大変なことになりますの

で、しっかりと対応していただきたいということ

を、要望させていただきますとともに、楽しい宴

会でいいますと、私もそうですが、これから春に

向かって、歓送迎会、宴会はありますけれども、

しっかりと札幌市が推奨しております、2510（ニ

コッと）スマイル宴、食品ロス、こちらのほう

も、しっかり意識をしていただきたいとお願いい

たしまして、私の質問を終わらせていただきま

す。 

●山田一郎委員  私からは帯状疱疹ワクチンの

定期接種についてと、本市における生活習慣病予

防の取組状況と今後の展開について、２点質問い

たします。 

 まず、帯状疱疹ワクチンの定期接種について伺

います。先ほど好井委員の鋭い質問で、開始の時

期であったりですとか、条件、考え方等を伺いま

して、ほかの政令市でもやっているところもあり

ますが、様々な価格がある中で、今回の考え方の

確認になったということは、本当に粟崎局長をは

じめとして、保健福祉局の皆様の思いを感じ取っ

たところでもあります。 

 それでは私からは、定期接種の対象年齢につい

て伺いたいと思います。今ありましたとおり、令

和７年度から、４月１日から帯状疱疹ワクチンの

定期接種が開始となります。現在は任意接種であ

り、全額自己負担でありますが、全国では700以
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上の自治体が、独自に接種費用の助成を行ってお

り、その多くが50歳以上を対象としている状況で

あります。 

 これに対し、来年度開始となる定期接種では、

対象者は原則65歳となっており、60から64歳でヒ

ト免疫不全ウイルスにより免疫機能に障害があ

り、日常生活がほとんど不可能な方も対象となっ

ております。また、定期接種開始時点で65歳を超

えている方に係る経過措置として、令和７年度か

ら５年間は、70歳から５歳刻みで100歳までの方

と、令和７年度は101歳以上の方も、全員対象と

なりますが、独自助成を行っている多くの自治体

では50歳以上であれば、いつでも対象となるのに

対し、対象年齢はかなり限定されております。 

 そこで質問ですが、帯状疱疹ワクチンの定期接

種について、なぜ、対象年齢は65歳を基本として

いるのか伺います。 

●前木感染症担当部長  帯状疱疹ワクチンの定

期接種の対象年齢についてのご質問でございま

す。 

 定期接種の対象年齢については、国の厚生科学

審議会の専門部会において、検討が行われまし

た。帯状疱疹の発症率は、70歳代がピークとなる

ことから、ワクチンの有効性が70歳頃に十分に発

揮されるよう、国において、定期接種の対象年齢

は65歳と決定されたものと認識しております。 

●山田一郎委員  国による部分で、65歳という

形でございました。対象年齢が、これは経過措置

も含めると、65歳以上、５歳刻みということであ

ることに加えて、効果や自己負担額が異なる、先

ほどの好井委員のところでもありましたが、２種

類のワクチンがあるなど、非常に複雑な制度と

なっております。一部公費負担で接種できる定期

接種の対象となるのは、生涯で一度だけであるこ

とから、この機会を逃すことがないよう、対象と

なる市民には、確実に周知するとともに、丁寧な

情報提供が必要と考えます。 

 そこで質問ですが、帯状疱疹ワクチンの定期接

種開始に当たり、どのように周知を行うのか伺い

ます。 

●前木感染症担当部長  帯状疱疹ワクチンの定

期接種の周知についてのご質問でございます。対

象となる方に確実に情報が届くよう、対象となる

年度において、個別通知を行う予定でございま

す。個別通知は、令和７年夏頃までに行い、２種

類のワクチンの自己負担額のほか、効果、副反応

など、それぞれの特徴が分かるよう、必要な情報

を掲載したお知らせと、接種実施医療機関リスト

を送付する予定でございます。 

 また、ホームページや広報さっぽろなど、様々

な媒体も使って、広く周知してまいります。 

●山田一郎委員  通知としては、個別通知で

送っていくというような形でございまして、幅広

く市民の方に分かるように、通知をいただければ

と思います。 

 次に、ワクチンの安全性について伺います。定

期接種で接種できる２種類の帯状疱疹ワクチン

は、いずれも帯状疱疹やその合併症である帯状疱

疹後神経痛への予防効果が認められております。

しかしながら、どのワクチンにもベネフィットと

リスクがあり、ワクチンの効果を期待する一方

で、接種後に副反応が起きる可能性があるため、

安全性について心配する声も、少なくないと思わ

れます。 

 そこで質問ですが、定期接種で使用される２種

類の帯状疱疹ワクチンの安全性についての情報提

供は、どのようにするのか伺います。 

●前木感染症担当部長  帯状疱疹ワクチンの安

全性についてのご質問でございます。 

 国の審議会で、いずれのワクチンも安全性が確

認されているものの、接種後に副反応が生じる可

能性があることから、それについて情報提供する

必要があると考えております。 

 例えば、生ワクチンは接種を受けた方の３割以

上に、接種部位に赤みが生じるとの報告があり、

組換えワクチンは、接種を受けた方の７割以上

に、接種部位の痛みの報告があるなど、副反応の

情報について、個別通知等でお知らせする予定で



 

- 158 - 

ございます。 

 また、ワクチン接種においては、極めてまれ

に、副反応により重篤な健康被害が発生し、治療

を要したり、障害が残る場合があるため、国の予

防接種健康被害救済制度についても、案内する予

定でございます。 

●山田一郎委員  これは、ワクチンだと、どの

ワクチンでも確かに言えるところで、今回皮下注

であったり筋注であるので、それはもうワクチン

の副反応では変わってくるんですけれども、その

部分については、市民の不安を少しでも軽減でき

るように、対応をお願いします。 

 ただ、帯状疱疹というのは、厚労省のデータで

も50代から発症リスクが高まり、早期の予防が重

要とされております。全国の多くの自治体が、50

歳以上を対象に助成を行っている一方で、今回の

定期接種制度では、対象年齢が65歳ということで

ありますので、これは十分な周知と適切な情報提

供、これが求められると考えます。 

 また、ワクチンの選択肢や副反応に関する情報

提供が不十分でありますと、このせっかくの定期

接種の機会、これを逃してしまう市民が出てくる

かもしれません。今回この制度が複雑であるから

こそ、市民が安心して接種を受けられるよう、丁

寧な説明と分かりやすい情報発信を求めて、次の

質問に移ります。 

 次に、本市における生活習慣病予防の取組状況

と、今後の展開について伺います。現在策定が進

められている健康さっぽろ21案は、市民の健康づ

くりの方向性を示す重要な計画であり、その中

で、健康寿命の延伸と健康格差の縮小を目指し、

健康的な生活習慣の実践、生活習慣病の発症予

防、重症化予防の徹底を図ることが掲げられてお

ります。具体的には、栄養、食生活、身体活動、

運動、健康行動などの分野での取組が、進められ

る予定となっています。 

 一方、この第２次計画の最終評価では、様々な

取組の成果として、がんや脳血管疾患等の年齢調

整死亡率は低下したものの、メタボリックシンド

ローム該当者及び予備群の割合や、高血圧、脂質

異常、糖尿病と指摘された方の割合など、悪化し

ている項目もあるとされています。特に糖尿病や

高血圧は、慢性腎臓病を引き起こす主な要因であ

りますが、この慢性腎臓病、これは新たな国民病

ともいわれており、患者数は推計約2,000万人

で、成人の約５人に１人が罹患していると言われ

ております。慢性腎臓病は放っておくと、末期腎

不全となって、人工透析や腎移植を受けなければ

生きられなくなってしまうこともあり、生活習慣

病の重症化予防が、慢性腎臓病の進行抑制にもつ

ながると考えております。 

 そこで質問ですが、本市における生活習慣病予

防の取組状況と、今後の展開についてお伺いしま

す。 

●西村ウェルネス推進部長  ただいまご質問の

ございました生活習慣病予防の取組状況と、今後

の展開についてお答えいたします。 

 生活習慣病予防対策といたしましては、まずは

市民一人一人が日常生活の中で、食事や運動など

望ましい生活習慣を身につけ、定期的な健康診査

などで、自らの健康状態を確認することが重要で

ございます。そのため、各区保健センターで生活

習慣病の予防や健康増進等に関して、医師、保健

師、管理栄養士等が、健康教室を実施したり、誰

もが気軽に参加できる商業施設での健康測定会な

どのイベント等を活用し、市民の健康意識の向上

や健康行動の変容を促す取組を実施してございま

す。 

 今後は、健康的な生活が習慣となり、生活習慣

病予防に関心のある市民を増やしていくという考

えの下、誰もが健康行動に取り組むことができる

よう、ライフステージに応じた健康づくりに関す

るリーフレット等を作成し、札幌市のホームペー

ジへ掲載するなど、情報の発信に努めてまいりま

す。 

 また、企業や大学等との連携を強化し、地域に

おける健康づくりに関するイベントを拡充するな

ど、一層市民の健康行動が促される環境づくりを
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進めてまいります。 

●山田一郎委員  今の答弁で、生活習慣病対策

として、定期的な健康診査を受けることで、自ら

の健康状態を把握することが重要であり、保健セ

ンターでの健康教室、イベント等を活用した市民

の健康意識や、健康行動を変えるための取組をさ

れているとのことでありました。 

 また、それを促すために、今後は誰もが健康行

動に取り組むべきことができるよう、ライフス

テージに応じた健康情報の発信や、健康行動が促

される環境づくりを進めていかれるとのことであ

りました。 

 一方で、メタボリックシンドロームの予防や、

重症化予防のために実施される特定健康診査、こ

れは現在、各健康保険の保険者が主体となって実

施する仕組みとなっており、その結果から、生活

習慣病の重症化予防が必要な方に対して、各保険

者が適切な対応を行うことが求められていると考

えております。例えば、慢性腎臓病は初期段階で

は自覚症状がなく、気づかないうちに進行する隠

れ腎臓病とも呼ばれております。そのため、特定

健診で測定される尿たんぱくや、ＥＧＦＲなどの

データを活用し、慢性腎臓病の早期発見、重症化

予防に積極的に取り組むことが、重要ではないか

と考えます。そこで保険者の一つである札幌市国

保において、特定健診、とくとく健診の結果を活

用し、慢性腎臓病を含む生活習慣病の重症化予防

のために、医療機関への受診を促す取組をどのよ

うに行っているのかお伺いします。 

●小野寺保険医療部長  札幌市国保における生

活習慣病の重症化予防のための取組についてのご

質問でした。 

 札幌市国保では、特定健診の結果、生活習慣病

が重症化する可能性の高い方のうち、未治療の方

に対して、保健師等の専門職が受診勧奨を実施し

ております。具体的な対象者は血糖値、心電図、

尿検査等で異常があり、慢性腎臓病をはじめ、脳

梗塞や狭心症などにつながる可能性の高い方であ

りまして、毎年1,000人前後の方に勧奨を実施し

ているところです。 

 この勧奨に当たりましては、電話や手紙のほ

か、特に重症化リスクが高い方には、保健師等が

訪問して、最寄りの医療機関や専門医の受診を促

すなど、丁寧にアプローチしているところです。

こうした取組を通じまして、少しでも治療につな

げ、国保加入者の健康の維持・増進を図ってまい

りたいと考えております。 

●山田一郎委員  本日のいろいろな質疑でも、

やはり健康寿命の延伸という言葉も、いろいろ出

てきてはいるんですが、結局のところやっぱり何

よりもこの予防というのが、すごく重要になって

くると思います。先ほどの帯状疱疹のワクチンで

も、やはり予防というような部分もありますの

で、同様に生活習慣病に関しても、発症を防ぐこ

とが最も効果的な対策であり、発症後の重症化、

これを防ぐためにも早期発見、早期対応の強化が

求められると思っております。 

 今回は少し慢性腎臓病という形で取り上げまし

たが、現在札幌市の北部、東区、北区、石狩のエ

リアでは、さっぽろ北部ＣＫＤねっとといったも

のが立ち上がり、地域ぐるみで慢性腎臓病の対策

を進めるためのネットワークの構築が進められて

おります。こうした取組はやはり啓発、早期発

見、発症予防、進行抑制、悪化防止など、それぞ

れの段階での対策を、効果的に進めるために不可

欠であり、本市におきましても、より広範囲な

ネットワークの構築と連携強化、これを積極的に

推進していくことを求めて、私の質問を終わりま

す。 

●森山由美子委員  私からは、ＨＰＶワクチン

のキャッチアップ接種の経過措置について、たば

こ対策について、がん患者のウィッグ及び乳房補

正具購入費助成事業についての３項目について、

順次質問をいたします。 

 最初にＨＰＶワクチンのキャッチアップ接種の

経過措置について質問をいたします。子宮頸がん

の予防のためのＨＰＶワクチンについては、接種

後に体の痛みなどの症状の報告があったことを受
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けて、ワクチンの効果と安全性が確認されるま

で、一時的に積極的な接種の呼びかけが中止され

た時期があり、この間に接種の機会を逃した女性

が、無料で接種を受けられるよう、令和４年度か

らキャッチアップ接種を実施しており、今年度が

最終年度となっております。 

 日本では全国で毎年約１万人の女性が子宮頸が

んとなり、年に約3,000人の方が亡くなってお

り、子宮頸がんは、子育て世代の母親が、小さな

お子さんを残して亡くなるケースもあることか

ら、マザーキラーとも呼ばれております。 

 この子宮頸がんを予防する効果が期待されてい

るのがＨＰＶワクチンであり、キャッチアップ接

種の対象となっている平成９年度から平成19年度

生まれの女性が、このワクチンを接種する機会を

再び逃すことがないよう、対象の方に行政から

しっかりと周知することが、私もかねてより重要

と考えておりました。 

 そこで質問ですが、札幌市ではキャッチアップ

接種について、これまでどのように対象者に対し

て周知を行ってきたのか伺います。 

●前木感染症担当部長  ＨＰＶワクチンの

キャッチアップ接種に係る周知についてのご質問

でございます。 

 対象者には、キャッチアップ接種が開始された

令和４度以降、毎年度個別通知を送付し、接種を

検討するよう勧めております。さらに、ホーム

ページや広報さっぽろなどへの掲載に加え、対象

者が10代から20代の女性であることから、ＳＮＳ

も積極的に活用し、周知に努めているところでご

ざいます。 

●森山由美子委員  厚生労働省のデータによる

と、令和４年度の全国のキャッチアップ接種の接

種状況について、令和４年度のキャッチアップ接

種の対象者の初回接種の実施回数を、その年度の

キャッチアップ接種の対象年齢の人口で割って求

めた接種率は、全国平均では6.1％、北海道は

4.7％とのことであります。このデータはキャッ

チアップ接種の対象者のうち、定期接種などで接

種済みの人数を除外していないことなどから、実

際の接種率より低い値となっているということは

認識をしておりますが、積極的な接種の呼びかけ

を再開し、キャッチアップ接種を開始した初年度

の接種率としては、伸び悩んでいる状況にあった

と見受けられます。 

 そこで質問ですが、札幌市でのキャッチアップ

接種の接種状況は、どのようになっているのか伺

います。 

●前木感染症担当部長  キャッチアップ接種の

接種状況についてのご質問でございます。 

 令和４年度のキャッチアップ接種の対象者数は

約８万2,000人で、初回接種を受けた方は3,136人

であり、厚生労働省と同様の方法で計算すると、

接種率は3.9％となりました。 

 令和５年度は対象者数約９万2,000人に対し、

初回接種を受けた方は4,814人であり、接種率は

5.2％でございました。 

 キャッチアップ接種の最終年度となる令和６年

度については、対象者数約10万2,000人に対し、

今年１月までに初回接種を受けた方は、１万

1,832人で、接種率は11.5％となっており、接種

件数、接種率ともに、令和５年度の２倍以上と

なっております。 

●森山由美子委員  キャッチアップ接種は、今

年度が最終年度とされており、無料で接種できる

のが令和７年３月までとなっておりましたが、昨

年の夏からＨＰＶワクチンの需要が急増し、ワク

チンの出荷が一時制限され、希望しても接種を受

けられない方が出たことを受けて、国は経過措置

を設けることとし、条件付で接種期間を１年間延

長する方針を出しました。この経過措置は必要と

される３回の接種のうち、１回は今年３月末まで

に接種することが条件となっており、キャッチ

アップ接種の対象者と、今年度が定期接種の最終

年度となっている高校１年生に相当する年齢の女

子、具体的には、平成９年度から平成20年度生ま

れの女性が対象となっております。 

 ＨＰＶワクチンは全額自己負担で接種する場
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合、３回で約９万円と高額の接種費用がかかりま

す。希望される方が確実に無料で接種できる機会

を逃がさないことは重要です。 

 そこでこの経過措置についての質問です。ＨＰ

Ｖワクチンの経過措置について、札幌市では対象

者に対し、どのように周知を行っているのか伺い

ます。 

●前木感染症担当部長  キャッチアップ接種の

経過措置に係る周知についてのご質問でございま

す。今年度中の接種開始について周知するため、

ホームページ、広報さっぽろ、ＳＮＳ、報道機関

への情報提供、地下歩行空間や、地下街のデジタ

ルサイネージへの掲示のほか、市内の高等学校

へ、ポスターの掲示を依頼するなど、幅広く周知

を行っております。 

 また、今年度が定期接種の最終年度であり、今

回の経過措置の対象となる高校１年生の女子約

5,000名に対しては、２月に個別にリーフレット

を送付したところでございます。 

 さらに、接種医療機関の情報に加え、札幌市産

婦人科医会などのご協力をいただき、より多くの

対象者が接種を受けやすいように、平日の夕方や

土日に、接種を実施している医療機関の情報も

ホームページに掲載しております。来年度は、令

和４年度から令和６年度の間に、初回接種を受け

たものの、完了していない方が、期間内に接種を

完了するよう、令和７年夏頃までに個別通知を予

定しております。 

●森山由美子委員  今月まで、もう本当に、も

うあと３週間ぐらいになりますけれども、本当に

残り僅かですが、３月になって私の周りでも、非

常に駆け込み接種が増えているという声も、医療

現場とか、また親御さんからも聞いております。

とにかく一人でも多くの方が接種の機会を逃さな

いよう、あらゆることを最後までやっていただく

ことを切にお願いしまして、次の質問に移りま

す。 

 次に、たばこ対策について、質問をいたしま

す。まず、たばこ対策についての経過についてで

すが、受動喫煙防止対策について定めた健康増進

法が、平成14年に公布され、平成30年、望まない

受動喫煙をなくす、受動喫煙による健康への影響

が大きい子ども、患者などに配慮する、施設の種

類や場所に合った対策を実施しますという三つの

趣旨で、健康増進法が大きく改正をされました。 

 そして現行の改正健康増進法が、令和２年４月

１日に、全面施行となったところで、こうした長

い道のりを経た結果、受動喫煙についての取組は

強化されてきたものと認識をしております。 

 一方で、札幌市の喫煙率は、政令市の中で依然

として高い状態が続き、また、受動喫煙に関する

苦情も多いと聞いており、継続的な受動喫煙対策

の取組が欠かせないところです。 

 そこで質問ですが、本市ではどのような受動喫

煙対策を実施しているのか伺います。 

●秋野歯科保健担当部長  たばこ対策について

お答えをさせていただきます。 

 まず、本市における受動喫煙対策についてでご

ざいますが、札幌市では、市民、事業者、行政な

どが連携・協力し、受動喫煙防止を広めていくこ

とを目指し、令和２年２月に、さっぽろ受動喫煙

防止宣言を行ったところであります。この宣言に

基づき、毎年度、飲食店の実態調査を行い、店舗

が喫煙可能かどうかなどの喫煙環境を示す標識の

掲示が、適切かどうかの確認を行い、指導を行っ

ております。また、昨年10月に地下歩行空間に

て、札幌薬剤師会と連携し、くすりと健康のクイ

ズ＆パネル展などを開催するなど、受動喫煙防止

の普及啓発に取り組んでいるところであります。 

●森山由美子委員  たばこ対策は受動喫煙の防

止とともに、禁煙を支援する取組を並行して展開

し、喫煙者自体の減少につなげることも必要で

す。令和３年から広く国内の禁煙外来で使われて

いた禁煙補助薬が出荷停止となり、いまだ市場に

流通していない状態ではありますが、禁煙外来以

外でも、禁煙を支援する取組が求められていると

ころです。 

 そこで質問ですが、本市の禁煙の支援に関する
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取組について伺います。 

●秋野歯科保健担当部長  禁煙支援に関する取

組についてでありますが、さっぽろ受動喫煙防止

宣言では、受動喫煙対策のみならず、重点的な視

点として、禁煙したい人を応援しますと掲げてお

りまして、禁煙に向けた市民の相談先を増やすと

いうことは、大変重要と考えております。 

 そこで来年度から、札幌薬剤師会が認定をいた

します薬剤師が、薬局におきまして、市民の相談

を受けたり、クリニックを紹介するなど、市民の

禁煙を支援することを現在検討しており、この認

定に当たりましては、札幌薬剤師会と札幌市が共

催で、この認定研修を開催する予定としておりま

す。 

 第一回目の研修は、令和７年８月後半の開催を

目指すとともに、令和８年度以降においても、年

１回程度の継続開催を検討しているところであり

ます。今後も宣言に基づきまして、受動喫煙対策

及び禁煙支援について、効果的な取組を検討して

まいりたいと考えております。 

●森山由美子委員  たばこ対策は、がん対策に

もつながる重要な施策と認識をしております。こ

れまでも様々な観点から、対策の強化を主張して

きたところです。禁煙支援薬剤師の新たな取組が

禁煙支援の一助になることを大いに期待し、この

質問を終わります。 

 最後にがん患者のウィッグ及び乳房補正具購入

費用助成事業について質問をいたします。国の第

４次がん対策基本計画では、がん予防、がん医

療、がんとの共生を主な取り組むべき分野と掲げ

ており、がんとの共生においては、治療に伴う見

た目の変化に対応するアピアランスケアが、がん

患者の社会的な問題に応えるものとして、盛り込

まれております。 

 政令市におけるがん患者のウィッグ助成事業に

ついては、令和５年度には、20政令市中13市で導

入される状況となっておりました。令和６年第１

回定例会予算特別委員会にて、我が会派よりアピ

アランスケアについて質問をしましたところ、令

和６年度より本市も、ウィッグ等の費用助成事業

を開始するとの答弁であり、札幌市においても、

昨年の６月から申請が始まったところです。 

 また、申請に当たっては、手術や化学療法で抵

抗力が減少しているがん患者に配慮し、自宅など

でもできるオンライン申請も受け付けていると承

知をしているところです。 

 そこで質問ですが、ウィッグ、乳房補正具、人

工乳房、それぞれの直近の申請状況や申請の方法

について伺います。 

●秋野歯科保健担当部長  がん患者のウィッグ

及び乳房補正具購入費用助成事業についてお答え

をいたします。 

 まず、申請状況等についてでありますが、申請

受付を開始した６月から12月末までの７か月間

で、ウィッグの申請が732件、補正下着の申請が

260件、人工乳房補正具の申請が５件、合計997件

の申請があり、当初の想定としておりました年間

877件を既に上回る申請をいただいているところ

であります。申請方法につきましては、52％の方

がオンライン上での申請となっており、がん患者

の負担軽減につながっているものと認識をしてお

ります。 

●森山由美子委員  我が会派で視察をしました

浜松市でも、子どもを含めた助成がなされており

ましたが、がんは高齢者のみならず、現役世代や

子どもなど、全年代の方が罹患する可能性がござ

います。また。女性特有のがんがあるなど、ケア

を必要としている層が大変、もう本当に幅広い疾

患です。 

 そこで質問ですが、申請者の年齢や性別は、ど

のような構成になっているのか伺います。 

●秋野歯科保健担当部長  申請者の年齢や性別

についてでありますが、まず、申請者の性別につ

きましては、99％が女性となってございます。 

 また、年齢層につきましては、10代から80代ま

で幅広い年齢の方から、申請がある状況でござい

ます。 

 中でも51歳から65歳の方が、最多の42％。次い
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で36歳から50歳までが、28％となってございま

す。合わせて36歳から65歳までの申請者の方が、

７割となっておりまして、働く世代のがん患者の

社会活動の支援に、有効だというふうに考えてお

ります。 

●森山由美子委員  申請数が非常に予想を超え

ていたとのこと、申請者は女性が中心であり、働

き盛りの世代からの申請が多いとのことでござい

ました。 

 我が会派にも、本助成制度を申請しました。助

成制度が実現して本当によかった。待ち望んでい

た。大変助かります。乳がんが分かった方から

は、直接経済的な補助があると聞き、治療に対し

ての不安が、非常に軽くなりましたなど、生の声

がたくさん届いており、その喜びの声を肌身で実

感をしているところです。 

 医療技術の進歩により、早期治療によるがん生

存率が高まっている中、治療を続けながら社会生

活を送る方が増えており、がん患者に寄り添うと

いう視点が、より一層重大な時代となっていると

考えます。 

 そこで質問ですが、導入初年度の本事業に対し

て、札幌市はどのように評価をし、また今後どの

ように取り組むのか伺います。 

●秋野歯科保健担当部長  事業に対する評価

と、今後の取組についてでありますが、助成決定

通知の送付後、およそ３か月以上経過した利用者

に対しまして、昨年11月よりアンケート調査を

行っており、12月末現在で200件の回答があった

ところであります。このうち９割の方から、購入

したウィッグや補正具の着用によって、自分らし

い日常生活を送れると感じたとの回答が得られた

ところであります。先ほど答弁をいたしました申

請状況や、こうしたアンケート結果を踏まえます

と、札幌市といたしましては、本事業はがん治療

に伴う外見の変化や、社会活動の参加に対する不

安を和らげ、誰もが自分らしく活躍できるため

に、大変有効であると評価をしているところであ

ります。 

 そこで来年度は、500万円の予算増額を行いま

して、支援が必要な方への助成を行うとともに、

ウェルネスイベント等を通じまして、本事業の一

層の周知啓発に努めてまいりたいと考えておりま

す。 

●森山由美子委員  来年度予算額500万円増と

いうことでございました。本当に対象者の９割が

補正具の着用によって、自分らしい日常生活を送

れたという回答は、大変によかったなというふう

に思っております。今後もがんの予防、検診の向

上と合わせまして、がん患者の心のつらさに対し

ても、積極的に札幌市として支援を継続し、外見

が変化したことでの大きな苦痛、つらさを和ら

げ、その人がその人らしく生きることを支援して

いただけますよう、大いに期待をしまして、私の

質問を終わります。 

●北村光一郎委員  私からは、今般の予算特別

委員会、たくさんの受益者負担のための予算とい

う形で、これは経済の高騰、並びに人件費の高騰

ということで、各施設の値上げについての予算が

提案をされたところでございます。受益者負担だ

なと思っておりました。それで、その中から私も

先ほど佐藤委員がお話しした、火葬場料金の制度

の見直しについて、２点ほど伺わせていただきた

いと、そのように思います。 

 我が会派では、火葬場の料金制度見直しに当

たっては、市民理解を得ていくことが大変重要と

してきたところでございます。火葬場使用料の見

直しについては、令和６年第３回定例会厚生委員

会において、市民議論を踏まえた新たな料金制度

の考え方について報告があり、パブリックコメン

トが11月15日から実施をされました。その実施結

果については、２月にホームページで公開されて

おり、14人から26件の意見が寄せられたとのこと

でありました。 

 そこで質問ですが、パブリックコメント等の結

果を踏まえた市民理解を、どのように考えている

のかをお伺いいたします。 

●金綱施設担当部長  火葬場の料金制度の見直
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しについて、お答えいたします。 

 見直し案に対する市民理解について、どのよう

に受け止めているかとのご質問でございますが、

火葬場の料金制度の見直しにつきましては、委員

ご指摘のとおり、市民の理解を得ることが何より

も大切であるとの認識の下、昨年度はアンケート

調査やワークショップを実施する中で、市民のご

意見をお聞きし、新たな料金制度の素案に反映さ

せたところでございます。 

 また、今年度は広報さっぽろやシンポジウム、

パネル展などの開催を通じまして、現状の課題や

料金制度の在り方等について、幅広く説明を行っ

てきたところでありまして、新たな料金制度の案

は、時間をかけて丁寧にご説明し、市民議論を重

ねて、構築してきたものでございます。 

 このような取組を経て、昨年11月に実施しまし

たパブリックコメントでは、お寄せいただいたご

意見26件のうち、無料継続を求める声も６件ござ

いましたが、有料化への賛成を前提としたご意

見、例えば、時間帯別に料金を分けることや、物

価や人件費を踏まえて、随時料金を改定すべきな

ど、火葬場が抱える現状と課題をご理解いただい

た上での意見も、複数寄せられたところでござい

ます。 

 加えまして、今年度に実施したシンポジウム等

の来場者に対するアンケート調査におきまして

も、161件のうち８割以上の方が、有料化に肯定

的なご意見であり、このことからも、有料化につ

いては、おおむねご理解をいただけたものと認識

しております。 

●北村光一郎委員  パブリックコメントの実施

に先立って、広報さっぽろへの情報掲載や、シン

ポジウムの開催などを通じて、市民議論を重ねて

きた結果もあり、新制度案について、おおむね理

解をいただけたのではないかとの答弁でありまし

た。 

 ただ、火葬場については、誰もがいつかは利用

する施設であるとともに、民間の代替施設がない

という施設でもあります。このような施設におい

て、特に市民の火葬炉使用料については、これま

で無料としてきたところを、ランニングコストの

一部とはいえ、新たな負担を求めるものとなるこ

とを踏まえれば、亡くなられた方と、その最後の

お別れを心穏やかに過ごしていただけるような取

組を、より一層進めていくべきと考えます。 

 そこで質問ですが、火葬場のサービス向上につ

いて、今後どのように取り組んでいく考えかをお

伺いいたします。 

●金綱施設担当部長  火葬場のサービス向上に

関する今後の取組についてでございますが、ご指

摘のとおり、火葬場はご遺族の感情に配慮し、最

後のお別れの場にふさわしいサービスの提供に努

める必要があると認識しております。 

 昨年３月からは、火葬場の受付方法に予約制を

導入しまして、火葬場に到着してから入場するま

での待ち時間を、大幅に短縮しましたほか、今回

の条例改正案は、市民の特別控室の使用料を大幅

に引き下げる内容としており、より多くの方に、

個室で心穏やかにお過ごしいただくとともに、深

刻化している待合ロビーの混雑も緩和してまいり

たいと考えているところでございます。 

 また、今後ますます火葬件数の増加が見込まれ

る中、現在、休場日としております友引の日につ

いて、令和８年度からの開場を目指して、検討を

進めるなど、引き続き市民ニーズを踏まえなが

ら、サービスの向上に努めてまいりたいと考えて

おります。 

●北村光一郎委員  先般私は、沖縄県におい

て、宿泊産業の生産性向上を実現するための実証

実験施設であるタップホスピタリティラボ沖縄と

いうところを視察してまいりました。大手ソフト

ウエア企業やロボット製作企業を中心に、約60社

が参画し、業務のデジタル化、ＤＸ化による労働

生産性向上、顧客満足度向上に向けた実証実験を

行っており、タッチパネルによる受付や、ロボッ

トによる接客など、近未来のホテルを体験し、そ

の技術の進歩に驚くとともに、将来の様々な分野

における活用の可能性を感じました。火葬場にお
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いても、インターネットを活用した予約システム

の導入というＤＸ化により、混雑緩和の効果が

あったとのことであり、火葬場といった施設にお

いても、例えば、売店等のキャッシュレス化な

ど、ＤＸ化によるさらなるサービスアップが見込

めると考えています。 

 また、里塚の火葬場の建て替えもあると聞いて

おります。今後も他都市の火葬場の先進事例を参

考とするのはもとより、他業種や民間企業の先進

的な取組も積極的に取り入れ、最後のお別れの場

としてふさわしい火葬場の整備運営を続けていく

ことを要望して、質問を終わらせていただきま

す。 

●丸山秀樹委員  本日最後の質問者となりまし

たので、よろしくお願いいたします。私からは高

齢社会における二つの大きな課題について、質問

をさせていただきたいというふうに思います。 

 一つ目は、高齢者に対する低栄養対策について

でございます。二つ目は、終活についてお伺いを

いたします。 

 最初に高齢者に対する低栄養対策について伺い

ます。我が会派は、高齢者が健やかに自分らしい

暮らしを、少しでも長く続けることができるよ

う、介護予防やフレイル対策の充実の必要性につ

いて、これまでも訴えてきたところでございま

す。日本老年医学会が提唱されておりますフレイ

ル対策では、欠くことができない三つの要素とし

て、その一つ目として適切な運動、二つ目に社会

とのつながり、そして三つ目に、栄養の維持を掲

げております。高齢になりますと、様々な要因に

より、食欲不振から体重が減少し、低栄養状態と

なることが少なくありません。高齢者の一人暮ら

しや、体力の低下により、社会参加が減り、食事

量の減少を招いていることを要因として挙げるこ

とができるかと思います。特に、配偶者や知人と

の死別等による孤独な食生活が要因となる場合が

多いというようにも感じられます。 

 さらに高齢者は、多くの疾患が併存しているこ

とから、多くの薬剤が処方されており、薬剤の副

作用により、食欲低下が起こっているということ

もございます。さらに、虫歯や歯周病の悪化によ

る歯の欠損や、入れ歯の不適合により食事がうま

く摂取できないこともあります。その他、認知機

能の低下や精神的なストレスといった心の健康が

影響している場合もあり、健康に対する懸念材料

というのは、非常に尽きないということが言えま

す。 

 そうした中、栄養不足状態が続いてしまいます

と、筋肉量が大幅に低下をいたしまして、日常生

活に支障が出るサルコペニアと言われる状態に

陥ってしまいます。このサルコペニアになります

と、転倒しやすくなり、骨量も低下いたしますの

で、骨折の危険性も増加をいたします。また、低

栄養状態は、全身の免疫機能も低下し、肺炎など

の感染症も引き起こしやすくなるということもご

ざいます。これらが重なると、寝たきり状態や死

に至る危険性もございます。 

 このように、高齢者の低栄養は様々な要因に

よって引き起こされる可能性があり、また、寝た

きりの感染症予防のためにも、早期の積極的な介

入が必要である、極めて重要であるともされてい

るところであります。 

 私もこれまで数多くの一人暮らしの高齢者の方

と縁をして、様々な相談を受けてまいりました

が、特に男性の一人暮らしの方の中には、生活リ

ズムにめり張りがなくなり、食事も不規則で、１

日３食のうち、意識した食事は１食、ほかはパン

やインスタント、総菜のみといった具合で、何と

か一人暮らしは続けておりますけれども、当然、

体力も落ちてきているのではないかと、心配に

なってしまう方もいらっしゃいます。 

 札幌市の介護予防事業に関わっている理学療法

士の先生によれば、こうした低栄養状態が心配な

高齢者は、非常に多いということで、低栄養のリ

スクの高い高齢者をターゲットとする対策を、実

施すべきではないかというご意見も寄せられてい

ると伺っております。 

 そこで最初の質問ですが、高齢者の低栄養対策
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について、現在、札幌市が実施している取組につ

いて、お伺いをいたします。 

●秋野歯科保健担当部長  まず、高齢者に対す

る低栄養対策について、お答えをいたします。 

 札幌市が実施をしている現在の取組についてで

ありますが、高齢者の低栄養対策は、厚生労働省

も介護予防の重要な取組の一つとして位置づけて

おり、札幌市におきましても、介護予防事業の一

環として、低栄養対策に取り組んでいるところで

あります。具体的な事業内容といたしましては、

食のボランティアであります札幌市食生活改善推

進員が、市内各所で開催される介護予防教室等に

出向きまして、年間50回以上、低栄養予防に関す

る講話や、簡単な調理実習等を行っております。

この教室では、札幌市が作成をした高齢者のため

の食生活指針を用いまして、簡単な料理の紹介

や、必要な食材の種類とその選び方などを取り上

げ、高齢者の低栄養予防の重要性の啓発に取り組

んでいるところであります。 

●丸山秀樹委員  食生活改善推進協議会、そし

て介護予防センターと連携をして、市内各所で年

間50回以上の低栄養予防の講話や、高齢者が楽し

く集まる場所をつくっていることについては、大

変重要な取組であると考えます。 

 しかし、一方で早期介入が必要な低栄養リスク

が高い高齢者を対象とする、きめ細やかなアプ

ローチも必要ではないかと考えるところです。 

 そこで、次の質問ですが、札幌市において、こ

のような低栄養リスクが極めて高いと考えられる

高齢者の状況は、どうなっているのか、お伺いを

したいと思います。 

●秋野歯科保健担当部長  札幌市における低栄

養リスクのある高齢者の状況についてでございま

すが、令和４年度の市内10区の介護予防活動に参

加をいたしました65歳以上の高齢者4,099名の健

康身体状況のデータ分析結果によりますと、１日

３食をきちんと食べることができていない高齢者

は7.9％。６か月間で二、三kg以上の体重減少が

あった高齢者は13.9％。痩せ過ぎに該当いたしま

すＢＭＩ20以下は、25.4％との結果でございまし

た。この今ご説明をいたしました三つの項目のう

ち、二つ以上に該当する高齢者の方が、低栄養リ

スクの大変高い高齢者というふうに推測をされて

おりまして、最終的には231名、5.6％の高齢者が

低栄養状態のおそれがあることが明らかとなって

いるところでございます。 

●丸山秀樹委員  高齢者4,099人のうち、231

人、5.6％の方が低栄養状態に至るリスクが高い

という結果だったということでございました。こ

の低栄養に対する取組、札幌市としても今後も、

しっかりと取り組んでいかなければならないもの

と考えます。 

 厚生労働省においても、これまで都道府県後期

高齢者医療広域連合が持っておりました保健事業

の財源を市町村に移して、市町村が一体的に従来

の介護予防事業や、フレイル対策の充実を図るこ

とができるように、高齢者の保健事業と介護予防

の一体的実施制度を創設したところでございま

す。この制度では、市町村に対し、管理栄養士の

市町村への配置や、個別の栄養指導などにより、

高齢者の低栄養対策の充実を図ることが求められ

ております。 

 そこで質問ですが、札幌市において、この保健

事業と介護予防の一体的実施の制度を、積極的に

活用して、高齢者の低栄養対策の充実に取り組む

べきと考えますが、今後どのように取り組むの

か、お伺いをいたします。 

●秋野歯科保健担当部長  高齢者の保健事業

と、介護予防の一体的実施の制度を活用した低栄

養対策の充実についてでございますが、札幌市に

おきましても、従来の介護予防事業による低栄養

予防の普及啓発に加えまして、低栄養リスクの高

い高齢者を対象に、フレイルに陥らせないための

きめ細かな個別指導を行う取組が必要と認識をし

ております。このためこの厚生労働省の保健事業

と介護予防の一体的実施制度を活用いたしまし

て、北海道栄養士会と連携をしながら、今年度３

区におきまして、低栄養リスクの高い高齢者を対
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象とし、管理栄養士による個別指導が受けられる

栄養・口腔フレイル講座を、新規事業として立ち

上げたところであり、来年度からは全10区での開

催を目指しております。 

 また、より重い低栄養が疑われる高齢者や、閉

じ籠もりがちな高齢者に対しましても、国保デー

タベースを活用いたしまして、対象者を抽出し、

電話や訪問による指導を行うなど、高齢者の低栄

養対策と、フレイル予防の充実に取り組んでまい

りたいと考えております。 

●丸山秀樹委員  管理栄養士によります個別指

導が受けられるという、この栄養・口腔フレイル

講座、これを来年度から全10区で開催していくと

いうお話もございました。また、このよりハイリ

スクな高齢者に対する電話や、訪問指導などの実

施に取り組んでいくというお話もございました。

今後の成果に、大きく期待を寄せさせていただき

たいというふうに思います。 

 私は、今はまだ何とか健康を維持している高齢

者が低栄養状態となり、フレイルとなり、要介護

状態になっていくことを、いかに防いでいくか、

いかに高齢者の健康寿命を延ばしていくかを、真

剣に考える時期であるというふうに考えます。効

果的に低栄養予防の取組を進めるため、高齢者の

保健事業と介護予防の一体的な実施制度を積極的

に活用して、特に高齢者が適切な栄養指導を受け

られるよう、対象者の選定方法を検討して、きめ

細やかな支援が行われるように、要望したいと思

います。 

 加えて、後期高齢者となる前から、低栄養予防

の啓発を、広く行っていくことが非常に重要だと

思います。これらの取組により、高齢者の健康維

持と健康寿命の延伸につながることを期待してお

ります。ぜひともこの低栄養対策をはじめとし、

リハビリ、口腔、社会参加などの高齢者のフレイ

ル対策の充実に、しっかり取り組んでいただきま

すことを求めて、次の終活の質問に移りたいと思

います。 

 終活につきましては、終活行動を支えるネット

ワーク構築事業の進捗について、お伺いをさせて

いただきます。 

 近年、単身高齢者の増加や、家族関係の希薄化

によって、様々な問題が発生をしているところで

す。私の地元の厚別区では、高齢の方が自宅から

自力で鍵を開けて出られなくなる、いわゆる閉じ

込めが頻繁に起きておりまして、独居の方が亡く

なった場合には、家財の整理に何日もかかった

り、廃棄費用として、数十万円のお金が必要と

なったりするために、親族が大きな負担を被るこ

ともございます。 

 我が会派は、そのような課題の解決に向かうこ

とを期待して、昨年の委員会で、終活行動を支え

るネットワーク構築事業について、背景や目的、

事業の内容について質問をさせていただきまし

た。それに対して市は、今後の取組として、ワー

クショップなどを通じていただく市民意見や国、

他都市の事例も参考にしながら、終活に関する情

報を、官民で共有するネットワークの構築に取り

組んでいくとの答弁をいただいたところでござい

ます。ついては、今年度の取組状況と今後の取組

の方向性について、確認をさせていただきます。

最初の質問ですが、終活行動を支えるネットワー

ク構築事業の今年度の取組状況についてお伺いを

いたします。 

●金綱施設担当部長  終活行動を支えるネット

ワーク構築事業のご質問にお答えいたします。 

 今年度の取組状況についてですが、終活に対す

る市民ニーズを把握し、市民に向けた情報提供の

在り方を検討するため、各区でワークショップを

開催しまして、延べ122名の参加者に、終活への

取組状況や、困り事などについて話し合っていた

だきました。 

 また、先進的な取組を実施している自治体を視

察し、終活関連サービスを行う民間事業者との連

携や、市民が終活を進めるための啓発の手法につ

いて知見を得たところでございます。 

 さらに関連部局で構成する終活行動を支える

ネットワーク庁内会議を開催し、ワークショップ
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などを踏まえた課題認識や、今後の方向性を共有

したほか、相続や遺品整理などに関する民間事業

者と、意見交換を行ったところでございます。 

●丸山秀樹委員  今年度の取組について、今答

弁をいただきましたが、この民間事業者の対応も

行っているというお話もいただいたところです

が、冒頭で述べたこの遺品整理の分野では、法外

な請求や、引き取ったものの、不法投棄などのト

ラブルも起きているところでもございます。昨年

６月、厚生労働省や消費者庁などの関係省庁が、

遺品整理などの死後事務サービスや、身元保証

サービスを行う事業者の適正運営を確保し、利用

者が安心して事業者を利用できるよう、高齢者等

終身サポート事業者ガイドラインというものを策

定いたしました。現在このガイドラインに即し

て、業界内の一定のルールづくりや、研修などを

行うなど、業界の健全な発展を促進する業界団体

の設立に向けた動きも出てきているようでござい

ます。この終活を進める上では、民間事業者が提

供するサービスを利用する必要があるために、本

市が市民に対する終活支援を進める上では、信頼

できる事業者を案内できるような仕組みを、検討

していただきたいものだと考えるところでもござ

います。 

 そこで質問ですが、市民が安心して終活が進め

られるよう、今後どのように民間事業者との連携

に取り組んでいくのかをお伺いいたします。 

●金綱施設担当部長  民間事業者との連携につ

いてのご質問にお答えいたします。 

 先ほど答弁申し上げました視察におきまして

は、他都市における終活関連の優良事業者を認証

する独自の制度について調査をいたしました。こ

の制度は、30項目にわたる厳しい基準で審査を行

うなど、市民が安心して利用できるという点では

大変優れた制度でありますが、一方で、昨年１月

の事業開始から、現在までの約１年間で認証した

事業者の数は、２社にとどまっているなどの課題

もございます。 

 こうした中、国におきましては、昨年６月に策

定された高齢者等終身サポート事業者ガイドライ

ンにおいて、優良事業者認定制度の創設を検討す

ることとされたところでございます。事業者との

連携につきましては、このような国における認定

制度の検討状況や、ガイドラインに則した業界団

体設立の動きも注視しながら、引き続き検討して

まいりたいと考えております。 

●丸山秀樹委員  まずは先行都市を見に行って

いただいたということは、もうとてもまずは感謝

を申し上げたいというふうに思うところでもござ

います。この先行都市においても、この民間事業

者との連携に、大変苦労しているという実態が、

今の答弁からもあったようでございまして、その

先行都市で認証された事業者が、２者にとどまっ

ていると。こうした現実にこの事業における課題

の山積と、その難しさが象徴的に示されているん

だなということも、改めて認識をさせていただき

ました。 

 しかしながら、今後こうしたこの国のガイドラ

インに則した団体設立の動きも出ているという状

況もございますので、ぜひこの信頼できる事業者

との連携方法の模索については、引き続きしっか

り進めていく必要があるものというふうに考えま

す。 

 こうしている間にも、民間サービスを利用し

て、終活を進めようとしている市民というのは、

やはり不安に思っている方もいらっしゃるという

ふうに思います。国の認定制度ができるまでの

間、市民の不安を軽減するとともに、終活を促進

するための取組も、しっかり行っていく必要があ

るものと考えます。 

 そこで最後の質問ですが、次年度、終活行動を

支えるネットワーク構築事業として、どのような

取組を行っていくのかをお伺いいたします。 

●金綱施設担当部長  終活行動を支えるネット

ワーク構築事業の今後の取組についてでございま

すが、今年度10区で開催しましたワークショップ

の参加者アンケートでは、心の中が少し軽くなっ

たとか、終活を前向きに実行したいといった声が
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あり、終活に係る不安が軽減した様子が見られま

した。また、今後も参加者同士で話をする機会を

設けてほしいという意見や、既に終活を進めてい

る方の体験談などを、事例紹介してほしいという

ご意見など、今後の取組に期待する声もいただい

たところでございます。 

 その一方で、ワークショップという形態上、参

加できる人数が限られるという課題もございまし

た。 

 以上のことを踏まえまして、来年度は市民が取

り組んだ終活の事例や、終活ネットワークの庁内

関係部局における事業内容などを題材にしまし

て、より多くの市民が参加でき、参加者同士が話

し合うことのできるサロンを、各地で開催するな

ど、市民が不安なく終活を進めることができるよ

う、努めてまいりたいと考えております。 

●丸山秀樹委員  最後に要望を申し上げたいと

思います。本当に無縁社会と言われてから久し

く、現代社会におきましては、家族や近隣との人

間関係が希薄となり、死亡時においても、誰も知

らない、遺骨を誰も引き取ってもらえないといっ

たケースも、今後増えると思われ、行政の地域福

祉に果たす役割、さらには行政と民間の地域福祉

における責任分担を、どう進めるかが課題である

と認識をいたします。 

 ついては、まずは10区でのワークショップや、

サロンの充実により、実態把握に努めていただい

て、見守りや相談機能の強化、住宅事業者や士業

とされます弁護士や司法書士、さらには医療・福

祉関係者との連携を強化する中で、本市における

終活支援のためのネットワークというものを構築

し、終活に関する施策を着実に進めていただくこ

とを求めて、私の質問を終わります。 

●かんの太一委員長  以上で、第５項 健康衛

生費等の質疑を終了いたします。 

 以上で、本日の質疑を終了いたします。 

 次回の委員会ですが、３月13日木曜日午前10時

から、農業委員会及び経済観光局関係の質疑を行

いますので、定刻までにご参集ください。 

 本日はこれをもちまして散会いたします。 

    ―――――――――――――― 

      散 会 午後３時45分 


